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はじめに

　新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「NEDO」）では、1980年の創立
以来、燃料電池技術や水素利用技術の開発に取り組んできました。固体高分子形
燃料電池システムについては、産業界とともに技術開発を含む様々な取り組みを
行った結果、2009年に家庭用のコージェネレーションシステム（エネファーム）
として、世界に先駆けて市場導入を実現しました。また、燃料電池自動車につき
ましても、2014年 12月に世界初となる一般販売が開始され、これに併せて水素
ステーションの整備も進んでいます。NEDOは、燃料電池自動車や水素ステーシ
ョンの分野でもその実用化に向けて産業界とともに取り組んできたところです。

　2011年 3月 11日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所
事故を機に、我が国のエネルギー事情は大きく変化しました。この変化を踏まえ、
2014年 4月、新たなエネルギー政策の方向性を示すものとして、「エネルギー基
本計画（第四次）」が閣議決定されました。本基本計画には、水素は多様な一次エ
ネルギー源から様々な方法で製造でき、気体、液体、固体というあらゆる形態で
貯蔵・輸送が可能であり、利用方法次第では高いエネルギー効率、低い環境負荷、
非常時対応などの効果が期待され、将来の二次エネルギーの中心的役割を担うこ
とが期待されるとされており、この水素を本格的に利活用する「水素社会」の実
現に向けた取り組みを加速すると謳っています。

　また、経済産業省では、2014年 6月、水素社会の実現に向けた取り組みの加速
に向けた「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を策定し、今後の取り組みの道筋
を示しました。この戦略ロードマップにおいて、水素社会の実現に向けて、これ
まで取り組んできた家庭用燃料電池（エネファーム）の普及の拡大、燃料電池自
動車市場の整備に加え、水素発電の本格導入といった水素需要の拡大や、その需
要に対応するための水素サプライチェーンの構築の必要性が示されています。そ
して、6月に改訂された「日本再興戦略 2014」において、ロードマップに基づき
必要な措置を着実に進めることとされています。

　このように、我が国の政府は、水素社会の実現に向けて取り組んでいくことを
明確に示すなか、水素に対する国民の関心も高まっているところです。このよう
な水素を巡る環境の変化を踏まえ、NEDOが取り組んできた技術開発から得た知
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見を社会に還元すべく、水素エネルギーを巡る国内外の状況や水素の製造、貯
蔵・輸送、利用に関連する技術の状況などを一冊にまとめ、「NEDO水素エネル
ギー白書」として公表することにしました。このような水素エネルギーに関する
網羅的かつ体系的な書は世界初のものであると考えています。

　水素ビジネスに携わる方も一般の方々も、本書を座右の書として水素エネルギ
ーへの理解をさらに深めていただくとともに、水素社会の実現に向けた議論の基
礎や、技術開発の指針として活用していただくことを願っております。

　最後になりましたが、本書の作成にあたり、経済産業省、NEDO事業に参加い
ただいている企業や研究機関など、多くの機関の方々のご協力を賜りました。こ
の場をお借りして、厚くお礼を申し上げます。

2015年 2月

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

理事長　古川 一夫
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1-1　水素とは

■ 1-1-1　水素の特徴

　水素とは、原子番号 1 の元素で元素記号は H であり、通常、原子が 2つ結びついた水素
分子（H2）の形をとる。無色、無臭で、地球上最も軽い気体であり、水素分子の状態とし
て存在することはほとんどないが、水などのように他の元素との化合物として地球上に大
量に存在する。
　水素の特徴を以下に示す。

・宇宙で最も豊富にある元素。質量では宇宙全体の約 70％を占める（太陽はじめ、宇宙の
星々のほとんどが水素の核融合反応によって光っている）。
・水素単体では自然界にほとんど存在せず、地球上では化合物として存在する（水、化石燃
料、有機化合物など）。
・無色、無味、無臭の気体。
・最も軽い気体（空気に対する比重 0.0695）で、拡散速度が速い。
・燃えても火炎がみえにくい。
・燃焼すると酸素と反応して水になる。
・－252.6℃で液化する。

・宇宙で最も豊富にある元素。質量では宇宙全体の約 70％を占める（太陽はじめ、宇宙の
星々のほとんどが水素の核融合反応によって光っている）。
・水素単体では自然界にほとんど存在せず、地球上では化合物として存在する（水、化石燃
料、有機化合物など）。
・無色、無味、無臭の気体。
・最も軽い気体（空気に対する比重 0.0695）で、拡散速度が速い。
・燃えても火炎がみえにくい。
・燃焼すると酸素と反応して水になる。
・－252.6℃で液化する。

　水素への注目が高まっている。現在、水素は主に工業原料として用
いられているが、一般的には必ずしも馴染みが深いものではない。本
章では、水素への基本的な理解を得るため、水素の特徴、現在の用途、
製造方法、エネルギーとして利用する意義について述べる。

水素とはなにか

第 1章
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第 1章　水素とはなにか

■ 1-1-2　水素の用途

　工業原料としての水素の用途は多岐にわたっている。例えば、石油の精製における原油
に含まれる硫黄分の除去、半導体プロセスにおける雰囲気ガス、ステンレス鋼の光輝焼純、
金属冶金や樹脂生成プロセスにおける還元剤、アンモニア合成用原料、光ファイバーの素
材となる石英硝子の製造プロセス、ファイバー加工時の熱源などが主な用途である。

表 1-1　水素の主な用途

出典：岩谷産業ホームページ【参考資料［21］】より NEDO 作成

石油精製 脱硫・改質

化　　学 アンモニア合成（肥料・合成樹脂）
光輝焼鈍（ステンレス・珪素鋼板）
肥料用（NH3施肥）
カプロラクタム ナイロン

アミラン安水原料
硝酸用
工業用硝安
工業用塩安
工業用尿素

染料
化繊用
硝酸ソーダ
亜硝酸ソーダ
肥料原料

メラミン
接着剤
洗剤
成型材料

メタノール合成（塗料・医薬）
過酸化水素の製造（漂白殺菌剤）
水素添加（有機化合物、洗剤、化粧品、香料等）
油脂改質（マーガリン、サラダオイル）
ヒドラジン（脱酸素剤、防錆剤、腐食抑制剤）

弱　　電 雰囲気ガス・原料
　（半導体結晶、IC、LSI、太陽電池）

水
素

化成品
医薬・農薬
合成樹脂
塗料
フィルム
不凍液
ジメチルテレフタレート

金　　属 光輝焼鈍（ステンレス・珪素鋼板）
銅口一付け（機械部品）
焼結合金（電子部品）
金属粉末還元（磁気テープ、金属粉末）
熱処理（超硬切削用刃物）
プラズマ溶接（高圧容器溶接、人工衛星部品）
特殊溶接（高圧容器溶接、人工衛星部品）
水素切断（金属溶断）

電力・原子力 冷却用（発電機・原子炉）
家庭用燃料電池コージェネレーション用燃料

ガ　ラ　ス 雰囲気ガス（フロートガラス）
酸水素炎（光ファイバー・人造宝石）

航空・宇宙 ロケット燃料
自　動　車 燃料電池車・水素エンジン車燃料
極　低　温 超伝導

そ　の　他 分析・試験（標準ガス）
気象観測用気球
産業用燃料
都市ガスへの混入
パラ水素利用（ウラン分離）
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1-1　水素とは

　また、身近な製品として、マーガリンやサラダオイルなどの油脂硬化剤、化粧品、洗剤、
香料、ビタミン剤などの原料の一部としても使用されている。
　この他、エネルギー用途としては、ロケットの燃料として液化水素が活用されているほ
か、水素イオンを利用したニッケル水素電池がある。
　水素の主な用途について表 1-1に示す。

■ 1-1-3　水素の製造

　水素は図 1-1に示すとおり、様々な原料を出発点として製造することができる。
　天然ガス、LPG、ナフサ、石油残渣といった炭化水素から水素を製造する方法としては、
水蒸気改質法、部分酸化法などのプロセスが実用化されている。これは化石燃料から水素
と一酸化炭素を発生させ、さらにシフト反応により一酸化炭素と水蒸気から水素を発生さ
せる二段階のプロセスとなっており、製造された粗水素は、圧力スイング吸着（PSA：
Pressure Swing Adsorption）、膜分離などといったプロセスで精製される。
　工業プロセスからは、製油所における石油精製プロセス、コークス炉などの製鉄プロセ
ス、エチレン製造など石油化学プロセス、ソーダ工場における食塩水の電解プロセスなど
から副次的に水素が発生しており、この水素は主として工場内の他のプロセスの原料や、
エネルギー源として利用されている。

図 1-1　水素の製造方法
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第 1章　水素とはなにか

　水電解による水素製造は、アルカリ水電解法と固体高分子膜を利用した固体高分子膜水
電解法があり、小規模な工業用として一定程度行われている。風力発電や太陽光発電など
の再生可能エネルギーを利用する場合は、天候の変化などに伴い発電量が変動することか
ら、出力変動に対応することが必要となる。
　バイオマスからの水素製造は、出発原料に応じて、メタン発酵、水蒸気ガス化などのプ
ロセスが用いられる。
　この他、将来の技術として、光触媒による水素製造技術、高温ガス炉などの熱を活用し
ヨウ素（I）と硫黄（S）を循環して水素を製造するプロセス（ISプロセス）による水素製
造技術などの研究が進められている。

1-2　水素エネルギーを導入する意義

■ 1-2-1　エネルギー・セキュリティの向上

　水素エネルギーの導入推進は、2014年 4月に策定されたエネルギー基本計画で定められ
た方向性である 3 E＋ S（エネルギーの安定供給、経済効率性の向上、環境への適合、安
全性）と、国際化推進・国際市場開拓と経済成長への貢献するものである。
　特に我が国の輸送部門は、日本のエネルギー使用量の約 2割を占め（図 1-2）、そのほぼ
全てを原油・石油製品に依存しており、地政学的リスクが懸念されている。2014年 12月
から市販開始された燃料電池自動車（FCV：Fuel Cell Vehicle）が燃料に利用する水素は、
将来的には海外の褐炭や原油随伴ガスなどの未利用エネルギーや、国内外の再生可能エネ
ルギーを用いて製造できる可能性があり、一次エネルギー源を地政学的リスクの低い地域
などから安価に調達することも検討されている。
　水素エネルギーの利活用技術の適用可能性は幅広く、燃料電池自動車や既に実用化段階
にある家庭用燃料電池システムだけでなく、船舶や鉄道などを含む他の輸送分野、水素発
電など、我が国のエネルギー消費分野の多くに対応し得る潜在的なポテンシャルがある。
　こうした多岐にわたる分野において水素の利活用を抜本的に拡大することで、大幅な省
エネルギーや環境負荷低減、エネルギー・セキュリティの向上に大きく貢献するとともに、
新たな市場を開拓できる可能性がある（図 1-3）。

■ 1-2-2　省エネルギー、環境負荷低減

　燃料電池は燃料である水素と、空気中の酸素との電気化学反応から電気エネルギーを直
接取り出すため発電効率が高い。また、電気と熱の両方を有効利用することで、さらに総
合エネルギー効率を高めることが可能である（図 1-4）。
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1-2　水素エネルギーを導入する意義

図 1-2　輸送部門のエネルギー消費
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成

産業
43.3％

民生
33.5％

運輸
23.2％

最終エネルギー消費の部門別内訳
（2012 年度）

産業
28.2％

自動車
33.2％

運輸
（自動車以外）

2.1％

自動車 89.1％

船舶
4.6％

航空 4.1％ 鉄道 2.2％

民生 14.1％

発電
18.3％

その他 4.2％

運輸部門の構成比

我が国の原油・石油製品供給に対する
自動車部門の消費割合（2012 年度）

石油製品 97.8％

電力 2.0％都市ガス
0.1％

自動車の燃料比率

図 1-3　水素利活用技術の適用可能性
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素・燃料電池について」
第 1 回水素・燃料電池戦略協議会（2013 年 12 月 19 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

現在 将来
工業プロセス利用

石油精製

光ファイバー製造

宇宙

ロケット燃料

実用化段階

燃料電池自動車
（FCV）

家庭用燃料電池
（エネファーム）

輸送

民生用

特殊用途

調査用潜水艇
潜水艦　等

輸送

業務用車両
（燃料電池バス、フォークリフト）

水素ジェット飛行機
燃料電池飛行機燃料電池鉄道車両

燃料電池
スクーター

水素燃料船・燃料電池船

水素発電
業務・産業用燃料電池

ポータブル
燃料電池

冷凍トラック
特殊車両　等

民生用発電 各種補助電源

工業プロセス利用

水素還元製鉄

1
鉄鉱石＋C

3
CO2
＋
H2O

   2
CO＋H2で還元

CO＋H2

H2 水素

水素＋酸素

高炉

鉄

提供：
JX日鉱日石
エネルギー

提供：
鉄道総研
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第 1章　水素とはなにか

　このため、燃料電池の活用を広げることで、大幅な省エネルギーにつながり得ると考え
られる。
　燃料電池自動車の CO2排出量は、水素製造源によって様々ではあるが、従来のガソリン
車と比べると、高いエネルギー効率を有する燃料電池技術により、電気自動車と同様にエ
ネルギー消費量や環境負荷の低減に大きく貢献することが期待できる（図 1-5）。さらに、
水素の製造時に二酸化炭素回収・貯留技術（CCS：Carbon dioxide Capture and Storage）
を組み合わせる、又は再生可能エネルギーから水素を製造するといった水素の製造方法次
第では、CO2排出量を大幅に削減でき、さらには CO2フリーのエネルギー源として水素を
活用し得ると考えられる。

■ 1-2-3　産業振興

　水素・燃料電池関連の市場規模は、我が国だけでも 2030年に 1兆円程度、2050年に 8
兆円程度に拡大すると試算されており（図 1-6）、今後 10～ 35年間で大きく成長する分野
と期待されている。
　一方、日本の燃料電池分野の特許出願件数は世界 1位で、2位以下の欧米をはじめとす
る各国と比べて 5倍以上と諸外国を大きく引き離している。また、家庭用燃料電池システ
ムを世界に先駆けて商品化するなど、水素エネルギー利活用分野における現時点での日本
の競争力は高いといえる（図 1-7）。
　特に日本の自動車産業に関しては、我が国の国内雇用者数の約 1割、輸出額の 2割を占
める基幹産業である一方、国際的な競争が激化している中で、燃料電池自動車という新し
い領域で世界をリードしていくことは、産業競争力確保の観点から重要である。

図 1-4　燃料電池のエネルギー効率

燃料の
エネルギー
（100％）

電気エネルギー 電気

35％

総合エネルギー効率
利用　35％

送電ロス　　5％
廃熱　60％

熱エネルギー
発電所

燃料の
エネルギー
（100％）

電気エネルギー 電気と熱

80％

利用　40％

利用　40％
排熱　20％

熱エネルギー
燃料電池
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1-2　水素エネルギーを導入する意義

図 1-5　二酸化炭素排出量（Well to Wheel）の比較
出典：財団法人日本自動車研究所「総合効率と GHG 排出の分析報告書」

（資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日））【参考資料［3］】

図 1-6　我が国における水素・燃料電池関連の市場規模予測
出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2014 年 6 月）

【参考資料［3］】より NEDO 作成

定置用燃料電池
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第 1章　水素とはなにか

図 1-7　日米欧中韓における出願収支
出典：特許庁「平成 23 年度 特許出願技術動向調査報告書（概要）燃料電池」

（2012 年 4 月）より NEDO 作成

日本への出願
19,445 件

欧州への出願
6,340 件

韓国への出願
4,130 件

中国への出願
4,682 件

米国への出願
7,422 件

その他
180件
0.9％

その他 210件 3.3％

韓国籍
528件
2.7％

韓国籍
373件 5.9％

中国籍
11件
0.1％

中国籍
16件 0.3％

欧州国籍
499件
2.6％

欧州国籍
2,835 件
44.7％

米国籍
540件
2.8％

米国籍
1,158 件
18.3％

日本国籍
17,687 件
91.0％

日本国籍
1,748 件
27.6％

その他
59件 1.4％

韓国籍
2,775 件
67.2％ 中国籍 8件 0.2％

欧州国籍 288件 7.0％

米国籍 275件 6.7％

日本国籍 725件 17.6％

その他
185件 4.0％

韓国籍
421件 9.0％

中国籍
1,443 件
30.8％

欧州国籍
422件
9.0％

米国籍
705件
15.1％

日本国籍
1,506 件
32.2％

その他
585件 7.9％韓国籍

972件
13.1％

中国籍
34件
0.5％

欧州国籍
818件
11.0％

米国籍
2,231 件
30.1％

日本国籍
2,782 件
37.5％

1,748 件

499 件

725 件11件

705 件 972 件

540 件

373 件

422 件

818 件

1,158 件

421 件

8件

528 件
1,506 件

34件

275 件

2,782 件

288 件

16件
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2-1　水素エネルギーに関する日本の政策

■ 2-1-1　日本再興戦略

　水素エネルギーの推進や燃料電池自動車の実用化は、近年、明確に日本の政策として位
置付けられている。安倍総理は 2013年 5月に、燃料電池自動車を環境にやさしい革新的な
自動車とし、これに係る規制を一気に見直すと述べている（表 2-1）。

表 2-1　安倍総理の「成長戦略第 2弾スピーチ」での燃料電池自動車への言及

　競争相手よりも一歩先のイノベーションを、常に生み出し続けるほかに道はありません。
　私は、新たなイノベーションに果敢に挑戦する企業を応援します。その突破口は、規制改革で
す。
　例えば、燃料電池自動車。二酸化炭素を排出しない、環境にやさしい革新的な自動車です。
　しかし、水素タンクには経産省の規制、国交省の規制。燃料を充てんするための水素スタンド
には、経産省の規制の他、消防関係の総務省の規制や、街づくり関係の国交省の規制という、が
んじがらめの規制の山です。
　一つずつモグラたたきをやっていても、実用化にはたどりつきません。
　これを、今回、一挙に見直します。

出典：首相官邸安倍総理「成長戦略第 2 弾スピーチ」（2013 年 5 月 17 日）

　日本をはじめ、世界各国で水素や水素エネルギーについての取り組
みが行われている。本章では、日本で水素や水素エネルギーがどのよ
うに位置付けられ、どのような政策を進めているか、また自治体や民
間はどのような取り組みを行っているかについて述べる。

水素エネルギーに関連する
日本の政策と取り組み

第 2章
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第 2章　水素エネルギーに関連する日本の政策と取り組み

　同年 6月にアベノミクス 3本目の矢として発表された「日本再興戦略─ JAPAN is 
BACK─」では、家庭用燃料電池（エネファーム）の普及拡大と 2015年からの燃料電池
自動車導入と世界最速普及が明確に謳われている（表 2-2）。

■ 2-1-2　エネルギー基本計画

　2014年 4月 11日に閣議決定された新たな「エネルギー基本計画」において、水素が将
来の二次エネルギーの中核として位置付けられた（表 2-3）。
　同計画においては、水素の優れた特徴を踏まえて、水素を日常の生活や産業活動で利活
用する社会（水素社会）を目指した取り組みを加速すること、具体的には、従前より取り
組みが進められている定置用燃料電池（エネファームなど）の普及・拡大、燃料電池自動
車の導入加速に向けた環境の整備といった取り組みに加え、水素の本格的な利活用に向け
た水素発電などの新たな技術の実現、水素の安定的な供給に向けた製造、貯蔵・輸送技術
の開発の推進が追加されるとともに、水素の製造、輸送・貯蔵、利用までを俯瞰した、“水
素社会”の実現に向けたロードマップの策定が示された（表 2-4）。

■ 2-1-3　水素・燃料電池戦略ロードマップ

　経済産業省では、2013年 12月より産学官からなる「水素・燃料電池戦略協議会」（座
長：柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授）を設置した。協議会では、水素エネルギーの意義
と将来の水素需給の見通しについて産学官で認識を共有するとともに、水素エネルギーの
意義を踏まえた上で、さらなる利活用に向けて「時間軸」を明確にしつつ、水素の「製造」
「貯蔵・輸送」「利用」まで一気通貫して官民の役割分担を明示し、事業者間でも共通認識
を持てるような、2050年頃までを見据えた具体的な取り組みに関するロードマップを策定
することを目的として検討を進めた。主な論点を表 2-5に示す。
　協議会は 3回、協議会の下に設置されたワーキンググループは 7回開催され、半年にわ
たる集中的な議論の結果として、水素エネルギーの製造、輸送・貯蔵、利用の各段階で目

表 2-2　日本再興戦略─ JAPAN is BACK─における水素・燃料電池の位置付け

燃料電池技術開発・
低コスト化

世界に先駆けて我が国の市場に燃料電池を加速的に導入するために、
先端的研究開発を推進するとともに、徹底的な標準化も進めながら
低コスト化を図り、2030 年には家庭用燃料電池（エネファーム）
530 万台（日本全世帯の約 1 割に相当）を市場に導入する。

水素供給インフラ導入支
援、FCV・水素インフラ
に係る規制の見直し

2015 年の燃料電池自動車の市場投入に向けて、燃料電池自動車や
水素インフラに係る規制を見直すとともに、水素ステーション整備
の支援により、世界最速の普及を目指す。

出典：日本再興戦略─ JAPAN is BACK ─（2013 年 6 月 14 日）
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2-1　水素エネルギーに関する日本の政策

表 2-3　新しい「エネルギー基本計画」における水素の位置付け

第 2 章　エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針
第 2 節　各エネルギー源の位置付けと政策の時間軸
2．二次エネルギー構造の在り方

（3）水素：“水素社会”の実現
将来の二次エネルギーでは、電気、熱に加え、水素が中心的役割を担うことが期待される。
水素は、取扱い時の安全性の確保が必要であるが、利便性やエネルギー効率が高くまた、利用段
階で温室効果ガスの排出がなく、非常時対応にも効果を発揮することが期待されるなど、多くの
優れた特徴を有している。
水素の導入に向けて、様々な要素技術の研究開発や実証事業が多くの主体によって取り組まれて
きているが、水素を日常の生活や産業活動で利活用する社会、すなわち“水素社会”を実現して
いくためには、技術面、コスト面、制度面、インフラ面で未だ多くの課題が存在している。この
ため、多様な技術開発や低コスト化を推進し、実現可能性の高い技術から社会に実装していくた
め、戦略的に制度やインフラの整備を進めていく。

出典：経済産業省「エネルギー基本計画」（2014 年 4 月 11 日）【参考資料［2］】

表 2-4　水素社会を実現するための主な取り組み

定置用燃料電池（エネファー
ムなど）の普及・拡大

・家庭用燃料電池について市場自立化に向けた導入支援を行う
とともに、低コスト化のための研究開発などを引き続き実施。

・業務・産業分野の燃料電池については早期の実用化・普及拡
大に向けて技術開発や実証などを推進し、市場創出を図る。

FCVの導入加速に向けた環
境の整備

・規制見直しや導入支援などの整備支援により四大都市圏を中
心に 2015 年内に 100 ヶ所程度の水素ステーションを整備。

・燃料電池自動車の導入を円滑に進めるための支援を積極的に
行う。

・水素ステーションについて、既存のインフラの活用、移動式
や小型のステーションの利用も含めた戦略的な展開を進める。

・燃料電池バスや燃料電池フォークリフトなどの早期の実用化
の技術開発などを着実に推進。

水素の本格的な利活用に向け
た水素発電などの新たな技術
の実現

・水素発電を含む水素の利用技術について、技術開発を含めて
戦略的な取り組みを着実に進める。

水素の安定的な供給に向けた
製造、貯蔵・輸送技術の開発
の推進

・水素を安価で大量に調達するための、水素の製造から貯蔵・
輸送に関わる技術開発などを着実に進める。

“水素社会”の実現に向けた
ロードマップの策定

・水素社会の実現に向けたロードマップを、2014 年春を目処
に策定。

出典：経済産業省「エネルギー基本計画」（2014 年 4 月 11 日）より NEDO 作成【参考資料［2］】
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指すべき目標とその実現のための産学官の取り組みをまとめた「水素・燃料電池戦略ロー
ドマップ～水素社会の実現に向けた取組の加速～」が 2014年 6月 23日に公表された。こ
のロードマップでは水素の利用について、技術的課題の克服や経済性の確保に要する期間
の長短に着目し、3つのフェーズに分けて取り組みを進めていくことが示された（図 2-1）。

表 2-5　水素・燃料電池戦略協議会の主な論点

1．水素エネルギー利活用の意義と導入見通し
3．水素の製造
5．ロードマップの策定及び分野横断的取り組み

2．水素エネルギーの利用
4．水素の輸送・貯蔵

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素・燃料電池戦略協議会の主な論点」
第 1 回水素・燃料電池戦略協議会（2013 年 12 月 19 日）【参考資料［3］】

図 2-1　経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」
出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」概要版【参考資料［1］】より NEDO 作成

（現在～）
家庭用燃料電池や FCV 等、足下で実現しつつあ
る燃料電池技術の活用を拡大し、大幅な省エネの
実現や世界市場の獲得を目指す。
既に市場投入されている家庭用エネファームに加
え、「2017 年に業務・産業用燃料電池の本格導入」
を新たな目標に掲げ、低コスト化・高耐久化等に
重点を置いた開発・実証を行う。FCV について、
「ハイブリッド車に対抗しうる水素価格（2020
年）や車両価格（2025 年）の実現」を新たな目
標に掲げ、車両導入補助による初期市場の創出、
水素ステーションコストの半減を目指した更なる
規制見直しや投資回収を容易にするために自動車
メーカーや国による支援等を行う。

（2020年代後半の実現を目指す）
供給側においては海外の未利用エネルギ
ーを用いた水素供給システムを確立する
とともに、需要側では水素発電の本格導
入も視野に入れ、エネルギー・セキュリ
ティの向上を目指す。
より安価で安定的な水素供給に向けて、
「2020 年台後半に海外の未利用エネル
ギーを用いた水素供給の本格化」を新た
な目標に掲げ、有機ハイドライドや液化
水素を用いた効率的な輸送・貯蔵技術の
開発・実証を行う。水素利活用の大幅拡
大に向けて、「2030 年に水素発電（事
業用）の本格導入」を新たな目標に掲げ、
水素利用による鋼材強度低下等の課題解
決に向けた開発・実証を行う。

（2040 年頃の実現を目指す）
再生可能エネルギー等を用いた CO2
フリーの水素供給システムの確立を
目指す。
「2040 年に CO2 フリーの水素供給の
本格化」を新たな目標に掲げ、再生可
能エネルギーや CCS（二酸化炭素回
収・貯留技術）を活用した安価で安定
的な水素製造に関する開発・実証、技
術基準の国際標準化を行う。

2020 年

2030 年
2040 年

フェーズ 1
水素利用の飛躍的拡大

（燃料電池の社会への本格的実装）
09年　家庭用燃料電池
15年　燃料電池車市場投入
2017年
業務・産業用燃料電池：市場
投入
2020年頃
ハイブリッド車の燃料代と同
等以下の水素価格の実現
2025年頃
燃料電池車：同車格のハイブ
リッド車同等の価格競争力を
有する車両価格の実現

2020 年代半ば
・海外からの水素価格（プラント引渡価
　格）30円/Nm3
・商業ベースでの効率的な水素の国内流
　通網拡大
2030 年頃
・海外での未利用エネ由来水素の製造、
　輸送・貯蔵の本格化
・発電事業用水素発電：本格導入

2040 年頃
CCS や国内外の再エネの活用との組み
合わせによるCO2 フリー水素の製造、
輸送・貯蔵の本格化

フェーズ 2
水素発電の本格導入／

大規模な水素供給システムの確立

フェーズ 3
トータルでのCO2 フリー
水素供給システムの確立

水素供給体制の構築見通しを踏まえた
計画的な開発・実証

開発・実証の加速化
水素供給国との戦略的協力関係の構築
需要拡大を見据えた安価な水素価格の実現

東京オリンピッ
クで水素の可能
性を世界に発信
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■ 2-1-4　水素エネルギーに関する目標

　燃料電池実用化推進協議会（FCCJ：Fuel Cell Commercialization Conference of Japan）
は、燃料電池の普及と実用化を目指し、燃料電池産業の発展に寄与することを目的とした
我が国の民間企業と関係団体からなる組織である。FCCJは、2010年 3月に燃料電池自動
車と水素ステーションの普及に向けたシナリオを発表した（図 2-2）。
　このシナリオは、2050年における運輸部門の温室効果ガス排出量の 80％削減に貢献する
ことを前提に、燃料電池自動車の 2015年から普及開始と水素ステーションの先行整備が必
要としている。さらに、2025年頃以降には経済原理に基づく自律的拡大への到達が必要と
している。
　「エネルギー基本計画」及び「水素・燃料電池戦略ロードマップ」においては、家庭用燃
料電池システムの導入台数目標や水素エネルギーの導入やコストに関する目標が示された。
この目標をまとめて表 2-6に示す。

図 2-2　燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）のシナリオ（2010年 3月）
出典：燃料電池実用化推進協議会

2015 年
FCVの一般ユーザー普及開始を目指す

2015年
FCVの一般ユーザー普及開始を目指すFCVの一般ユーザー普及開始を目指すFCVの一般ユーザー普及開始を目指すFCVの一般ユーザー普及開始を目指すFCVの一般ユーザー普及開始を目指すFCVの一般ユーザー普及開始を目指すFCVの一般ユーザー普及開始を目指す

2025年
FCV・ステーションの自立拡大開始

2025年
FCV・ステーションの自立拡大開始
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■ 2-1-5　「日本再興戦略」改訂 2014 ─未来への挑戦─

　アベノミクス「三本の矢」により始まりつつある経済の好循環を一過性のものに終わら
せず、持続的な成長軌道につなげることを狙い、2014年 6月 24日に「日本再興戦略」改
訂 2014が閣議決定された。新たな日本再興戦略においては、これまでの取り組みについて
のフォローアップと新たな取り組みが示されている。
　この新たな戦略において、「戦略市場創造プラン テーマ 2：クリーン・経済的なエネル
ギー需給の実現」の中で、水素社会の実現に向けたロードマップの実行が掲げられ、「水
素・燃料電池戦略ロードマップ」に基づき、水素の製造から輸送・貯蔵、そして家庭用燃
料電池や燃料電池自動車などの利用に至る必要な措置を着実に進めることや、産学官から
成る協議会において進捗のフォローアップを行うことが定められた。

表 2-6　水素エネルギーに関する目標一覧

2015年頃 2020年頃 2025年頃 2030年頃

家庭用燃料電
池

累計台数 140 万台 累計台数 530 万台

ユーザーが 7、8
年で投資回収可能
なコストの実現

ユーザーが 5 年で投資回収可能
なコストの実現

業務・産業用
燃料電池

2017 年
SOFC の市場投入

燃料電池自動
車

2015 年
乗用車市場投入

2016 年
バス市場投入

同車格のハイブリット車同
等の価格競争力を有する車
両価格の実現

次世代自動車（ハイブリット自
動車、電気自動車、プラグイン
ハイブリット自動車、燃料電池
自動車、クリーンディーゼル自
動車、CNG 自動車など）につ
いては、2030 年までに新車販
売に占める割合を 5 割から 7 割
とする

水素発電 自家発用水素発電
の本格導入開始

発電事業用水素発電の本格導入
開始

水素輸送・貯
蔵

ガソリン車の燃料と
同等以下の水素価格
の実現

ハイブリット車の
燃料代と同等以下
の水素価格の実現

100 ヶ所水素 ST 整備

自立的商用展開可
能 な ST コ ス ト

（整備・運営）〈現
在の半額程度〉の
実現

2020 年代半ば
・海外からの水素価格（プ

ラント引渡価格）30 円/m3

・商業ベースでの効率的な
水素の国内流通網拡大

海外からの未利用エネ由来水素
の製造、輸送・貯蔵の本格化

出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」「エネルギー基本計画」より NEDO 作成【参
考資料［1］、［2］】
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2-2　我が国の水素エネルギーに関する取り組み

　表 2-6に示す目標の達成に向けて、国は水素エネルギーに関する取り組みを推進してい
る。国の取り組みとしては、導入や設置を促進するための補助金、規制の見直し、基準・
標準化の整備、技術開発の推進があげられる。近年の水素・燃料電池に関する主な国の取
り組みの予算の推移について表 2-7に示す。
　以降に国としての取り組みについての概要を述べる。

表 2-7　国の取り組みの予算推移　（単位：億円）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

NEDO（技術開発）

固体高分子形燃料電池技術
開発事業

51.0 48.4 35.0 31.9 31.9

固体酸化物形燃料電池技術
開発事業

14.5 6.2 6.2 12.4 13.0

水素利用関連技術開発事業 32.5 27.2 23.0 20.0 32.5

水素・燃料電池実証開発事業 8.7 9.2 30.0 7.5 ―

再生可能エネルギー貯蔵・
輸送等技術開発事業

― ― ― 11.3 ※ 1 16.0

小計 106.8 81.5 94.2 71.8 77.4

経済産業省

燃料電池自動車用水素供給
設備設置補助事業

― ― ― 46.0 72.0

民生用燃料電池導入支援補助
事業※ 2 67.7 136.7 90.0 250.5 200.0

小計 67.7 136.7 90.0 296.5 272.0

合　計 174.5 218.2 184.2 368.3 349.4

出典：各種資料より NEDO 作成
※ 1　2013 年度は、経済産業省事業として実施
※ 2　金額には補正予算を含む
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■ 2-2-1　技術開発

　我が国では NEDOが中心となって、水素・燃料電池の研究開発を支援してきた。
　NEDOは 1981年度より燃料電池分野の研究開発を開始している。研究開発当初は、業
務用への適用を目指しリン酸形燃料電池（PAFC）の技術開発が行われ、その後、固体酸
化物形燃料電池（SOFC）、固体高分子形燃料電池（PEFC）の技術開発が推進されてきた
（図 2-3）。

（1）　燃料電池関連の技術開発
①　固体高分子形燃料電池（PEFC）の技術開発
　固体高分子形燃料電池（PEFC）の主な技術課題については図 2-4に示される種々の課
題がある。NEDOはこれらの課題に対して、研究開発当初は、市場投入に必要な性能や耐
久性が確保可能かを見極めるための個々の材料、部品の性能向上、耐久性向上の開発、シ
ステム化検討などを進めた。その後、実際の市場投入を目指し、性能、耐久性の実用化検
討及び実際に生産可能かの技術検討が実施された。検討結果は、家庭用固体高分子形燃料
電池（PEFC）システムの 2009年からの販売開始に生かされている。
　家庭用燃料電池システムの市場導入にあたってはシステムコストの低減、特に周辺機器
（補機類）のコストダウンが必要であった。そこで補機の「共通仕様リスト」が策定され、
それと整合を図った周辺機器（ポンプ・ブロワ、流量計・圧力計など、弁類、水処理装置、
熱交換器、電力変換装置を対象とした）の技術開発が行われ、システムコストの大幅な低
減を実現した。
　現在も燃料電池自動車の大量普及に向けて、耐久性向上、効率向上、低コスト化の課題
解決に取り組んでいる。
②　固体高分子形燃料電池（PEFC）システムに関する基準・標準化
　技術開発と並行して、NEDOは、自動車用と定置用などの固体高分子形燃料電池
（PEFC）システムの実用化・普及のために必要な技術基準の設定、安全性の確認と標準化
を推進し、安全性、信頼性などの評価試験データの取得、評価手法の確立、国内外の基
準・標準の作成、提案を行ってきた。
　2002年 5月に内閣府と関係省庁の局長級で構成される「燃料電池実用化に関する関係省
庁連絡会議」が設置され、燃料電池に関する 6法律 28項目の関連法規制の包括的な再点検
が決定されたが、NEDO事業で実施した安全確認試験データの取得・評価手法の開発の成
果は、この規制再点検や国際標準化に活用されている。
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図 2-3　NEDOの水素・燃料電池関連の取り組み

図 2-4　PEFCの主な技術課題

固体高分子形燃料電池（PEFC）の主な技術課題

電子 電子

高分子電解質高分子電解質

電極（燃料）電極（燃料）

e－ e－

電極（空気）電極（空気）

＜電極（白金触媒）＞
○白金量低減（低コスト化）
白金量の削減による電池性能（発電効率・
耐久性）の低下抑制

○貴金属代替触媒開発（低コスト化）
白金と同等の触媒活性を有する安価な触
媒の開発

○劣化メカニズム解明・劣化対策
貴金属触媒の触媒活性劣化（白金が溶解
析出、凝集）のメカニズム解明と劣化抑
制手法の開発

＜周辺機器＞
○改質器の白金量低減（低コスト化）
白金量の削減による改質性能（効率・耐久性）
の抑制低下

○モジュール化によるコンパクト化
様々な（温度・湿度等）制御装置（流量計、
ポンプ、制御弁）のモジュール化または削減

＜セパレータ＞
○金属セパレータ開発（低コスト化）
金属表面腐食による電子伝導性が低
下しない金属セパレータの開発

○モールドセパレータ開発（低コスト化）
表面の電子伝導性が高く、加工精度
が高いカーボンセパレータのモール
ド成形法確立

＜固体高分子電解質膜＞
○低コスト・高耐久電解質膜の開発
低コスト・高耐久性（起動停止・湿度温度変動などの過
酷条件下）の電解質膜の開発

○劣化メカニズム解明・劣化対策
膜劣化のメカニズム解明と高温低加湿度運転、低温起動
（零下環境）等における劣化制御手法の開発
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③　家庭用燃料電池システムの実証研究
　固体高分子形燃料電池（PEFC）エネファームの市場導入を円滑に進めることを目的に、
2005年度から 2009年度に約 3,300台の 1 kW級定置用固体高分子形燃料電池（PEFC）シ
ステムの大規模かつ広域的な実証研究を行った（図 2-5）。一般家庭などの実際の使用状況
における実測データを取得することにより、以後の燃料電池開発の課題を抽出し、技術開
発プロジェクトとの連携も行った。
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）エネファームについても、2007年度から 2010年度に計
233台を用いて、実証研究が行われた。
　2010年には産学官連携推進会議において、「世界に先駆け『エネファーム』を商品化」し
たとして NEDOプロジェクト参画者が内閣総理大臣賞を受賞している（図 2-6）。

図 2-5　定置用燃料電池大規模実証事業の参画メーカー
出典：新エネルギー財団「平成 21 年度定置用燃料電池大規模実証事業報告書」より NEDO 作成

荏原製作所

東芝燃料電池システム

パナソニック＊2

トヨタ自動車

合計
＊1　新日本石油と三洋電機が設立した燃料電池専業会社（H20/4～）
＊2　（旧）松下電器産業（H20/10～）

燃料電池メーカー 都市ガス 灯油 合計

54

96

1,530

340

181

529
147

422

8

LPG

ENEOS セルテック＊1 1062 191 0 1253

0 396 314 710

553 195 0 748

0 520 0 520

0 76 0 76

1615 1378 314 3307
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内閣総理大臣賞
世界に先駆け「エネファーム」を製品化

〈受賞者〉
東芝燃料電池システム株式会社　技師長　　永田　裕二
NEDOプロジェクト「家庭用燃料電池システムの周辺機器の技術開発」のプロジェクトリーダーとして、
燃料電池システムメーカーと多くの周辺機器メーカーを取りまとめ、大幅なコストダウンと性能向上を
実現した。

〈成果の概要〉
産学官連携の研究開発プロジェクトにおいて、家庭用固体高分子形燃料電池
（PEFC）コージェネレーションシステムの性能及び耐久性向上に貢献した。
また、周辺機器の共通仕様を明示し、多くの周辺機器メーカーと協力して、
性能向上、消費電力削減、コストダウンを同時に達成する機器を開発した。
更に、大規模実証研究に実証機を積極的に提供して、実使用環境下において、
約 20％の 1次エネルギー使用量削減及び 1,200 kg／年のCO2削減効果を
実証した。加えて、規制緩和につながる各種データを収集するとともに、
政府関係機関に働きかけることにより、家庭用燃料電池の導入拡大に
貢献した。2009 年度において、3社合計で 5,258 台を出荷。

〈関連するNEDO事業／NEDOの役割〉
関連プロジェクト：固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（2005-07）

定置用燃料電池大規模実証事業（2005-09）
水素社会構築共通基盤整備事業（2005-09）

エネファーム市場投入の目標に向けて、技術開発、実証研究及び基準・標準のプロジェクトを企画立案し、
一貫して実施した。プロジェクト間の情報交流を促進し、技術開発の進展に貢献した。
国内外においてエネファームに係る技術動向等を積極的に広報した。

〈連携機関〉
東芝燃料電池システム（株）、（株）ENEOSセルテック、パナソニック（株）、富士電機ホールディングス（株）、
新日本石油（株）、東京ガス（株）、大阪ガス（株）、（社）日本電機工業会、（社）日本ガス協会、
（財）日本ガス機器検査協会、（独）産業技術総合研究所、（財）新エネルギー財団、京都大学、同志社大学、
東京工業大学、大同大学など

家庭用燃料電池コージェネレー
ションシステム「エネファーム」

図 2-6　産学官連携推進会議における内閣総理大臣賞
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④　固体酸化物形燃料電池（SOFC）の研究開発
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）については耐久性の確保が大きな課題となっている。
NEDOは、民間企業における研究開発サイクルを短縮・効率化させるため、固体酸化物形
燃料電池の劣化機構の解明や、9万時間（約 10年間）の耐久性を見通すためのセルスタッ
ク耐久性評価技術の確立といった基盤的な研究開発を実施している（図 2-7）。
　業務用・事業用の固体酸化物形燃料電池（SOFC）事業として、工場・ビル・コンビニ
エンスストア、スマートコミニティへの応用が期待される数～数百 kW中容量システムの
実負荷環境実証試験と、実用化への課題抽出に向けた実証事業、さらに固体酸化物形燃料
電池（SOFC）、ガスタービン、蒸気タービンを組合せ 60％以上の高発電効率を有するトリ
プルコンバインドシステムの要素技術確立に向けた開発を行っている。

図 2-7　固体酸化物形燃料電池開発加速のための取り組み

0 10
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（2）　水素関連の技術開発
①　水素に関する基礎的挙動の解明
　大量の水素をコンパクトに輸送・貯蔵するためには、高圧化または液化した状態の水素
の取扱いが不可欠であり、水素貯蔵・輸送関連機器、部品、材料などの製造はこの水素の
特性を踏まえて行う必要がある。このため、NEDOは高圧／液化水素環境下における水素
脆化（水素を吸収して金属材料が脆くなる現象）や水素トライボロジー（水素雰囲気下に
おける 2つの物体の接触面の摩擦、摩耗、潤滑などの現象）といった水素に関する基礎原
理の解明に取り組んできた。ここでは超高圧水素ガス環境を再現できる材料評価装置など
の高度な研究装置を駆使し、水素脆化のような水素特有の現象の再現を行い、その際の水
素の挙動や材料の状態を精密に観測することで基本原理を解明する技術基盤の確立を実施
した（図 2-8）。
　この結果、水素に関する科学的知見に基づいた、合理的な機器設計指針（材料劣化対応
策）や材料劣化評価法を提案し、より安全で簡便に水素を利用するために必要な材料や機
器の設計指針、劣化評価法などを産業界に提供した。
②　水素ステーション構成機器の開発
　水素ステーションにおいて使用される、70 MPa級という高圧水素に対応した水素製造
装置、圧縮機、プレクーラー、蓄圧器といった機器の開発を実施し、実用化に至っている。
現在は、それぞれの機器について、さらなる低コスト化の取り組みを進めている。

図 2-8　水素先端科学基礎研究事業の概要

●水素脆化等に係る基本原理の解明と水素社会実現に向けた技術基盤の確立を目的
●規制適正化に資する技術データ収集等も実施

高圧水素物性の基礎研究

高圧／液化による金属材料等の水素脆化の基
本原理の解明及び対策検討

水素材料先端科学研究センター
（HYDROGENIUS）実験棟
（九州大学　伊都キャンパス）

液化・高圧化状態における長期使用及び加工、温度などの影響に
よる材料強度特性研究（金属材料）

液化・高圧化状態における長期使用及び加工、温度などの影響に
よる材料強度特性研究（高分子材料）

高圧水素トライポロジーの解明

材料等内の水素拡散、漏洩などの水素挙動シミュレーション研究
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③　燃料電池自動車・水素インフラに関する基準・標準化の整備
　燃料電池自動車の普及と水素供給インフラの普及展開及び国際競争力強化の確保に向け、
産業界との密接な連携の下にグローバルマーケットを視野に入れ、安全技術や関係する法
規や法令などの再点検、基準・規格作りなどが必要である。その達成のため NEDOは、政
府の方針や産業ニーズに沿った規制の見直しなどに必要な安全確認データや材料物性など、
性能データの取得、評価や試験方法の開発を行ってきた。現在も引続き国内規制適正化・
国際基準調和・国際標準化に対応した研究開発を実施している。
④　燃料電池自動車・水素インフラの実証研究
　燃料電池自動車の市場導入に向けては、実証研究による実測データの取得と実用化のた
めの課題（技術、コスト、安全など）を抽出、他の関連プロジェクトに反映させることが
必要である。
　経済産業省と NEDOは水素インフラと燃料電池自動車などの実証研究として、2002年
度から水素・燃料電池実証プロジェクト（Japan Hydrogen & Fuel Cell Demonstration 
Project、略称「JHFCプロジェクト」）を実施し、実測データの取得と実用化のための課
題（技術、コスト、安全など）を抽出、他の関連プロジェクトに反映させた。
　2011年度からは「JHFCプロジェクト」の第 3期として「地域水素供給・インフラ技術
社会実証事業」を開始。この事業は、2015年以降の燃料電池自動車の一般ユーザーへの普
及開始に向け、実使用に近い条件での燃料電池自動車及び水素供給インフラに関する技術
実証及び商用ステーションの総合実証と位置付けられた。
　実証事実においては、ユーザーに対する利便性、耐久性及び実用性を含めた燃料電池自
動車及び水素供給インフラの事業成立性、社会一般の水素エネルギーに関する受容性向上
に向けた検討を行った（図 2-9）。さらに、市街地に 70 MPa商用モデルステーションを 3
ヶ所建設し、用地選定、設計、建設から運用までの一連の総合実証を実施したほか、3分
間で満充填（5 kg）という実用化時に求められる性能を確立した。

図 2-9　地域水素供給・インフラ技術社会実証事業の成果
左：日本初のガソリンスタンド併設型水素ステーション、中央：45 MPa 水素トレーラ、右：水素ト
レーラ運用状況
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■ 2-2-2　導入支援

　政府の補助金による支援としては、現在、家庭用燃料電池システムの普及促進と燃料電
池自動車普及のための水素ステーション設置に対して行われている。

（1）　家庭用燃料電池システム（エネファーム）への支援制度
　2009年に世界に先駆けて家庭用燃料電池システムの市場導入を実現したが、政府はその
普及促進を図るために補助金による支援制度を実施している（表 2-8）。補助金の金額につ
いては、技術開発の進捗によるコスト低減効果も加味して年ごとに減額され、2015年度末
で終了する予定である。家庭用燃料電池の補助金については、燃料電池普及促進協会
（FCA）にて受け付けている。
　また、国の補助金以外にも、一部の自治体で家庭用燃料電池システム購入者に対する独
自の補助・支援制度を実施している。燃料電池普及促進協会によれば、独自の補助・支援
制度を有する自治体は、2014年 8月 20日時点で 211に達している。

表 2-8　エネファームへの補助金額と予算

年度
2009
年度

2010
年度

2011年度 2012年度
2013
年度

2014
年度

第一期
（2011年 4月〜
2011年 7月）

第二期
（2011年 10月〜
2012年 1月）

当初予算 補正予算

補助金金額
（円／台）

140 万 130 万 105 万 85 万 70 万 50 万 45 万
PEFC：38 万
SOFC：43 万

予算総額
（円／年）

61 億 67.7 億 86 億 50 億 90 億 250.5 億 200 億

出典：各種資料より NEDO 作成
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（2）　水素ステーション設置への支援制度
　水素ステーション設置には新規の初期投資に巨額の資金が必要なこともあり、国から「燃
料電池自動車用水素供給設備設置補助事業」として設置費の一部に補助金が交付されてい
る。補助金の申請と交付は、次世代自動車振興センター（NEV）を通じて実施されている
（表 2-9）。
　2014年 6月 30日時点で、2013年度分が 18件（表 2-10）、2014年度分が 23件（表
2-11）、合計で 41件の交付が決定されている（図 2-10）。
　これらの補助金交付を受けた水素ステーションは、一定の水素供給能力と世界的に統一
された充填プロトコルに基づいた設計がされており、実証段階ではないという意味で、商
用ステーションとも呼ばれている。なお 2014年 7月には、商用ステーションの第 1号が尼
崎市にオープンし、営業を開始している（イワタニ水素ステーション尼崎）。その後北九州
市や東京にも商用ステーションがオープンしており、順次営業が始まっている。
　このような国の補助に加えて、ステーションに補助金を提供する自治体も増えてきてい
る。

表 2-9　水素ステーションへの補助上限額一覧

水素供給
設備の
規模

水素供給
能力

（Nm3/h）
供給方式 補助率 補助上限額

（百万円）

中規模 300 以上

オンサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 280

オンサイト方式（上記に該当しないもの） 1/2 280

オフサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 220

オフサイト方式（上記に該当しないもの） 1/2 220

移動式 定額 250

小規模
100 以上
300 未満

オンサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 180

オンサイト方式（上記に該当しないもの） 1/2 180

オフサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 150

オフサイト方式（上記に該当しないもの） 1/2 150

移動式 定額 180

水素集中製造設備
（供給先水素供給設備 1 設備当たり、ただし 10 設備を上限とする）

1/2 60

液化水素対応設備 1/2 40

出典：次世代自動車振興センター 2014 年度予算「燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業」補
助金交付規程
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表 2-10　2013年度　水素ステーション設置補助事業　交付決定先

都府県 市・区 事業者 供給能力
（Nm3/h） 供給方式

1 東京都 練馬区 東京瓦斯 300 以上 オフサイト

2 愛知県 刈谷市 岩谷産業 300 以上 オフサイト

3 兵庫県 尼崎市 岩谷産業 300 以上 オフサイト

4 福岡県 北九州市小倉北区 岩谷産業 300 以上 オフサイト

5 愛知県 名古屋市熱田区
豊通エア・リキードハ
イドロジェンエナジー

300 以上 オフサイト

6 愛知県 豊田市
豊通エア・リキードハ
イドロジェンエナジー

300 以上 オフサイト

7 愛知県 岡崎市 岩谷瓦斯 300 以上 オフサイト

8 埼玉県 狭山市 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

9 東京都 八王子市 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

10 神奈川県 横浜市泉区 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

11 埼玉県 さいたま市見沼区 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

12 埼玉県 春日部市 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

13 千葉県 千葉市花見川区 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

14 愛知県 岡崎市 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オンサイト

15 愛知県 みよし市 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

16 東京都 杉並区 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

17 神奈川県 横浜市旭区 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト

18 埼玉県 戸田市 岩谷産業 300 以上 オフサイト

出典：次世代自動車振興センター 2013 年度　燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業　交付決
定内容
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表 2-11　2014年度 水素ステーション設置補助事業 交付決定先（2014年 6月 30日時点）

都府県 市・区 事業者 供給能力
（Nm3/h） 供給方式

1 愛知県 日進市 東邦瓦斯 300 以上 オフサイト方式

2 大阪府 茨木市 大阪ガス 300 以上 オンサイト方式（パッケージを含む
もの）

3 山口県 周南市 岩谷産業 300 以上 オフサイト方式（パッケージを含む
もの）液化水素対応設備

4 大阪府 泉佐野市 岩谷産業 300 以上 オフサイト方式（パッケージを含む
もの）液化水素対応設備

5 福岡県 福岡市中央区 岩谷産業 100 以上
300 未満

移動式
運用場所：福岡市中央区

6 山梨県 甲府市 岩谷産業 300 以上 オフサイト方式（パッケージを含む
もの）液化水素対応設備

7 神奈川県 海老名市 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト方式

8 愛知県 名古屋市緑区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満 オンサイト方式

9 福岡県 北九州市八幡東
区 JX 日鉱日石エネルギー 300 以上 オフサイト方式（パッケージを含む

もの）

10 神奈川県 横浜市中区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満

移動式
運用場所：横浜市中区

11 神奈川県 横浜市中区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満 移動式運用場所：相模原市中央区

12 東京都 港区 岩谷産業 300 以上 オフサイト方式（パッケージを含む
もの）液化水素対応設備

13 埼玉県 さいたま市桜区 東京瓦斯 300 以上 オンサイト方式

14 千葉県 袖ヶ浦市 豊田通商／三井住友フ
ァイナンス＆リース

100 以上
300 未満

移動式
運用場所：千代田区、大田区

15 神奈川県 川崎市川崎区 豊田通商／三井住友フ
ァイナンス＆リース

100 以上
300 未満

移動式
運用場所：大田区、千代田区

16 神奈川県 川崎市川崎区 豊田通商／三井住友フ
ァイナンス＆リース

100 以上
300 未満

移動式
運用場所：大田区、千代田区

17 愛知県 名古屋市港区 豊田通商／三井住友フ
ァイナンス＆リース

100 以上
300 未満

移動式　運用場所：名古屋市東区、
清須市、名古屋市中区

18 愛知県 名古屋市港区 豊田通商／三井住友フ
ァイナンス＆リース

100 以上
300 未満

移動式　運用場所：清須市、名古屋
市東区、名古屋市中区

19 神奈川県 横浜市中区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満

移動式
運用場所：板橋区、千葉県印旛郡

20 神奈川県 横浜市中区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満

移動式
運用場所：藤沢市、伊勢原市

21 神奈川県 横浜市中区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満

移動式　運用場所：さいたま市緑
区、さいたま市見沼区

22 神奈川県 横浜市中区 JX 日鉱日石エネルギー 100 以上
300 未満

移動式
運用場所：越谷市、川越市

23 滋賀県 大津市 岩谷産業 300 以上 オフサイト方式（パッケージを含む
もの）液化水素対応設備

出典：次世代自動車振興センター 2014 年度　燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業　交付決
定内容
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■ 2-2-3　水素・燃料電池に関わる規制見直し

（1）　家庭用燃料電池に関する規制見直し
　家庭用燃料電池に関する規制の見直しについては、NEDO事業「固体高分子形燃料電池
システム普及基盤整備事業」（2000年度～ 2004年度）や「水素社会構築共通基盤整備事業」
（2005年度～ 2009年度）にて取得したデータが活用された（図 2-11）。
　定格出力 10 kW未満の定置用固体高分子形燃料電池発電ユニット、及び定置用固体酸化
物形燃料電池発電ユニットに適用する基準が設けられ、「定置用小形燃料電池の技術上の基
準及び検査の方法　第 8版（2013年）」として、一般社団法人日本電機工業会（JEMA）家
庭用燃料電池認証システム検討委員会によって制定された。
　エネファーム普及のために、規制見直しを行うとともに、認証制度を導入することによ
って、「エネファーム」としての機器指定を行い、品質を維持している。

（2）　業務・産業用燃料電池に関する規制見直しの現状
　上記で述べたように、家庭用燃料電池エネファームの市販に伴い、電気出力 10 kW未満
の常圧燃料電池システムに関しては必要な規制緩和は完了していると考えられる。その範
囲外となる電気出力 10 kW以上、もしくは加圧動作の業務・産業用燃料電池の普及に向け
ては、必要な安全性を確保できるというデータの提示を前提として、電気事業法、消防法、

図 2-10　補助金が認められ設置が決まった商用水素ステーション（2014年 6月 30日時点）
出典：次世代自動車振興センターホームページより NEDO 作成

首都圏
23ヶ所

中京圏
10ヶ所

京阪神圏
4ヶ所

福岡圏
4ヶ所
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大気汚染防止法などの関連規制について必要な見直しを検討している。
　2013年度～ 2014年度に NEDO事業として実施している「固体酸化物形燃料電池等実用
化推進技術開発／固体酸化物形燃料電池を用いた業務用システムの実用化技術実証／円筒
形 SOFC-ガスタービンハイブリッドシステムの実用化に向けた運転技術実証」事業におい
ては、250 kW級ハイブリッドシステムの各種条件下におけるシステム信頼性・安全性を
検証することにより、日本電機工業会などの関連団体と協議を行いつつ、特に動作圧力 0.1 
MPa以上の加圧燃料電池に対する常時監視義務（電気事業法）の緩和を目指している。

（3）　水素ステーションに関する規制見直しの現状
　水素ステーションに関しては、高圧ガス保安法、消防法、建築基準法などにより、その
設置と運用が規制対象となっている。水素ステーションに関する規制見直しの現状を図
2-12に示す。
①　高圧ガス保安法関係
　高圧ガス保安法については、2005年の規制見直しの結果、35 MPa水素ステーションの
市街地への設置、保安距離の見直しにより火気施設との距離を 8 mから 6 mへ短縮できる
ことなどが法的に可能となった。また 2009年度末に 70 MPa水素スタンド対応の省令改正
案、例示基準案を作成し審議が行われ、その結果 2012年度に省令が改正され、市街地への
70 MPa水素ステーション建設が可能となった。
　現在、水素ステーション設備に使用可能な材料は、高圧水素脆性を考慮してステンレス
の SUS316や SUS316Lなど、特定の鋼材に制限されており、材料の低コスト化が難しい。

図 2-11　主な規制見直しの概要
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「家庭用燃料電池について」
第 2 回　水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 2 月 3 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成
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水素ステーション機器の低コスト化に向けて新規材料の耐水素性に関する安全データの取
得などを進めている。
②　消防法関係
　消防法については、消防庁が 2012年度に行った通知に基づき、水素ステーションでのガ
ソリンと水素ディスペンサーの並列設置が可能となった。
③　建築基準法関係
　建築基準法については、現行、水素貯蔵量の上限（商業地域・準工業地域でそれぞれ 700 
Nm3及び 3,500 Nm3）があり、燃料電池自動車普及時の商用水素ステーションの貯蔵量と
して大幅に不足するため、貯蔵量上限を引き上げる必要がある。今後、国土交通省により
政令改正などの必要な措置が講じられる予定である。
④　さらなる規制見直し
　「規制改革実施計画」（2013年 6月 14日閣議決定）に基づく規制見直しについての取り
組みは、引き続き計画どおりに推進されている（表 2-12）。
　また今後、新たな技術の導入による一層のコスト低減は、引き続き重要な課題であり、
民間事業者による新たな技術の提案内容や、その評価を踏まえつつ、新たな技術の活用の
ための安全基準の早期確立などに向けた取り組みを進める。例えば、新たな技術を活用し
た液化水素ポンプや、新たなタイプの容器（フープラップ式複合容器）の活用に向けて、
安全性について検討した上で、必要な規制見直しのための取り組みを行うことになっている。

図 2-12　水素ステーションにおける各種規制の見直し（平成 26年 11月時点）

水素
ディスペンサー

蓄圧器

圧縮器

貯蔵

水素製造装置 給油空地

マルチステーション

水素トレーラー

○保安検査の基準整備（開放検査が必須）
　【高、26年度中】
○設計係数の緩和の手続き簡素化
　（配管等：4→2.4 倍）
　【高、25年度結論、措置準備中】
○配管等への使用可能鋼材の拡大
　【高、～27年】
○蓄圧器への複合容器使用の基準整備
　【高、26年 11月】
○使用可能鋼材の性能基準化
　【高、27年度までに順次結論、結論を得次第措置】
○設計係数の緩和（配管等：4→2.4 倍）
　【高、27年度結論、結論を得次第措置】

材料の規制 立地の規制 運営の規制

輸送の規制

○70 MPaスタンドを設置する基準整備
　【高、24年 12月】
○液化水素スタンドの基準整備
　【高、消、建、26年 11月】
○小規模スタンドの基準整備
　【高、建、26年度結論、結論を得次第措置】
○市街地における水素保有量上限撤廃
　【建、25年度結論、措置準備中】
○市街化調整区域への設置基準
　【都、25年 6月】

○CNGスタンド併設時の設備間距離短縮【高、26年 4月】
○ガソリンディスペンサーとの併設【消、24年 5月】
○公道とディスペンサーとの距離短縮【高、～27年】
○ディスペンサー周辺の防爆基準の策定【高、25年 3月】
○プレクーラーに係る保安距離の緩和（10 m→0 m）
　【高、26年 11月】

距離の規制

その他の規制
○公道充填のための基準整備【高、～27年】
○水電解機能を有する昇圧装置の定義
　【高、26年 3月】

赤字：既に規制の
見直しを実施済み

高：高圧ガス保安法
建：建築基準法
都：都市計画法
消：消防法

○セルフ充填の検討
　【高、消、25年 2月】
○充填圧力の変更（70 MPa→87.5 MPa）
　【高、26年度結論、結論を得次第措置】

○容器の圧力上限緩和（35→45 MPa）
　【高、26年 3月】
○安全弁の種類追加（ガラス球式）
　【高、～27年】
○容器等に対する刻印方式の特例
　【高、24年 3月】
○上限温度の見直し（40→85℃）
　【高、26年度結論、結論を得次第措置】
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表 2-12　「規制改革実施計画」（2013年 6月 14日閣議決定）における水素ステーション関
連規制見直し

事項名 規制改革の内容 所管省庁

液化水素スタンド基準の
整備①（高圧ガス保安
法）

液化水素スタンドを市街地にも建設できるよう、ドイツ、米国など
諸外国の事例を踏まえ、関係省庁、高圧ガス保安協会及び事業者に
よる検討会において検討し、一般高圧ガス保安規則に液化水素スタ
ンドに係る技術上の基準を整備する。

経済産業省

液化水素スタンド基準の
整備②（消防法）

液化水素スタンドに関する高圧ガス保安法上の技術基準が定められ
た場合は、それを踏まえて液化水素スタンドと給油取扱所を併設す
る際の消防法上の安全対策を検討し、結論を得る。

総務省

液化水素スタンド基準の
整備③（建築基準法）

液化水素スタンドに関する高圧ガス保安法上の技術基準が定められ
た場合は、それを踏まえて建築基準法第 48 条の規定に基づく許可
に係る技術的助言を行う。

国土交通省

水素スタンドの使用可能
鋼材に係る性能基準の整
備

海外で使用実績のあるクロムモリブデン鋼などの鋼材を我が国の水
素スタンドにおいても使用できるよう、ドイツ、米国など諸外国の
事例を踏まえ、使用可能鋼材の拡大につき検討し、その結果に基づ
き一般高圧ガス保安規則の例示基準を見直す。

経済産業省

水素スタンドに係る設計
係数の低い特定設備、配
管などの技術基準適合手
続の簡略化

水素スタンドに係る特定設備、配管などの設計係数について、ドイツ、
米国など諸外国の事例を踏まえ、関係省庁、高圧ガス保安協会及び
事業者による検討会において、大臣特別認可を受けなくても 2.4 倍
で設計、製造できるよう検討し、結論を得次第、省令を改正する。

経済産業省

第二種製造者に相当する
小規模な圧縮水素スタン
ド基準の整備（高圧ガス
保安法）

公共機関などの防災拠点や燃料電池自動車の販売店などへの小規模
な圧縮水素スタンドの設置を促進すべく、高圧ガス保安法上の第二
種製造者であって、製造に係る 1 日あたりの処理能力が 30 立方メ
ートル未満の圧縮水素スタンドに係る技術基準の整備を行う。

経済産業省

第二種製造者に相当する
小規模な圧縮水素スタンド
基準の整備（建築基準法）

小規模な圧縮水素スタンドに関する高圧ガス保安法上の技術基準が
定められた場合は、それを踏まえて建築基準法第 48 条の規定に基
づく許可に係る技術的助言を行う。

国土交通省

高圧ガス保安法における
水電解機能を有する昇圧
装置の位置付けの明確化

小規模な圧縮水素スタンドなどでの利用が見込まれる水電解機能を
有する昇圧装置について、電気化学反応の特性を踏まえ、高圧ガス
保安法上の特定設備への該当性を検討し、結論を得る。

経済産業省

市街化調整区域への水素
スタンド設置許可基準の
設定

高圧ガス保安法第 5 条第 1 項の規定に基づき、一般高圧ガス保安規
則第 7 条の 3 に掲げる基準に適合するものとして都道府県知事の許
可を受けたものであるなど安全性が確保されている圧縮水素スタン
ドについては、市街化調整区域にも建築できるよう、都市計画法施
行令第 29 条の 7 に規定される「給油所等」には水素スタンドが含
まれることを明確化する。

国土交通省

市街地に設置される水素
スタンドにおける水素保
有量の増加

市街地における圧縮水素スタンドの整備が促進されるよう、かかる
水素スタンドにおける圧縮ガスの貯蔵量について、ドイツ、米国な
ど諸外国の事例を踏まえ、上限の撤廃につき検討し、結論を得る。

国土交通省

圧縮水素運送自動車用複
合容器に係る水素充填、
保管、移動時の上限温度
の緩和

圧縮水素運送自動車による水素スタンドへの効率的な水素供給を可
能とすべく、圧縮水素運送自動車用複合容器について、充填、保管、
移動時の上限温度を燃料電池自動車の燃料装置用容器と同一の 85℃
に引き上げるよう検討し、結論を得る。

経済産業省

70 MPa 水素スタンドに
対応した技術上の基準や
例示基準の整備

①水素スタンドの市街地への建設を容易にすべく、プレクーラーに
供する冷凍設備に係る保安距離の緩和につき検討し、結論を得る。

②複合容器蓄圧器について、水素スタンドへの設置の技術上の基準
策定につき検討し、結論を得る。

経済産業省

出典：各種資料より NEDO 作成



33

2-2　我が国の水素エネルギーに関する取り組み

■ 2-2-4　水素・燃料電池に関わる標準化の取り組み

　水素利用技術の実用化及び国際化に伴い、国際的な標準化が行われている。
　水素利用技術に関連する国際標準として ISO TC197が 1989年に設立された。TC197は
安全性を有する水素ステーション設備基準や、車両との協調を要する部分の標準化を対象
としている。2014年 7月時点において、これまでに 12項目の国際標準（IS）が発行され、
現在 8件の作業部会（WG）で標準化案の策定作業中である（図 2-13、表 2-13）。
　家庭用燃料電池システムに関連する国際標準は IEC/TC105で論議されている。システ
ムの個々の部位の相当するWGは図 2-14のように決まっている。

図 2-13　ISO TC197の対象範囲（2014年 11月時点）
出典：各種資料より NEDO 作成
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　（ISO16110-1、
　ISO16110-2）

・水素精製装置（PSA）（WG17）

・水電解水素製造装置
　（ISO22734-1、
　ISO22734-2）

・水素ステーション用フィッティング（継手）（WG23）

・水素ステーション用バルブ類（WG20）

・水素ステーション用ディスペンサー
　（充填機）（WG19）

・水素ステーション用ホース（WG22）
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・燃料電池自動車用水素仕様
　（ISO14687-2）
・定置用燃料電池水素仕様
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・水素吸蔵合金容器（ISO16111）
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発行済

作業中
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表 2-13　ISO TC197 における国際標準の発行・策定状況（2014年 11月時点）

名称（内容） 規格番号 種別 発行年月 標準化の対象
液化水素車両
充填接合部
車載用液化水素タンク

ISO 13984
ISO 13985

IS 1993.3
2006.4

・車両の液化水素充填口コネクタ
・自動車の液体水素用タンクの性能

要件

水素充填コネクタ ISO 17268 IS 2006.6 ・燃料電池自動車の充填口コネクタ
・ディスペンサーノズルの充填ノズ

ルコネクタ

水電解水素製造装置 ISO 22734-1
（工業用）
ISO 22734-2

（家庭用） 

IS

IS

2008.6

2012.2

・水電解装置の基本構成

改質器 ISO 16110-1
（安全性）
ISO 16110-2

（効率）

IS

IS

2007.3

2010.2

・化石燃料の水素改質器
　（内部構造、触媒などは対象外）

水素吸蔵合金容器 ISO 16111 IS 2008.11 ・アセンブリの材料、設計、建設、
試験（吸蔵合金素材、容器構造は
対象外）（燃料電池自動車用タン
クは対象外）

燃料電池自動車用水
素燃料仕様

ISO 14687-2 IS 2012.12 ・燃料電池自動車用水素燃料の品質
基準

水素検知器 ISO 26142 IS 2010.6 ・検知濃度、検知範囲の限度
・検知応答速度の限度

定置式 PEFC 用水素
燃料仕様

ISO14687-3 IS 2014.2 ・ 定 置 用 固 体 高 分 子 形 燃 料 電 池
（PEFC）の水素燃料品質基準

蓄圧器 ISO15399 IS 2013.12 ・水素ステーション用蓄圧器の性能
検査試験方法

水素精製装置（PSA） 作業中 WG17 ─ ・水素精製装置の基本構成

車載用水素タンク、
緊急遮断装置（PRD）

作業中 WG 18 ─ ・自動車の圧縮水素タンクの性能要
件（gtr 決定事項と整合）

水素ステーション用
ディスペンサー

作業中 WG 19 ─ ・水素ステーション用ディスペンサ
ーの基本構成

・検査方法

水素ステーション用
バルブ類

作業中 WG 20 ─ ・水素ステーション用バルブの基本
構成

・検査方法

水素ステーション用
コンプレッサー

作業中 WG 21 ─ ・水素ステーション用コンプレッサ
ーの基本構成、材料（検討中）

水素ステーション用
ホース

作業中 WG 22 ─ ・水素ステーション用ディスペンサ
ーの充填ホースの性能検査試験方
法（検討中）

水素ステーション用フ
ィッティング（継手）

作業中 WG 23 ─ ・水素ステーション用ディスペンサ
ーのフィッティングの性能検査試
験方法（検討中）

水素ステーション 作業中 WG 24 ─ ・水素ステーションにおける機器の
検査方法

・水素品質の検査方法
・安全離隔距離

出典：各種資料より NEDO 作成
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■ 2-2-5　自治体の取り組み

　主な自治体の水素エネルギーに対する取り組みを図 2-15と表 2-14に示す。
　2014年の燃料電池自動車市販開始をふまえ、四大都市圏だけでなく、それらの拠点を接
続する地域で水素ステーション設置計画や燃料電池自動車普及計画が策定あるいは議論さ
れている。

（1）　東京都の取り組み
　東京都環境局は、水素社会の実現に向け、水素エネルギーの利活用の可能性と課題など
について産学官が一同に介して議論し、普及に向けた戦略の共有と機運の醸成を図ること
を目的に、「水素社会の実現に向けた東京戦略会議」を 2014年 4月に設置した。
　この戦略会議では、2020年のオリンピック・パラリンピック東京大会における水素エネ
ルギーの利活用に向けた環境整備、2030年を見据えた将来の水素エネルギーの利活用の可
能性及び課題等の検討を目的としており、2014年 11月に「水素社会の実現に向けた東京
戦略会議の中間まとめ」を発表した（図 2-16）。これによると、東京オリンピック・パラ
リンピックが開催される 2020年までに、都内で燃料電池自動車 6,000台、燃料電池バス
50台以上の導入を目指すとしており、また 35ヶ所の水素ステーションを整備するとして
いる。あわせて、水素ステーションと燃料電池自動車への補助金に加え、純水素型燃料電
池や燃料電池フォークリフトの導入にも補助金を交付するとしている。

図 2-14　IEC/TC105 の対象範囲
出典：各種資料より NEDO 作成
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（2）　神奈川県の取り組み
　神奈川県は、水素エネルギーの導入を目指し、2012年 9月に産学官による「水素エネル
ギー社会を目指す勉強会」を設置した。
　さらに、次世代自動車の技術開発・インフラ整備・普及加速化などの取り組みを効果的
に推進していくために「かながわ次世代自動車普及推進協議会」を 2013年 8月に設置し、
その傘下には、燃料電池自動車（FCV）部会と電気自動車（EV）部会を設置している。
　特に燃料電池自動車（FCV）部会では、県内に水素ステーション 10ヶ所を設置する意
向が示されている。そのために、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市が連携して、水素
ステーションの適地を確保するとともに、普及啓発を行っていくとしている。

（3）　埼玉県の取り組み
　埼玉県は 2014年 5月に、水素エネルギーの普及に向けて、自動車メーカーやエネルギー
供給関連会社、県内自治体、学識経験者とともに「埼玉県水素エネルギー普及推進協議会」
を設立した。また県内の水素のポテンシャルを把握するとともに、県内の水素インフラ整
備の戦略や PR手法を検討するとしている。

図 2-15　燃料電池自動車の普及に向けた地方自治体の取り組み例
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「横断的取組について」
第 6 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 23 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成

山梨県

神奈川県

さいたま市

静岡県

・国の支援に加えて、水素ステーションの整備を
　支援。（１ステーション当たり最大 9,000 万円）

鈴鹿市

愛知県

大阪府

神戸市

岡山県

福岡県

周南市

・県内を 6つの地域に区分し、それぞれの地域特徴を踏まえ
　た水素ステーションの整備目標を策定。
・市町村用地の情報を取りまとめ、水素ステーション事業者に提供。

・施設設置奨励金（固定資産税相当額を翌年度に全額
　キャッシュバック）、用地取得助成金（用地取得費の
　5％を 5年間に分離して補助）等を実施。

・FCV導入促進協議会を通じて、産官の連携した取組を検討中。

・国の支援に加えて、水素ステーションの
　整備を支援。
　（1ステーションあたり最大 2,200 万円）
・初期需要創出のため、FCVタクシーの
　導入を支援。（1台あたり 100万円）

・次世代自動車普及推進協議会や勉強会を通じて、産
　官の連携した取組を検討中。

・FCV普及促進協議会を通じて、産官の連携した取組
　を検討中。

・中小企業者の水素インフラ開発を積極的に支援。
　（1件当たり上限 500万円）

・水島コンビナートの水素供給拠点化を目指し、
　今後、水素利活用に向けた研究会を設置予定。

・ステーション含めた水素関連事業に係る固定資産税相当額
　のキャッシュバック。
　（大企業：最大 3億円、2年間　中小企業：1億円、3年間）
・水素ステーション事業者への市有地の無償貸与の検討。

川崎市
・水素社会の実現に向けて民間企業と包括協定を締結。
・関係する事業者等を交え「川崎臨海部水素ネットワ
　ーク協議会」を立ち上げ、具体的検討を実施。

・国の支援に加えて、水素ステーションの
　整備を支援。
　（１ステーション当たり最大 9,500 万円）
・水素ステーション事業者に用地賃借料を
　補助　※ただし、整備支援と併せて上限
　9,500 万円
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（4）　山梨県の取り組み
　山梨県は 2009年に、燃料電池に関連する産業の拠点の集積と育成をめざし、関連企業、
研究者、行政関係者が連携して課題と対応策を探る「山梨燃料電池実用化推進会議」を設
置した。
　また、2012年度に水素ステーションの適地に関する調査を実施し、人口分布や道路交通
センサスの分析から、設置にあたっては国の補助金を活用し、2ヶ所の整備を目指しつつ、
地域バランスを考慮するなかで、最低 1ヶ所を整備することが望ましいとしている。
　このような結果に基づき、2014年度の水素ステーション補助金（燃料電池自動車用水素
供給設備設置補助事業）で、甲府市内に 1ヶ所の水素ステーションの設置が決まった。ま
た、県もこの水素ステーションの整備推進のために独自の補助金を創設している。

表 2-14　主な自治体（都道府県）の取り組みの例（2014年 12月時点）

自治体 取り組み

埼玉県 2014 年 5 月に「埼玉県水素エネルギー普及推進協議会」を設置

東京都
2014 年 5 月に「水素社会の実現に向けた東京戦略会議」を設置
2014 年 11 月に「水素社会の実現に向けた東京戦略会議の中間まとめ」を発表

神奈川県
2012 年 9 月に「水素エネルギー社会を目指す勉強会」を設置
2013 年 8 月に「かながわ次世代自動車普及推進協議会」を設置（傘下に FCV 部会
を設置）

山梨県
2009 年に「山梨燃料電池実用化推進会議」を設置
2012 年度に「水素ステーション適地調査」を実施
2014 年 7 月に FCV 普及促進計画を公表

静岡県 2013 年に「ふじのくに FCV 普及促進協議会」を設立

愛知県
2005 年 7 月に「あいち FCV 普及促進協議会」を設置
2014 年 2 月に「愛知県水素ステーション整備・配置計画」を発表

大阪府
2003 年 9 月に「おおさか FCV 推進会議」を設置
2016 年 1 月に「大阪府における水素ステーション整備計画」を策定予定

山口県
2004 年に「水素フロンティア山口推進構想」を策定

「やまぐち産学公連携推進会議」で水素エネルギーの活用を検討中

福岡県

2004 年に「福岡水素エネルギー戦略会議」を設置
福岡水素戦略「Hy-Life プロジェクト」を策定
2012 年 2 月に佐賀県と連携し「北部九州燃料電池自動車普及促進構想」を発表
2014 年 8 月に経済界・自治体などが連携して「ふくおか FCV クラブ」を設立

佐賀県 2012 年 2 月に福岡県と連携し「北部九州燃料電池自動車普及促進構想」を発表

熊本県 2014 年 5 月に「熊本県燃料電池自動車普及促進計画策定委員会」を設置

出典：各種資料より NEDO 作成
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（5）　川崎市の取り組み
　川崎市と千代田化工建設は 2013年 6月、水素を使った低炭素社会の実現に向けた連携・
協力包括協定を締結した。この協定では（i）水素社会を支えるインフラの構築の取り組み、
（ii）水素のエネルギー利用の取り組み、（iii）再生可能エネルギーにより製造する水素の活
用の取り組み、（iv）その他水素社会の実現に資する取り組み、を進めるとしている（図
2-17）。水素は千代田化工建設が保有する有機ハイドライド技術を用いて輸入する。
　また川崎市は、川崎臨海部での水素ネットワークの構築を進めるため、有識者や臨海部
立地企業、神奈川県、NEDOなどが参加する「川崎臨海部水素ネットワーク協議会」を立
ち上げている。

図 2-16　水素社会の実現に向けた東京戦略会議の中間まとめ
出典：東京都 第一回水素社会の実現に向けた東京戦略会議【参考資料［33］】

○官民一体となり、水素エネルギーの普及に向けて取り組むことにより、水素社会の実現への道筋をつけ東京が日本
を力強く牽引していく。

○安全性を確保しながら、多様な供給源から製造された水素を活用し、燃料電池車や燃料電池等の水素関連製品をは
じめ、水素ステーション等の水素インフラの着実な普及を図る。

○中長期的には、CO2 フリー水素を最大限活用するなど環境負荷が低く、持続可能なエネルギーとして安価な水素の
普及を図り、エネルギー構造の変革や低炭素社会の構築につなげていく。

取り組みの方向性

○官民挙げてインフラの整備や初期需要の創出に努め、量産効果による価格の低下や技術革新を促し、将来的には自
立的な普及拡大を目指していく。

○都民の理解を得ながら、集中的な財源確保を目指すとともに、全庁一丸となって具体的な施策を構築し、普及に布
石を打つ。

○安全性にも十分配慮しながら、規制緩和や許可基準の明確化を国に提案する。
○区市町村をはじめ、九都県市他自治体と緊密に連携を図るなど、水素エネルギーの普及や社会的受容性の向上に努
める。

当面の取り組み方針

○安全対策を着実に実施しながら、水素エネルギーを都市づくりに組み
込むことにより、環境にやさしく災害に強い都市の実現を目指す。

○CO2フリー水素も先駆的に活用するなど環境と調和した未来型都市の
姿を世界に発信していくとともに、改めて日本の高い技術力を世界に
印象付けていく。

○水素エネルギーの多角的な活用による日本のエネルギー構造の変革や
低炭素社会の構築に向けて、長期的な視点に立って着実に布石を打つ。

東京オリンピック・パラリンピックでの活用に向けた環境整備の方向性

【課題 1】水素ステーションの整備
【課題 2】燃料電池車・バスの普及
【課題 3】家庭用燃料電池や業務・
　　　　　産業用燃料電池の普及
【課題 4】安定的な燃料供給
【課題 5】社会的受容性の向上

取り組みが必要な5つの課題

東京オリンピック・パラリンピックの会場への輸送や選手村などにおいて、
水素エネルギーを活用することで日本の高い技術力を世界にアピール
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　さらに川崎市は千代田化工建設と共同で、2013年 10月に「水素エネルギーフロンティ
ア国家戦略特区」を内閣府に申請、川崎市臨海部に大規模な水素エネルギーの供給拠点を
構築し、水素発電所と水素供給グリッドの実現を目指している。水素は川崎市臨海部の各
種の施設に供給できるように、有機ハイドライド技術を核に水素パイプラインなどの水素
供給ネットワークの構築を行う。
　水素発電所は水素と天然ガスの混焼により発電を行う予定で、CO2排出の少ない発電設
備として期待されている。また、地域全体のさらなる CO2排出量削減に資する、川崎臨海
部やその周辺における既存の天然ガス火力発電所への水素導入についても、中長期的な視
野に立って検討を行っている。
　また、川崎市は 2014年 11月に、東芝と再生可能エネルギーと水素を用いた自立型エネ
ルギー供給システムを共同実証すると発表した。東芝は、同市の臨海部にあるコミュニテ
ィ施設に、太陽光発電設備、蓄電池、水電気分解装置、燃料電池を設置し、自立型のエネ
ルギー供給システムを構築する。川崎市は実証試験環境を提供し、成果を両者で活用する
としている。

図 2-17　川崎市・千代田化工建設による「水素ネットワーク」の展開イメージ
出典：川崎市総合企画局
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（6）　中部圏の取り組み
　中部圏では、愛知県が 2005年 7月に「あいち FCV普及促進協議会」を設置し、中部経
済産業局、中部運輸局、県内の自治体、産業界と連携し、愛知県内における FCVや水素
ステーションに関する実証実験や普及啓発などを協議、推進してきた。
　同協議会 2014年 2月には、「愛知県水素ステーション整備・配置計画」を発表した（表
2-15、図 2-18）。

（7）　愛知県の取り組み
　愛知県では、国などによる実証実験が先導的に行われ、愛知県はその取り組みを積極的
に支援してきた。
　2005年 3～ 9月に開催された愛知万博において、先述の JHFCプロジェクトの一環とし
て、長久手会場と瀬戸会場を結ぶ会場間輸送用バスに燃料電池バスが活用され、また水素
ステーションも建設した。
　その後、燃料電池バスは、「知多バス」及び豊田市の「とよたおいでんバス」において路
線バスとしての走行実証及び中部国際空港（セントレア）内のランプバスとしての走行実
証が行われた（図 2-19）。水素ステーションはセントレアに移設され（セントレア水素ス
テーション）、水素充填施設として、高頻度・高稼働運転などに関する実証実験が行われ
た。
　また、東邦ガス技術研究所水素ステーションでは、2008年度から NEDO の技術開発事
業として 70 MPa水素ステーションの実用化に向けた研究開発・実証実験が行われている。
　さらに 2013年には、先述の地域水素供給インフラ技術・社会実証の一環として、商用仕

表 2-15　愛知県水素ステーション整備・配置計画における目標

燃料電池
自動車普及
目標台数

2025 年度（平成 37 年度）に累計台数 20 万台達成（ハイブリッド自動車、プラ
グインハイブリッド自動車及び電気自動車の販売実績を基に推計）

水素ステー
ションの整
備目標数

2015 年度（平成 27 年度）末　20 基
※登録乗用車台数 1 万台以上の市町
村の可住地面積をカバーできる整備
数

2025 年度（平成 37 年度）末　100
基程度

※：燃料電池自動車の普及台数をカ
バーすることができる整備数（水素
ステーション 1 基あたり燃料電池自
動車 2,000 台をカバー）

地域別 2015 年度末 2025 年度末

名古屋地域 4 基 29 基程度

尾張西部地域 2 基 10 基程度

尾張北・東部地域 2 基 17 基程度

知多地域 3 基 7 基程度

西三河地域 7 基 27 基程度

東三河地域 2 基 10 基程度

合　計 20 基 100 基程度

出典：愛知県水素ステーション整備・配置計画
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様の水素ステーションを用いた総合実証が県内の 2基（とよたエコフルタウン水素ステー
ション、神の倉水素ステーション）で実施された（図 2-20）。

図 2-19　とよたおいでんバス（左）と中部国際空港ランプバス（右）
出典：愛知県水素ステーション整備・配置計画、東邦ガス

図 2-18　水素ステーションの配置イメージ（2015年度末）
出典：愛知県水素ステーション整備・配置計画

移動中の
水素ステーション
のカバー範囲

整備中の
水素ステーション
のカバー範囲

2015 年度末まで
に整備が必要な
水素ステーション
のカバー範囲

昼間12時間交通量5万台以上

昼間12時間交通量3～5万台

人口集中地区（10 km）

その他地区（15 km）

凡　　　例
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　また、愛知県は 2014年 12月に、愛知県庁西庁舎駐車場に愛知県庁水素社会普及啓発ゾ
ーンを開所した。このゾーンでは、FCV、水素ステーションを始めとする水素社会に関す
る普及啓発を行うとともに、移動式水素ステーションの設置・運用が可能な場を設けるこ
とで、都心部における水素ステーション整備のモデルケースを提示し、更なる整備促進に
繋げるとしている。2015年 6月以降には、移動式水素ステーションによる水素充填を開始
する予定である。
　さらに、FCVの販売開始に合わせて、FCVをベースモデルとの差額の 4分の 1を補助
することを決定するとともに、最大で 5年間の自動車税を免除することを発表している。

（8）　関西圏の取り組み
　関西圏では大阪府を中心に、2003年 9月に「おおさか FCV推進会議」が設置され、在
阪の水素・燃料電池に関係のある産学官が一体となり、水素エネルギー社会の実現に向け
た議論を行ってきた。
　2014年 3月には「大阪府における水素ステーション整備計画」を策定した。この計画で
は、大阪府の道路交通・都市計画の政策、パーソントリップ調査、及び大阪府の道路交通
事情を勘案し、府内に 9ヶ所の水素ステーションを設置することが望ましいとしている。

（9）　北部九州圏
　福岡県及び佐賀県は、他の都市圏に先立ち、2012年 2月に「北部九州燃料電池自動車導
入計画」を策定した。
　同地域は全国に先駆けて燃料電池自動車及び水素ステーションの自律的拡大の実現を目
指し、2015年時点において、福岡県・佐賀県における燃料電池自動車のシェア目標を、ハ
イブリッド車の全国シェア（約 4％）の 2倍である 8％に設定している（図 2-21）。
　また、水素ステーションの設置では、限られた水素ステーションで燃料電池自動車の利
便性を最大限確保するために、乗用車販売台数・高級車販売台数・ハイブリッド販売台数

図 2-20　神の倉水素ステーション（左）　とよたエコフルタウン水素ステーション（右）
出典：水素供給・利用技術研究組合



43

2-2　我が国の水素エネルギーに関する取り組み

が多い地域に、ユーザーの出発地点となる水素ステーションを設置するとともに、道路交
通センサスのデータから利用者が訪れることが多い地点には、目的地としての水素ステー
ションを設置するという設置イメージ案を示している（図 2-22）。

図 2-21　北部九州燃料電池自動車導入計画における燃料電池自動車普及目標
出典：福岡水素エネルギー戦略会議／佐賀県新エネルギー・産業振興課

図 2-22　北部九州燃料電池自動車普及促進構想
出典：福岡水素エネルギー戦略会議／佐賀県新エネルギー・産業振興課より NEDO 作成
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（10）　福岡県
　福岡県は 2004年に、「福岡水素エネルギー戦略会議」を設置し、水素製造、輸送・貯蔵
から利用まで一貫した研究開発、水素人材育成、水素エネルギー新産業の育成・集積など
に総合的に取り組む「福岡水素戦略（Hy-Lifeプロジェクト）」を推進している（図 2-23）。
　研究開発では、九州大学に集積する水素研究拠点である「水素材料先端科学研究センタ
ー」（HYDROGENIUS）、「次世代燃料電池産学連携研究センター」（NEXT-FC）、「カーボ
ンニュートラル・エネルギー国際研究所」（I2CNER）において、国内外の優れた研究者が
世界最先端の研究活動を行っている。水素関連産業の基礎を支える人材育成については、
全国唯一の水素関連人材育成機関「福岡水素エネルギー人材育成センター」を設立し、こ
れまでに 1,000人を超える水素関連分野への参入を目指す経営者や技術者を育成している。
また、水素製品研究施設「水素エネルギー製品研究試験センター」（HyTReC）を設立、世
界最高水準の試験設備を導入し、企業の新しい材料や製品開発を支援している。水素社会
を具現化する社会実証では、家庭用燃料電池を 150世帯に集中設置した世界最大の「福岡
水素タウン」や、副生水素をパイプラインで市街地に供給し、本格利用する世界初のモデ
ル地区「北九州水素タウン」、北九州市（北九州水素タウン）、福岡市（九州大学）に設置
した 2ヶ所の水素ステーションを活用し、福岡県で公用車として導入している燃料電池自
動車をはじめ、燃料電池バス、燃料電池フォークリフト、燃料電池スクーターなどの走行

図 2-23　福岡水素戦略（Hy-Life プロジェクト）
出典：福岡県「FCV 初期市場創出に向けた福岡県の取組」
第 6 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 23 日）より NEDO 作成
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実証を行うなど、先進的な取り組みにより家庭用燃料電池や燃料電池自動車の開発・普及
に貢献している。
　2014年度からは、これまでの取り組みや蓄積を最大限に生かして燃料電池自動車の普及
促進と水素ステーションの整備を一体的に推進し、燃料電池自動車初期市場の創出、普及
拠点の構築に重点的に取り組んでいる。
　燃料電池自動車の普及促進においては、地元経済界、企業、行政、大学が一体となって
燃料電池自動車の普及に取り組む「ふくおか FCVクラブ」を 2014年 8月に設立し、地域
を挙げて燃料電池自動車の魅力発信を進めるとともに、自治体による率先導入やタクシー
事業者への導入助成を行う。
　また、水素ステーション運営業者への候補地の情報提供や、共同出店できる地元企業と
のマッチングを実施するとともに、地元企業との共同運営を行う水素ステーションの整備
費の助成、「グリーンアジア国際戦略総合特区」を活用した税制支援などにより、水素ステ
ーションの整備を促進している。
　さらに HyTReCと九州大学「水素材料先端科学研究センター」（HYDROGENIUS）の連
携により、企業の製品開発を支援することで、燃料電池自動車と水素ステーションの安全
性向上、低コスト化、規制見直しの加速に貢献している。

（11）　佐賀県
　佐賀県には、鳥栖市に水素ステーションが設置されているほか（図 2-24）、先述した福
岡県と連携した「北部九州燃料電池自動車普及促進構想」において、2015年度までに佐賀
市及び鳥栖市に水素ステーションの整備を目標とする水素インフラの整備計画を策定して
いる。

図 2-24　鳥栖水素ステーション（日本エア・リキード）
出典：鳥栖環境開発綜合センター
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　また、佐賀県と九州大学が共同で固体酸化物形燃料電池の研究開発を進めているととも
に、佐賀大学では水素製造などの研究を行っている。

■ 2-2-6　産業界の取り組み

（1）　家庭用燃料電池に関する取り組み
①　家庭用燃料電池のパッケージング開発
　1990年頃から家庭用燃料電池の取り組みが盛んになり、250 Wのポータブルシステム、
1 kWの可搬電源システムが開発された。1997年 2月に京都にて、第 3回気候変動枠組条
約締約国会議（COP3）が開催され、CO2排出削減目標が設けられた。これを受け 1990年
台後半には、電機メーカー各社（三洋電機、松下電器産業、松下電工、東芝）が中心とな
り、家庭用燃料電池コージェネレーションシステムのパッケージ化開発が進められた。
②　家庭用燃料電池システムの開発・実証
　1999年より、日本ガス協会にて、NEDO助成事業「固体高分子形燃料電池の高効率化・
コスト低減のための運転研究」が実施され、都市ガスを燃料とした 1 kW級固体高分子形
燃料電池（PEFC）システムの試作機の実証運転が実施された。
　2002年度からは国、メーカー、エネルギー事業者が中心となって実証研究を行い、燃料
電池システムの機器開発が進められた。
　2005年度からは、新エネルギー財団（NEF）による NEDO助成事業「定置用燃料電池
大規模実証事業」により、一般の戸建て住宅を対象に、省エネルギー性や CO2削減効果の
調査が行われた。この実証事業の成果をもとに、コストなどを含めた総合的な検討が行わ
れ、我が国における家庭用燃料電池の発電出力としては 0.7 kW程度が適当であるとの示
唆が得られた。2008年 6月にはエネルギー事業者によって、統一名称「エネファーム」が
用いられることが決まり、一般市民への認知度の向上が図られた。
③　家庭用燃料電池システム「エネファーム」の誕生
　2009年 1月にエネルギー事業者 6社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西部ガス、新日
本石油、アストモスエネルギー）によって、家庭用燃料電池「エネファーム」の販売開始
と普及に向けた共同宣言が行われた。共同メッセージ「エネファームで環境立国ニッポン
へ」を掲げ、エネファームが将来の日本における住宅でのスタンダードになり、地球環境
問題の改善に貢献することを宣言した。
④　エネファーム パートナーズ結成
　2009年のエネファーム販売当初から、国や地方自治体によって補助金が交付され、出荷
台数は年々増加している。なお国の政策としては、国の補助金は 2015年度までとし、2016
年度には自立して市場を形成することが期待されるとともに、2020年に累計出荷台数 140
万台という目標が掲げられた。
　この自立的市場の形成と出荷台数目標の達成のため、2013年 5月にエネファームの関連
業界・団体によってエネファームの普及推進を行う「エネファーム パートナーズ」が設立
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された。このエネファーム パートナーズは、2014年 9月時点で 6団体、住宅関連事業者
26社、エネルギー機器製造事業者 14社、都市ガス事業者 79社、LPガス事業者 10社、そ
の他関連事業者 2社、その他の協力団体 4団体で構成されている。事務局は日本ガス体エ
ネルギー普及促進協議会である（図 2-25）。

（2）　燃料電池自動車・水素インフラに関する取り組み
①　民間 13社の共同声明（2011年 1月）
　2011年 1月に我が国の主要メーカー 13社（トヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業、
JX日鉱日石エネルギー、出光興産、岩谷産業、大阪ガス、コスモ石油、西部ガス、昭和シ
ェル石油、大陽日酸、東京ガス、東邦ガス）が「燃料電池自動車の国内市場導入と水素供
給インフラ整備に関する共同声明」を発表している。
　この共同声明では、4大都市圏を中心に 2015年からの燃料電池自動車の国内市場への導
入と一般ユーザーへの販売開始を目指し開発を進めること、2015年までに水素供給インフ
ラ（4大都市圏を中心に 100ヶ所程度）の先行整備を目指すことを表明している。
②　燃料電池自動車開発に関する取り組み
　燃料電池自動車の開発は 1987年にカナダの Ballard Power Systemsが、従来にない高
出力密度の固体高分子形燃料電池（PEFC）を開発したことにより、自動車へ搭載し実用
化することへの可能性が高まった。
　1993年には Ballard Power Systemsにより固体高分子形燃料電池（PEFC）を搭載した

図 2-25　エネファーム パートナーズの構成
出典：日本ガス体エネルギー普及促進協議会
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燃料電池バスの実証実験が開始され、1994年に Daimler-Benzが Ballard Power Systems
の固体高分子形燃料電池（PEFC）を搭載した燃料電池自動車を発表した。
　国内ではトヨタ自動車が 1992年から燃料電池自動車の開発を開始し、1996年に大阪で開
催された EVS（INTERNATIONAL ELECTRIC VEHICLE SYMPOSIUM & EXHIBITION）
13にて一般に公開した。本田技研工業が 1999年に、日産自動車が 2001年に相次いで燃料
電池自動車の実験車の発表を行なった。2002年 12月には、トヨタ自動車と本田技研工業
が日本国内において燃料電池自動車のリースを開始した。その後、各社が継続して研究開
発を続け、公道走行試験などを行ってきた。当初は液体であるメタノールを燃料として車
載し、車上で改質反応させて水素を製造する改質型燃料電池自動車も検討されたが、次第
に水素の高圧ガスを燃料とする直接水素型燃料電池自動車が主流となってきた。
　近年、燃料電池自動車の研究開発については、日本の自動車メーカーを軸とした共同開
発、連携の動きが活発になっており、トヨタ自動車が BMWと 2013年 1月に、日産自動
車が Daimler、Fordと 2013年 1月に、本田技研工業が GMと 2013年 7月に、それぞれ
燃料電池自動車の共同開発についての合意を発表している。
　自動車各社において FCCJのシナリオに示された燃料電池自動車の市販開始のマイルス
トーンである 2015年に向けて開発、実証試験などが続けられ、近年は開発が加速している
が、燃料電池自動車の普及における最大の課題は車両価格（コスト）である。
　試作段階では、試作台数が少なく量産効果によるコスト低減効果が無いこともあり、1
台 1億円程度と言われるほど高価であったが、簡素化や材料費の低減などの技術開発など
によってコストを 1/20以下とし、自動車各社はシステム技術開発と量産技術開発によりさ
らなる低コスト化を進めている（図 2-26）。
　2014年 12月 15日にトヨタ自動車は日本国内で FCVの発売を開始したが、その価格は

図 2-26　FCVのコストダウンのイメージ
出典：トヨタ自動車「トヨタの FCV 開発の取り組みと普及にむけた課題」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 3 月 4 日）

【参考資料［3］】
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約 720万円に設定されている。本格普及期には、同車格のハイブリット車同等の価格競争
力を有する車両価格の実現が目標とされている。
　なお将来は、乗用車やバス向けからさらに、フォークリフトなどの産業用車両、船舶な
どの交通用途に拡大していくことが期待されている（図 2-27）。

■ 2-2-7　水素とスマートコミュニティ

（1）　スマートコミュニティのコンセプトと水素
　スマートコミュニティとは、地域が既存電力や再生可能エネルギーなどを組み合わせ、
エネルギー・マネジメント・システム（EMS）を活用することで、都市のエネルギーシス
テムや交通システムをより快適に変革していくことを目指した取り組みである。
　スマートコミュニティのイメージを図 2-28に示す。ここでは、風力やメガソーラーがコ
ミュニティ・エネルギー・マネジメントシステム（CEMS）と連結され、地域全体の電力
需給を管理するとともに、ビル・エネルギー・マネジメントシステム（BEMS）とホー
ム・エネルギー・マネジメントシステム（HEMS）が電力需要の最適化・省電力化を図っ
ている。
　この HEMSや CEMSと連携するシステムの一部として、次世代自動車（燃料電池自動
車を含む）からの家庭への給電（V2H：Vehicle to Home）や、家庭用燃料電池システムの
活用も検討されており、実証も進められている。
　水素エネルギーはスマートコミュニティの機能を強化する重要な要素であるといえる。

図 2-27　燃料電池の用途・適用車種の拡大
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池の新たな用途について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成
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（2）　スマートコミュニティにおける水素エネルギーの実証例と構想例
①　北九州スマートコミュニティ
　北九州スマートコミュニティ創造事業（八幡東区）では、製鉄所からの副生水素を活用
し、水素ステーションに水素を供給するとともに、業務用リン酸形燃料電池（PAFC）や
純水素型家庭用燃料電池システム（純水素型エネファーム）にも水素を供給する実証を行
っている（図 2-29）。
　また、本田技研工業と本田技術研究所は、2013年度より同社の燃料電池自動車（FCXク
ラリティ）を用いた FCV2Hの実証を同スマートコミュニティ実証事業の一環として実施
している（図 2-30）。これは非常時の外部給電機能と電力需給逼迫時のピークカット効果
を検証するもので、2013年度においては以下の成果を得た。
・燃料電池自動車からの V2Hを可能とする燃料電池自動車 FCXクラリティの改良と、
この燃料電池電気自動車に搭載して使用する家庭への給電が可能な可搬型インバータ
ボックスの製作。

・上記燃料電池自動車と可搬型インバータボックスを用いて、一戸建て住宅への V2H給
電実証可能な施設を改良した。

・上記 V2Hにより家庭への電力供給した時の、スマートコミュニティの電力ピークカッ
ト／電力平準化への効果を図るための CEMS連携。

図 2-28　スマートコミュニティのイメージ
出典：経済産業省「次世代エネルギー・社会システム協議会」資料より NEDO 作成
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図 2-29　北九州スマートコミュニティ創造事業における水素エネルギーの活用
出典：北九州市「北九州スマートコミュニティ創造事業パンフレット」より NEDO 作成

図 2-30　北九州スマートコミュニティ創造事業におけるV2H実証
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成
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②　関西国際空港の KIX スマート愛ランド構想
　関西国際空港では関西空港水素ステーションが稼働しており、2012年 10月からはター
ミナルビル間を結ぶシャトルバスには燃料電池バスが導入され、運用されてきた（図
2-31）。
　関西国際空港を運営している新関西国際空港は 2012年 12月に、大阪府、トヨタ自動車、
岩谷産業、豊田自動織機、三井物産、豊田通商、関西電力と KIX水素グリッド研究会を立
ち上げ、水素グリッドエアポートの実現に向けて、以下のような検討を行っている。
・水素を発生させる電力源に太陽光、風力などの自然エネルギーを導入し、化石燃料な
どへの依存度の低い地産地消型エネルギーシステムを実証・構築する。日本初のメガ
ワット級水素利用アプリケーションを導入して、環境に配慮した空港経営のモデルを
実証・構築する。

・水素貯蔵／燃料電池発電技術を活用した日本初のメガワット級エネルギー備蓄システ
ムを構築し、空港全体の電力デマンドのピークカット・ピークシフト、非常用発電シ
ステムのエネルギー源として活用する。

・関西国際空港（KIX）、大阪空港（ITM）双方に液化水素型水素ステーションを建設
し、両空港間のシャトルバスを水素ハイウェイバスで連絡し、燃料電池バスを実証・
導入する。

・空港内外の社用車や移動用車輌、作業用車輌などを燃料電池車（FCV）化して、環境
保護及び水素エネルギー活用の普及と PRを図る。

・水素利用アプリケーションの導入やシステム運用の効果検証を、国際戦略総合特区事
業として展開するため、国に申請する。

　2013年には新関西国際空港は「スマート愛ランド構想」を発表した（図 2-32、図
2-33）。この構想は、空港施設へ大規模に水素エネルギーを導入する日本初の実証事業であ
る。特に燃料電池フォークリフトに関しては、2014～ 2015年度にかけて豊田自動織機製
2台を導入し、岩谷産業が水素供給施設などの水素インフラを整備する予定である。

図 2-31　関西空港水素ステーション（左）と空港に導入された燃料電池バス（右）
出典：水素供給・利用技術研究組合
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③　HyGrid 構想
　自動車 3社なども加盟する HyGrid研究会では、ハイブリッド・グリッドとして、水素
と電力が補完するシステムを、再生可能エネルギーが豊かな地方部から展開する構想を打
ち出している（図 2-34）。

図 2-32　KIX スマート愛ランド構想
出典：新関西国際空港ニュースリリース「水素グリッド研究会を設立！」（2012 年 12 月 19 日）よ
り NEDO 作成
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図 2-33　関西国際空港（KIX）スマート愛ランド構想「水素グリッドプロジェクト」
出典：新関西国際空港より NEDO 作成
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■ 3-1-1　米国

（1）　連邦政府の取り組み
　米国における水素エネルギーの研究開発とデモンストレーションは、米国エネルギー省
が中心となり実施されている。
　米国では、クリントン政権下の 1994年より、ハイブリッド車の開発を目的とする国家プ
ロジェクト「新世代自動車パートナーシップ（PNGV：Partnership for a New Generation 
of Vehicles）」が実施されていた。目標は 2004年までに 80マイル／ガロンの燃費を達成す
ることであったが、プロトタイプ開発までにとどまり、実用化には至らなかった。その一
方で、トヨタ自動車が 1997年にハイブリッド車「プリウス」を実用化したことを契機に、
2000年に本プロジェクトは終了した。
　ブッシュ政権は開発目標を燃料電池自動車に切り替え、2002年に「フリーダムカーパー
トナーシップ」（その後、「フリーダムカー &水素燃料パートナーシップ」に拡大）が開始
され、燃料電池自動車の実用化を推し進めた。
　2009年度には、リーマンショック後の景気刺激策の上乗せもあり、米国エネルギー省の
水素・燃料電池関連予算は 2億 4,000万ドル（当時のレートで 250億円）に達した。
　オバマ政権は電気自動車とプラグインハイブリッド開発を優先させ、水素・燃料電池関

　世界各国で水素や水素エネルギーについての取り組みが行われてい
る。本章では、世界各国が水素や水素エネルギーについてどのような
取り組みを進めているか、どのように推進しているかについて述べる。

水素エネルギーに関連する
各国の取り組み

第 3章
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連予算は削減されたものの、それでも毎年 1億ドル（約 100億円）が計上されている（表
3-1）。

（2）　カリフォルニア州の動き
　2014年現在、米国で明確に燃料電池自動車普及計画と水素ステーション整備計画を有し
ているのはカリフォルニア州のみである。同州はゼロエミッションビークル（ZEV）規制
を導入しており、自動車メーカーが燃料電池自動車導入を予定している。
　同州では、官民パートナーシップ組織であるカリフォルニア燃料電池パートナーシップ
（CaFCP：California Fuel Cell Partnership）と、これを資金面で支援しているカリフォル
ニア州エネルギー委員会（CEC：California Energy Commission）、さらに同州の大気質改
善に取り組むカリフォルニア州大気資源局（ARB：Air Resources Board）などが連携し
て水素インフラ展開を進めている。
　CaFCPは 2010～ 2011年に同州で車両を販売している大手自動車メーカーにアンケート
を行ない、2017年に 53,000台の燃料電池自動車がカリフォルニア州に導入されるとの見
通しを得た（図 3-1）。
　この見通しをもとに CaFCPは 2012年に「カリフォルニアロードマップ」を発表、2016
年初めまでに州内で水素ステーションが 68ヶ所必要と発表した（図 3-2）。68ヶ所の水素
ステーションは、5つのクラスタ（サンタモニカ／ウエストロサンゼルス、トーランスと
沿岸部市、アーバインとオレンジ郡南部沿岸、バークレー、サンフランシスコ南湾岸地域）

表 3-1　米国エネルギー省（DOE）の水素・燃料電池関連予算

2013年 2014年 2015年
（要求値）

燃料電池 R&D 41,266 33,383 33,000

水素燃料 R&D 31,681 36,545 36,283

製造技術 R&D 1,899 3,000 3,000

システム分析 2,838 3,000 3,000

技術実証 8,514 6,000 6,000

安全、基準、標準 6,808 7,000 7,000

市場創出 2,838 3,000 3,000

国立再生可能エネルギー研究所の実証支援 0 1,000 1,700

合計 95,844 92,928 92,983

（単位　1,000US$）
出典：米国 DOE “Office of Energy Efficiency and Renewable Energy FY 2015 Budget Request”
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と、このクラスタを接続するハイウェイに設置することを想定している。さらにこのロー
ドマップでは、2017～ 2018年には、燃料電池自動車の普及台数次第では、合計で 100ヶ
所近くのステーションが必要となると予想している。
　この水素ステーションの展開を支援するために、カリフォルニア州のブラウン知事は
2013年 9月にクリーン自動車の利用拡大を定めた州法に署名、毎年 2000万ドルを投じて
州内で 100ヶ所まで水素ステーションを整備することを発表した。
　なお 2014年 12月時点で、カリフォルニア州内で 10ヶ所のステーションがオープンして
いる（図 3-2）。また、現在同州には 230台の燃料電池自動車が運用されており、燃料電池
バスも路線バスとして 16台が導入されている。

（3）　カリフォルニア州から他の州への展開
　2013年 10月にカリフォルニア州と 7州（コネチカット州、メリーランド州、マサチュ
ーセッツ州、ニューヨーク州、オレゴン州、ロードアイランド州、バーモント州）は、
「2025年までに計 330万台のゼロエミッション車（ZEV）を導入する」という覚書に署名
した（ZEVには燃料電池自動車の他に電気自動車やプラグインハイブリット（PHEV）も
対象となる）。特にニューヨーク州をはじめとする北東部の州は燃料電池自動車導入に積極
的であり、沿岸の大都市を中心にインフラ整備を進める計画である。
　やや目的が異なるが、ハワイ州は GM、米国エネルギー省、国防省と連携して、燃料電
池自動車を軍用に活用するとともに、豊かな再生可能エネルギー（風力、地熱など）を活
用して水素を生産するプロジェクトを実施している。

図 3-1　カリフォルニア州における燃料電池自動車普及予測
出典：カリフォルニア燃料電池パートナーシップ（CaFCP）「A California Road Map：The Com-
mercialization of Hydrogen Fuel Cell Vehicles （Overview）」Japanese Translation より NEDO
作成
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図 3-2　カリフォルニアにおける水素ステーション（2014年 12月時点）
出典：カリフォルニア燃料電池パートナーシップ（CaFCP）Station map より NEDO 作成
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（4）　新しい官民パートナーシップ
　このような州レベルの動きを支援しつつ、燃料電池自動車普及と水素ステーション展開
を全米に拡大するために、米国エネルギー省は 2013年 9月に官民パートナーシップ
「H2USA」を立ち上げた。これには日本の自動車メーカー（トヨタ自動車、本田技研工業、
日産自動車）をはじめ、GM、Daimler（Mercedes-Benz USA）、Hyundaiも参画してい
る。事務局は米国の民間組織である燃料電池水素エネルギー協会（FCHEA：Fuel Cell & 
Hydrogen Energy Association）である。
　この H2USAには、運営委員会とともに表 3-2に示す 4分野のワーキンググループが設
置されている。H2USAは 2015年までにロードマップを作成し、2020年までには米国全土
にステーションを建設することを予定している。
　また、H2USAは米国北東部 4州（ニューヨーク州、マサチューセッツ州、コネチカッ
ト州、ロードアイランド州）における水素ステーション整備検討に参画している。

■ 3-1-2　ドイツ

（1）　連邦政府の取り組み
　ドイツではドイツ連邦交通建設住宅省（BMVBS、2014年 1月よりドイツ連邦交通・デ
ジタルインフラ省（BMVI）に改名）とドイツ連邦経済技術省（BMWi）が中心となり、水
素・燃料電池技術革新プログラム（NIP：Nationales Innovationsprogramm Wasserstoff- 
und Brennstoffzellentechnologie）を推進してきた。この NIPは、2007～ 2016年の 10年
間で合計 14億ユーロ（官民が半額ずつ出資）を水素・燃料電池技術開発に投資するもので
ある。NIPの予算推移を図 3-3に示す。
　NIPの実施とファンド管理機関としてドイツ水素燃料電池機構（NOW：Nationale 
Organisation Wasserstoff-und Brennstoffzellentechnologie）が設立されている。

表 3-2　H2USAに設置されているワーキンググループ

ワーキンググループ 検討内容

水素ステーション
ワーキンググループ

水素ステーション設備の開発、デザイン、信頼性、規制に関わる
検討

市場支援・加速
ワーキンググループ

ステーションの運営や市場形成、規格・規制、教育に関わる検討

ファイナンシングインフラ
ワーキンググループ

建設のための費用支援や投資支援に関わる検討

ロケーションロードマップ
ワーキンググループ

水素ステーションの効果的な設置を検討に関わる検討

出典：H2USA
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（2）　燃料電池自動車と水素インフラ整備
　NIPに先立ち、ドイツでは 2004年より燃料電池自動車と水素ステーションの実証プロジ
ェクト「Clean Energy Partnership（CEP）」が実施されてきた。CEPはベルリンで始ま
り、Daimlerや BMW、VW、Lindeといったドイツ企業に加え、我が国の自動車メーカー
（トヨタ自動車、本田技研工業、日産自動車）や GM（Opel）や Fordも参加している。現
在 CEPはメンバー的にも地域的にも拡大し、2015年までの燃料電池自動車市場立ち上げ
段階までの水素ステーション整備はすべて CEPの枠で実施されることになっている。CEP
の予算は NIPからファンドされている。
　さらに 2009年には、2015年以降の水素インフラ整備を検討する組織「H2 Mobility」が
結成された。Daimlerや Lindeなどのドイツ企業に加え、我が国の自動車メーカー（トヨ
タ、本田技研工業、日産自動車）もアソシエートメンバ―として参画している。この H2 
Mobilityは、水素ステーションのビジネスプラン策定ともに、水素ステーション展開のエ
リア分析を行なっている。
　このようにドイツの水素ステーションの整備は、CEPの枠で実施される市場立ち上げ段
階と、H2 Mobilityの枠で実施される 2016年以降の市場拡大段階に分けられる。
　2012年 6月にはドイツ政府、Daimler、Air Liquide、Lindeなどが共同で 2015年までに
50ヶ所の水素ステーションを整備することを発表している（図 3-4）。また 2013年 9月に
は H2 Mobilityに参画している 6社（Daimler、Air Liquide、Linde、OMV、Shell、
TOTAL）が、2023年までに 400ヶ所の水素ステーションの設置を目指すと発表している
（図 3-5）。

図 3-3　NIP の予算推移
出典：German Ministry of Transport and Digital Infrastructure「Towards sustain-
able energy systems─Overview of German HFC-Developments」より NEDO 作成
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図 3-4　ドイツの水素ステーション整備計画（2015年まで）
出典：Dr. Klaus Bonhoff （NOW GmbH）「Linking the H2 Mobility Plan to EU Deployment Strategy」

（Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking （FCH JU） 5th Stakeholders' General Assembly）よ
り NEDO 作成
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図 3-5　ドイツの水素ステーションと燃料電池自動車の整備予測
出典：Dr. Klaus Bonhoff （NOW GmbH）「Linking the H2 Mobility Plan to EU Deployment Strategy」

（Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking （FCH JU） 5th Stakeholders' General Assembly）よ
り NEDO 作成
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■ 3-1-3　英国

　英国は 3つの省（運輸省、エネルギー・気候変動省、ビジネス・イノベーション・職業
技能省）が連携して、水素エネルギーの実用化を目指している。特にエネルギー・気候変
動省は、CO2削減の切り札としての水素エネルギーに注目している。
　2012年 1月にはドイツの H2 Mobilityをモデルに、英国内外の自動車メーカー、エネル
ギー会社とともに水素インフラ検討組織「UK H2 Mobility」を立ち上げた。この UK H2 
Mobilityには、我が国の自動車メーカー（トヨタ自動車、日産自動車）も参画している。
　UK H2 Mobilityは 2013年 2月にフェーズ 1レポートを発表、2030年には燃料電池自動
車の販売台数が約 30万台で、累積台数は 160万台になると予測している。また、これを支
える水素ステーション数は、2015～ 2020年には 65ヶ所、2020～ 2025年には 330ヶ所、
2025～ 2030年には 1150ヶ所が必要としている（図 3-6）。

■ 3-1-4　北欧諸国

　ノルウェーは 2006年より水素ハイウェイ計画「HyNor」を推進してきたが、当初その中
心的役割を担ったのは国営石油会社の Statoilである。しかし Statoilが水素ビジネスから
撤退したため、HyNorは計画を縮小、当面はオスロ地域に展開を集中することになった。
　現在ノルウェーには 6ヶ所の水素ステーションがある（うち 1ヶ所は燃料電池バス専用）。
なおノルウェーはその電力のほとんどを水力で賄っているため、水素ステーションの展開

図 3-6　UK H2 Mobility におけるロードマップ
出典：UK H2 Mobility：phase 1 results より NEDO 作成
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でも水電解を中心に考えている。
　デンマークでは水素ハイウエイ計画「Hydrogen Link」を進めている。これはドイツと
北欧と繋く要所としての位置付けである。現在、水素ステーションは 3ヶ所（コペンハー
ゲン 1ヶ所、西部デンマークに 2ヶ所）が設置されているが、近い将来に 16ヶ所まで増や
す予定である。
　スウェーデンは水素ハイウェイ計画「Hydrogen Sweden」を進めているが、現状で 2ヶ
所（マルメと北部スウェーデン）の水素ステーションしかない。しかし将来的には 10ヶ所
程度の設置を目指しているとされる。
　これらのスカンジナビア諸国はスカンジナビア水素ハイウェイパートナーシップ
（SHHP：Scandinavian Hydrogen Highway Partnership）を組み、連携して水素インフラ
構築に進んでいる（図 3-7）。
　2012年 10月には、この 3ヶ国にアイスランドを加えた 4ヶ国が、自動車メーカー（ト
ヨタ自動車、本田技研工業、日産自動車、Hyundai）やインフラ会社と覚書を締結、2014
～ 2017年の燃料電池自動車導入を目指している。

図 3-7　スカンジナビア水素ハイウェイ
出典：Sustainable energy ─How Europe and Japan can work together より NEDO 作成
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■ 3-1-5　フランス

　フランスは、ドイツ、英国、北欧等の欧州各国と比較して、国家としての普及目標や政
策はさほど明確ではなかった。
　一方で、産業ガス大手の Air Liquideや石油会社の TOTALなどの企業は、海外（ドイ
ツや米国）で水素ステーション展開を進めてきた（例えばドイツの CEPや H2 Mobilityに
は、これらの企業が参画している）。これらの企業の意向もあり、欧州の FCH JUや IPHE
の場での国際連携には継続的に参加していた。
　ドイツが CEPや H2 Mobilityの活動で水素ステーション整備計画や目標を発表し、また
着実に水素ステーションの展開が始まったことにより、フランスの主要都市（パリ、リヨ
ンなど）が、ドイツの燃料電池自動車の目的地となる可能性がでてきた。
　従来よりフランスには、フランス水素協会（AFH2：Association Française de l’Hydro-
gène）が設立されていたが、この組織は学術学会に近いものであった（参加は個人）。2009
年に欧州燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）に対応する形で、企業が主体的に参加す
るフランス水素燃料電池プラットフォーム（HyPaC：Plateforme technologique Hydro-
gène et piles à combustibles）が立ち上がった。両組織の参加者は重なるところも多く、
2011年には AFH2が HyPaCを吸収する形でフランス水素燃料電池協会（AFHyPaC：
French Association Française de l’Hydrogène et des Piles à combustibles）が誕生し
た。
　2008年に設置されたドイツの H2 Mobilityや、2012年に設置された英国の UK H2 
Mobilityの動きを受け、2013年にフランス国内での水素インフラ整備を検討するMobilité 
Hydrogène France（通称 H2 Mobility France）が AFHyPaC傘下に設置された。参加企
業・組織は当初は 25で、最終的には 30となっている。
　H2 Mobility Franceはフランスの実情にあった水素インフラ整備を検討し、2014年 10
月に、燃料電池自動車展開計画を発表している。この計画では、当面は業務用車両やタク
シーを中心に燃料電池自動車を展開するとしている。初期普及には、フランス郵政公社（La 
Poste）がすでに導入している Renault製電気自動車 Kangoo ZEを改良した HyKangooで
展開を行う計画である。HyKangooは、Kangoo ZEの走行距離を伸ばすために、Symbio
製小型燃料電池（5 kW）を車載し、蓄電池に充電を行う EVレンジエクステンダーシステ
ムである。
　H2 Mobility Franceの特徴は、当面は HyKangooのような業務用車両に特化し、水素ス
テーションは 70 MPaより低コストで導入が可能な 35 MPaで展開する点である。また、パ
リ、リヨン、マルセイユなどの主要都市に 1箇所ずつ配備するとともに、ドイツやベルギ
ーとの連結を想定した展開を計画している（図 3-8）。
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■ 3-1-6　欧州連合

　欧州では、水素・燃料電池プロジェクトを推進する官民パートナーシップ「燃料電池水
素共同実施機構（FCH JU：Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking）」が 2008年に
立ち上がった。2013年までに 49台の燃料電池バスと 37台の燃料電池自動車が導入され、
新規に 13ヶ所の水素ステーションが設置された。現在、FCH JUの第二弾である「FCH2 
JU」が 2014～ 2020年の期間で実施されることになっている。
　さらに 2013年 1月から、汎欧州交通ネットワーク整備計画（TEN-T：Trans-Europe 
Transport Network）の一環として、「交通用水素インフラ計画（HIT：Hydrogen 

図 3-8　フランスの水素ステーション整備計画
出典： H2 MOBILITÉ FRANCE  Study for a Fuel Cell Electric Vehicle national deployment plan
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Infrastructure for Transport）」が開始された。この計画にはデンマーク、フランス、オラ
ンダ、スウェーデンが参加し、ドイツの CEPや H2 Mobility、英国の UK H2 Mobilityを
参考に水素インフラを構築することになっており、デンマークに 2ヶ所（フレデリシア、
オールボルグ）、オランダに 1ヶ所（ロッテルダム）の水素ステーションが設置されること
になっている。
　また、2013年 1月には、交通分野でのクリーンエネルギーを推進する「交通クリーンパ
ワーパッケージ（CPTP：Clean Power for Transport Package）」が採択され、現状で水
素ステーションを有する国では 2020年末までに水素インフラを全土に拡充することが定め
られている。

■ 3-1-7　韓国

　韓国では、2010年 12月に大統領直轄組織であるグリーン成長委員会が「世界 4強への
跳躍：グリーンカー産業発展戦略と課題」を発表、2015年には燃料電池自動車約 1万台と
水素ステーション 43ヶ所、2020年には約 10万台と水素ステーション 168ヶ所を目指すと
している。ただし、これらは前政権で掲げられた目標であり、現在見直しが進められてい
る。

3-2　国際協調の取り組み

■ 3-2-1　国際エネルギー機関（IEA）実施協定

　国際エネルギー機関（IEA：International Energy Agency）はエネルギー分野における
国際協力・諮問組織で、現在我が国を含め 28ヶ国が加盟している。
　図 3-9に IEAの組織の概要を示す。IEAには複数の常設作業部会が設置されているが、
その一つに「エネルギー研究技術委員会（CERT：Committee on Energy Research and 
Technology）」があり、エネルギー技術・市場の分析やロードマップの作成、国際協力の
促進を行っている。
　CERT傘下には、現在約 40の実施協定（Impleremnting Agreement）が設置されてい
る。この実施協定は多国間エネルギー技術イニシアティブ（Multilateral Energy 
Technology Initiatives）とも呼ばれ、IEAで加盟国だけでなく非加盟国の研究者も参加し
て、特定の研究分野で国際協力・情報交換を実施している。
　約 40の実施協定のうち、水素・燃料電池分野に関係するのは以下の 2つである。
・水素実施協定（HIA：Hydrogen Implement Agreement）
・先端燃料電池実施協定（AFCIA：Advanced Fuel Cell Implement Agreement）
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　各実施協定の下には研究テーマごとに分科会が設置されており、我が国にとって有益と
考えられるものについては、NEDOが専門家を派遣し、各国の専門家と直接的な意見交換
を行っている。

（1）　水素実施協定（HIA）
　水素実施協定（HIA）は、水素経済社会の実現に向け、研究開発の協調的推進、安全・
環境を考慮した世界共通の水素関連情報の共有を目的として、再生可能エネルギー作業部
会（REWP：Renewable Energy Working Party）の下に 1977年に設立された。
　2014年 7月現在、21ヶ国・1地域と 3企業・機関（Shell、NOW、HySAFE）が加盟し
ている（表 3-3）。また執行委員会（ExCo：Executive Committee）の下に 8分科会（Task）
が活動中である（表 3-4）。

（2）　先端燃料電池実施協定（AFCIA）
　先端燃料電池実施協定（AFCIA）は、先進燃料電池分野に関する知見の前進と意見交換
を目的として、最終用途作業部会（EUWP：End Use Working Party）の下に 1990年に
設立された。
　2014年 6月現在、15ヶ国が参加している（表 3-5）。また執行委員会の下に 7分科会が
活動中である（表 3-6）。現在、新規に水電解とモデリングの分科会の立ち上げが計画され
ている。

図 3-9　IEAの組織と実施協定の位置付け
出典：IEA のホームページなどより NEDO 作成
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■ 3-2-2　国際水素燃料電池パートナーシップ（IPHE）

（1）　国際水素燃料電池パートナーシップ（IPHE）の枠組み
　水素・燃料電池の普及促進を目指す政府政策交流会議として、「国際水素燃料電池パート
ナ ー シ ッ プ（IPHE：International Partnership for Hydrogen and Fuel Cell in the 
Economy）」が 2003年 11月に設立された。本会議体は、水素・燃料電池分野の研究・開
発・実証・利用を効率的に進めるため、国際協調を促進することが目的である。現在 17ヶ

表 3-4　HIA における活動中の分科会（2013年で終了し継続を検討しているものを含む）

分科会 検討内容 設置年

分科会 21 バイオ水素 2005 〜 2013（後継検討中）

分科会 26 水の光分解水素製造 2008 〜 2011（後継検討中）

分科会 28 大規模水素供給インフラ 2010 〜 2014

分科会 29 分散型水素システム 2010 〜 2014

分科会 30 グローバル水素システム分析 2010 〜 2013（後継検討中）

分科会 31 水素安全 2010 〜 2013（後継検討中）

分科会 32 水素によるエネルギー貯蔵 2013 〜 2016

分科会 33 エネルギー用途のための水素供給 2013 〜 2016

出典：HIA ホームページなどより NEDO 作成

表 3-3　HIA 加盟国・地域

オーストラリア イタリア スペイン

デンマーク ギリシャ スウェーデン

欧州委員会 日本 スイス

フランス 韓国 英国

フィンランド リトアニア 米国

ドイツ オランダ IA HySafe＊

アイスランド ニュージーランド Shell＊

イスラエル ノルウェー NOW＊

出典：HIA ホームページ（＊はスポンサーメンバー）
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国・1地域が加盟しており、我が国は設立以来のメンバーである（表 3-7）。
　IPHEは運営会議とその傘下に設置されたワーキンググループ（常設）とタスクフォー
スからなり、さらに各種のワークショップが開催されている。

（2）　運営会議
　運営会議は毎年 2回開催されており、各国の水素・燃料電池に関わる行政機関や研究機
関が参加して直接意見交換を行っている。米国からは米国エネルギー省、ドイツからは連
邦交通建設都市開発省、英国からはエネルギー・気候変動省が、中国からは科学技術部が
参画しており、我が国からは資源エネルギー庁 燃料電池推進室が参加している。
　運営会議では各メンバーからの水素燃料電池分野の最新の政策情報や研究開発実証の状
況に関する報告（カントリーアップデート）や、ワーキンググループ活動の報告、さらに

表 3-6　AFCIA における活動中の分科会

分科会 検討内容 設置年

分科会 22 PEFC（固体高分子形燃料電池） 2009 〜 2014

分科会 23 MCFC（溶融炭酸塩形燃料電池） 2009 〜 2014

分科会 24 SOFC（固体酸化物形燃料電池） 2009 〜 2014

分科会 25 定置用燃料電池システム 2009 〜 2014

分科会 26 自動車用燃料電池システム 2009 〜 2014

分科会 27 ポータブル用燃料電池システム 2014 〜 2019

分科会 28 システム分析 2014 〜 2017

出典：AFCIA ホームページ

表 3-5　AFCIA 加盟国

オーストラリア ドイツ メキシコ

オーストリア イスラエル スウェーデン

デンマーク イタリア スイス

中国 日本 英国

フランス 韓国 米国

出典：AFCIA ホームページ
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テーマディスカッションが行われ、様々な国際連携を創出している。日本は水素エネルギ
ー分野の先行国として、この国際連携活動において中心的な役割を果たしている。

（3）　ワーキンググループ
　ワーキンググループとしては現在、教育ワーキンググループと規制・基準・標準ワーキ
ンググループが設置されている。
　教育ワーキンググループは、水素・燃料電池関連の教育を促進することが目的で、教育
関連の情報の収集や、運営会議開催に合わせた教育ワークショップなどを実施している（図
3-10）。教育ワークショップでは運営会議開催地域の大学生や教育関係者と各国の政務関係
者との意見交換の場を提供している。
　規制・基準・標準ワーキンググループは、水素・燃料電池分野の国際的な基準・標準活
動を補完する議論や活動を行っている。直近では、燃料電池自動車市販において欠かせな
い車載容器の性能試験に関連して、希望する国が共通の試験を行い、試験実施上の実務的
な問題点の洗い出しと、試験方法の情報交換などが行われている。

（4）　IPHE ワークショップ
　IPHEワークショップはこれまでも各種行われており、その時勢における水素・燃料電
池関連の政策的に重要なテーマについて政策立案者と企業・研究者が意見交換を行ってい
る。これまでに開催された主要なワークショップを表 3-8に示す。
　なお、2011年 3月の定置用燃料電池ワークショップ（Workshop on Stationary Applica-
tions）と 2013年 11月の商用水素ステーションワークショップ（Commercially-ready 
Hydrogen Refueling Stations）は NEDOが主催したものである。

表 3-7　IPHE 加盟国・地域

オーストラリア フランス 韓国

オーストリア ドイツ ノルウェー

ブラジル アイスランド ロシア

カナダ インド 南アフリカ

中国 イタリア 英国

欧州委員会 日本 米国

出典：IPHE ホームページ
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3-3　水素エネルギーに係る国際会議

■ 3-3-1　世界水素エネルギー会議（WHEC）・世界水素技術会議（WHTC）

　世界水素エネルギー会議（WHEC：World Hydrogen Energy Conference）と世界水素
技術会議（WHTC：World Hydrogen Technologies Conventions）は、ともに国際水素エ
ネルギー協会（IAHE：International Association for Hydrogen Energy）が主催する水素
エネルギー全般に関する国際会議であり、世界の水素エネルギー関係者約 1,000名を集め

表 3-8　IPHE ワークショップ

開　催 内　　　容

2010 年 2 月
（米国 サクラメント）

IPHE Infrastructure Workshop
・水素インフラ整備における課題を抽出（主に米国市場が対象）

2010 年 6 月
（ドイツ ウルム）

Workshop on E-Mobility
・電気自動車と燃料電池自動車の棲み分けと政策的両立に関する議論を

実施

2010 年 9 月
（中国 上海）

International Hydrogen Fuel Cell Technology and Vehicle 
Development Forum
・各国の燃料電池自動車の開発状況、デモンストレーションの情報を共有

2011 年 3 月
（日本 東京）

Workshop on Stationary Applications
・各国の定置用燃料電池の現状と市場展開のための課題を整理

2012 年 11 月
（スペイン セビリア）

Hydrogen ─A competitive Energy Storage Medium for large 
scale integration of renewable electricity
・Power-to-Gas（水素による再生可能エネルギーの水素貯蔵）を多様

なエネルギー貯蔵技術と比較
・Power-to-Gas に関する政策的課題を抽出

2013 年 11 月
（日本 福岡）

Commercially-ready Hydrogen Refueling Stations ─Design and 
Social Acceptance
・商業用水素ステーションの技術的課題の抽出
・水素の社会受容性に関する課題の抽出

2014 年 12 月
（イタリア ローマ）

A smart role for fuel cell and hydrogen in creating liveable 
cities
・スマートシティ／スマートコミュニティにおける水素・FC の展開の

可能性に関する意見交換

出典：各種資料より NEDO 作成
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る会議となっている。表 3-9に示すように偶数年にWHECが、奇数年にWHTCが開催さ
れている（ただしWHTCは 2005年から開催）。本来的にはWHECが学術会議でWHTCが
技術交流・展示会であったが、近年はWHECでも技術展示を行うようになってきている。
　なお 2004年 6月には第 15回WHECが横浜で開催された。主催は我が国の水素エネル
ギー協会（HESS）と NEDO、共催は燃料電池開発情報センター（FCDIC）であった。ま
た、2019年にはWHTCが日本で開催される予定となっている（表 3-9）。

■ 3-3-2　Fuel Cell Seminar & Energy Exposition

　Fuel Cell Seminar & Energy Expositionは、米国で開催される水素・燃料電池分野の国
際会議・展示会としては最大のものである。毎年 10～ 11月に開催している。
　1976年に第 1回を開催しており、この分野では草分け的存在である。隔年で開催されて
いたが、2002年から毎年開催となっている（表 3-10）。2002～ 2005年には 2,000人超の
参加者が集まり、最近でも 1,500人前後の参加人数を集めている。研究発表は比較的米国
のものが多い。
　比較的ネットワーキングの要素が強く、本分野の研究者の交流の機会を提供している。
また米国エネルギー省以外の組織（国防省など）が支援している研究開発の発表も多い。

表 3-9　世界水素エネルギー会議（WHEC）・世界水素技術会議（WHTC）の開催

年 開　催 場　　　所

2010 年 第 18 回 WHEC ドイツ エッセン

2011 年 第 4 回 WHTC 英国 グラスゴー

2012 年 第 19 回 WHEC カナダ トロント

2013 年 第 5 回 WHTC 中国 上海

2014 年 第 20 回 WHEC 韓国 光州

2015 年 第 6 回 WHTC オーストラリア シドニー（予定）

2016 年 第 21 回 WHEC スペイン サラゴサ（予定）

2017 年 第 7 回 WHTC チェコ プラハ（予定）

2018 年 第 22 回 WHEC ブラジル リオ・デ・ジャネイロ（予定）

2019 年 第 8 回 WHTC 日本 東京（予定）

2020 年 第 23 回 WHEC デンマーク コペンハーゲン（予定）

出典：国際水素エネルギー協会（International Association for Hydrogen Energy）ホームページよ
り NEDO 作成
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■ 3-3-3　国際水素安全会議（ICHS）

　国際水素安全会議（ICHS：International Conference on Hydrogen Safety）は 2005年
から隔年で開催されている水素安全に特化した専門家会議である。
　当初は、欧州連合第 6次フレームワークプログラム傘下の水素安全に関する研究交流ネ
ットワークプロジェクト「Network of Excellence HySafe」が実施する国際会議であった
が、プロジェクトの終了後も水素安全分野で世界的に研究交流を続けていくために、国際
NPO「International Association HySafe」が設立され、ICHSを継続している（表 3-11）。
　2015年には日本での開催が予定されている。

表 3-10　Fuel Cell Seminar & Energy Exposition の開催

年 場　　　所

2010 年 10 月 18 〜 21 日 テキサス州 サンアントニオ

2011 年 10 月 31 日〜 11 月 3 日 フロリダ州 オーランド

2012 年 11 月 5 〜 8 日 コネチカット州 アンカスビル

2013 年 10 月 21 〜 24 日 オハイオ州 コロンバス

2014 年 11 月 10 〜 13 日 カリフォルニア州 ロサンゼルス

出典：Fuel Cell Seminar & Energy Exposition ホームページより NEDO 作成

表 3-11　国際水素安全会議（ICHS）の開催

年 開　　　催 場　　　所

2005 年 第 1 回 ICHS（欧州連合プロジェクト） イタリア ピサ

2007 年 第 2 回 ICHS（欧州連合プロジェクト） スペイン サン・セバスティアン

2009 年 第 3 回 ICHS（欧州連合プロジェクト） フランス コルシカ島

2011 年 第 4 回 ICHS 米国 サンフランシスコ

2013 年 第 5 回 ICHS ベルギー ブリュッセル

2015 年 第 6 回 ICHS 日本（予定）

出典：HySAFE ホームページより NEDO 作成
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　水素エネルギーの市場は、現在は家庭用燃料電池システムなどの定置用燃料電池が中心
であるが、燃料電池自動車の導入と水素ステーションの整備により初期市場が形成され、
その後、これらの本格的な普及や、水素を利用した発電の導入により、大きく拡大するこ
とが期待される。その規模は、第 1章でも述べたとおり、国内では 2030年に 1兆円程度、
2050年に 8兆円程度である。また日経 BPクリーンテック研究所は、世界の水素インフラ
の市場規模は、2020年には 10兆円を超え、2030年には 40兆円弱、2040年には 80兆円、
2050年には 160兆円になると予測している（図 4-1）。

　水素をエネルギーとして利用する家庭用燃料電池、業務・産業用燃
料電池、燃料電池自動車や水素を供給する水素インフラについて種々
の開発が進められてきている。本章ではこれらの開発の現状について、
また、水素の需要供給バランス、水素コスト、規制がどのような状況
かについて述べる。

水素エネルギーの市場の
現状と展望

第 4章
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4-2　定置用燃料電池

■ 4-2-1　家庭用燃料電池（エネファーム）

（1）　メーカーとNEDOの取り組み
　家庭用燃料電池の開発として、燃料電池をパッケージ化する取り組みが 1990年頃から盛
んになり、1990年台前半に当時の三洋電機で、水素吸蔵合金内蔵タンクを活用した 250 W
のリン酸形燃料電池（PAFC）ポータブルシステム、水素ボンベを搭載した 1 kW固体高
分子形可搬電源システムが開発された。松下電工では、ブタンカセットを燃料とした 250 
Wの固体高分子形ポータブル電源システムが開発された。
　1990年台後半には、電機メーカー各社（三洋電機、松下電器産業、松下電工、東芝）が
中心となった家庭用燃料電池システムのパッケージ化開発が進められた。
　1999年からは NEDO助成事業により実証運転が開始された。ガス事業者が中心となり、
パッケージシステムの運転評価を実施した。東京ガスは同社田町研究所において松下電器
産業製システムを、大阪ガスは実験集合住宅 NEXT21において三洋電機製システムを、東
邦ガスは技術研究所内の実験住宅において松下電工製システムを用い、それぞれ実証試験
を実施した。

図 4-1　世界水素インフラ市場規模予測
出典：日経 BP クリーンテック研究所「世界水素インフラプロジェクト総覧より NEDO 作成
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　固体高分子形燃料電池（PEFC）システムに関しては、2002年度からは実証研究、2005
年度からは計 3,307台による大規模実証試験が行われ、我が国における家庭用燃料電池の
発電出力としては 0.7 kW程度が適当であるとの示唆が得られた。これらの結果を踏まえ、
2009年 1月にエネルギー事業者 6社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西部ガス、新日本
石油、アストモスエネルギー）によって、家庭用燃料電池「エネファーム」として固体高
分子形燃料電池（PEFC）システムの販売が開始された。
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）システムに関しては、2007年度から 2010年度にかけ
て、京セラ、トヨタ自動車／アイシン精機、新日本石油などの計 233台を用いた実証研究
が行われ、実使用環境下においても高い発電効率と優れた負荷追従性を実証した。
　この成果を踏まえて、2011年には、JX日鉱日石エネルギーより世界最初の家庭用固体
酸化物形（SOFC）システム「エネファーム typeS」が発売された。2012年には大阪ガス
よりアイシン精機製システムの販売が開始され、家庭用燃料電池システムとして世界最高
水準（2012年 3月時点）の発電効率を実現している。
　2014年 12月時点で、エネファームは 4社が市場に商品を提供している（図 4-2）。2011
年 3月に発生した、東日本大震災の教訓を受け、停電時にも発電を継続できる自立運転機
能付きエネファームも 2014年度から市場投入されている。

（2）　マンション用エネファームの販売開始
　これまでのエネファームは戸建住宅用であったが、東京ガスとパナソニックはマンショ
ン向けのエネファームを共同で開発し、2014年 4月に発売を開始した（図 4-3）。

図 4-2　各社の家庭用燃料電池システム（エネファーム）
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「家庭用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 2 月 3 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成
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　戸建て住宅よりも設置の制約が多い集合住宅において、機器本体の機密性を高めるなど
の対策を施し、本体、貯湯ユニット、バックアップ熱源機をパイプシャフト内に設置でき
る仕様としている。

（3）　エネファーム出荷台数の推移
　2013年度のエネファーム出荷台数は、固体高分子形燃料電池（PEFC）システムが
32,431台、固体酸化物形燃料電池（SOFC）システムが 1,434台であり、2014年 9月に
は、10万台を突破した（図 4-4）。
　2009年の市場投入当初は 300万円程度であったユーザー負担額（設置工事費込み）は、
国の補助金制度も含め、現在、概ね 150万円程度にまで半減している。

（4）　家庭用燃料電池システム市場の見通し
　家庭用燃料電池システムについては、2020年に 140万台、2030年に 530万台（全世帯の
約 1割）を普及させることを政府の目標としている（「日本再興戦略」2013年 6月閣議決
定）。この目標の達成に向けて、コストの低減が不可欠であり、「水素・燃料電池戦略ロー
ドマップ」において、家庭用燃料電池のエンドユーザーの設置工事費込みの負担額につい
て、2020年には 7、8年で投資回収可能な金額を、また 2030年には 5年で投資回収可能な
金額を目指すとしている。
　この家庭用燃料電池システムについては、日本の市場が世界を牽引しているが、今後欧
州においても市場の創出が期待され、2025年には世界で約 1.1兆円の市場となる民間試算
もある（図 4-5）。

図 4-3　集合住宅向けエネファームの設置イメージ
出典：東京ガス、パナソニック

商品外観（パイプシャフト内設置時）
パイプシャフトの扉を開いた状態

パイプシャフトの扉を閉じた状態
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図 4-4　家庭用燃料電池システム（エネファーム）の価格・普及台数推移
出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」より NEDO 作成
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■ 4-2-2　業務・産業用燃料電池

（1）　市場の現状
　業務・産業用燃料電池としてリン酸形燃料電池（PAFC）、固体酸化物形燃料電池
（SOFC）、溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）が検討されている。
　リン酸形燃料電池（PAFC）については、富士電機が 1998年に業務・産業用として 100 
kWシステムの販売を開始し、これまでに 42台が導入されている（図 4-6）。同社は、2012
年 3月には Daimlerから受注し海外への販売も開始している。
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）については、2013年、Bloom Energyとソフトバンク
が、固体酸化物形燃料電池を日本市場に投入するため合弁会社ブルーム・エナジー・ジャ
パンを設立。同年 11月には、第 1号案件となる商用ビル（福岡市）に設置された燃料電池
の運転が開始され、現在までに合計 3台が導入されている。なお、Bloom Energyは米国
において、Google、Apple、本田技研工業、Wal-mart、Nokia、AT&T、eBay、Bank of 
Americaなどをはじめとする多数の企業の他、データセンター、病院、銀行、市庁舎など
へ、累計 100 MW超の導入実績がある。
　溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）については、日本において商品化はされていないが、
韓国においては国の政策の下、導入が進められている。

図 4-6　富士電機リン酸形燃料電池の導入状況
出典：富士電機資料
資源エネルギー庁 燃料電池推進室「業務・産業用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 2 月 3 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成
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4-3　燃料電池自動車

（2）　今後の見通し
　業務・産業用燃料電池については、既に実用化されているリン酸形燃料電池に続き、2017
年には発電効率が比較的高い固体酸化物形燃料電池の市場投入を目指すこととしており
（「水素・燃料電池戦略ロードマップ」）、NEDO事業による実証研究が進められている。
　業務・産業用燃料電池の世界市場は、北米において市場拡大が先行し、国の政策として
燃料電池による発電事業を進める韓国が続いている。業務・産業用燃料電池の 2025年の市
場規模は、日本で 226億円と試算されている一方、諸外国では約 7,000億円との試算もあ
る（図 4-7）。

4-3　燃料電池自動車

（1）　市場の現状
　現在、国内においてはトヨタ自動車、本田技研工業、日産自動車が燃料電池および燃料
電池自動車の開発を行っている。
　トヨタ自動車は 1992年に開発を開始し、1996年 10月に水素貯蔵方法として水素吸蔵合
金を用いた燃料電池自動車を一般に公開後、2002年 12月に国内でリースを開始、2005年
7月には型式認証を取得した。2008年 6月には氷点下始動性を大幅に向上させた FCHV-
advの発表を行っている。トヨタ自動車は開発当初から自社開発の燃料電池を搭載してい
るが、燃料電池自動車の発表に合わせて燃料電池の小型・高性能化の改良が図られ、最新

図 4-7　業務・産業用燃料電池システム世界市場見通し
出典：2013 年度版燃料電池関連技術・市場の将来展望（富士経済）より NEDO
作成

2011

市
場
規
模

欧州

北米

アジア

日本

0

200,000

100,000

400,000

300,000

600,000

800,000

500,000

700,000

（百万円）

2015 2020 2025 （年）



82

第 4章　水素エネルギーの市場の現状と展望

型の燃料電池自動車に搭載された燃料電池システムは、単位容積あたりの発電出力が 3.1 
kW/Lに達しており、開発当初に比べ大幅な性能向上が図られている。さらに、2013年 10
月の東京モータショーにて新しい燃料電池自動車のコンセプトカー「FCV Concept」を発
表し、2014年 12月 15日には燃料電池自動車「MIRAI」の一般販売を開始した。この価格
は約 723万円であり、経済産業省の購入補助金 202万円を加味すると約 521万円となる。
　本田技研工業は 1999年に自社開発の燃料電池を搭載したメタノール改質型燃料電池自動
車と Ballard Power Systemsの燃料電池を搭載し水素吸蔵合金を水素貯蔵材として用いた
直接水素型の燃料電池自動車をそれぞれ発表した。2000年には Ballard Power Systemsの
燃料電池を用い、4人乗車可能な直接水素型燃料電池自動車を開発し、北米のカリフォル
ニア州の CaFCPに参加した。2001年に航続距離を 180 kmから 300 kmに向上させた燃料
電池自動車を開発した。さらに、2002年には自社開発の燃料電池を搭載した改良型の燃料
電池自動車を開発し 2002年 12月にはトヨタ自動車と同時に国内のリース販売を開始した。
2003年には－20℃からの起動が可能な燃料電池自動車を発表している。2006年に 9月に
FCX Conceptの発表を行い、2007年には FCXクラリティを発表し、リースを開始した。
さらに、2013年 12月のアメリカのロサンジェルスモータショーにて FCEV Conceptを発
表し、2014年 11月 17日には、このコンセプトカーをベースとした市販車を 2015年度内
に市販すると発表した。
　日産自動車は 2001年に、Ballard Power Systemsの燃料電池を用いた直接水素形燃料電
池自動車を発表した。その後、米国 UTC-FCの燃料電池を搭載した燃料電池自動車を 2002
年に、UTC-FCと共同開発した燃料電池を搭載した燃料電池自動車を 2003年に発表した。
2005年には自社開発した燃料電池を搭載した燃料電池自動車を発表した。2008年、2010
年には性能向上・小型化を図った新しい自社開発の燃料電池を発表している。

（2）　今後の見通し
　燃料電池自動車の普及拡大のカギとなる燃料電池システムのコストについて、「水素・燃
料電池戦略ロードマップ」では 2020年頃に市場投入されるモデルでは、2015年に販売さ
れるものと比較して半減、2025年頃にはさらに半減することを目標としている。また燃料
電池の適用分野の拡大のため、2016年には燃料電池バスが市場投入される見通しである。
　この燃料電池自動車を含む次世代自動車の普及台数に関する政府の目標は、「2030年ま
でに次世代自動車の新車販売に占める割合を 5割から 7割とすること」（「日本再興戦略」
平成 25年 6月）としている。
　燃料電池自動車の世界市場は、日本と欧州において立ち上がり、2020年以降急速な拡大
が見込まれており、2025年における市場規模は、日本において約 1兆円、世界では約 3兆
円との試算もある（図 4-8）。
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4-4　水素供給インフラ

■ 4-4-1　水素供給の見通し

　現在、国内の水素供給は 150億 Nm3程度であり、その大半は製油所における脱硫プロセ
スや工場におけるボイラーなどの燃料として自家消費されており、産業ガスとして外販さ
れている水素は 2億 Nm3程度にとどまっている。
　しかしながら、製油所の水素製造装置を用いた追加的な水素製造や、苛性ソーダ製造に
伴って発生する副生水素の外販、さらには追加的に導入される水素製造設備による水素製
造などによって、2030年頃の追加の供給ポテンシャルは 120～ 180億 Nm3程度になると
の試算がある（図 4-9）。
　この追加的な水素供給量は、燃料電池自動車換算で 900万～ 1,300万台程度であること
から、当面の間は国内の水素供給能力で対応可能とも考えられる。
　しかし、水素発電が現実化すると、より大きな水素需要が発生することになる。仮に
2030年までに新設・リプレースされる LNG火力発電に 50％の水素が混合された場合（混
焼）、水素需要は最大で 220億 Nm3が必要になり、我が国の供給ポテンシャルを超過する
可能性があるとの試算もある。

図 4-8　燃料電池自動車世界市場見通し
出典：2013 年度版燃料電池関連技術・市場の将来展望（富士経済）より NEDO 作成
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■ 4-4-2　水素コスト

　現状では燃料電池自動車向け水素のコストの約 6割を水素ステーションの整備・運営費
が占めている（図 4-10）。また、水素ステーションの稼働率の高低によって水素コストは
大きく変動することから、市場初期の稼働率が低い期間の水素ステーションを如何に下支
えし、稼働率を如何に早期に高めていくかが重要となる（図 4-11）。
　今後、水素発電の導入により、安定的かつ大規模な水素需要が生じ、これに対応するた
めの大規模な水素サプライチェーンが構築されることによって水素コストが下がり、燃料
電池自動車などの他の水素利活用分野への波及効果も期待される。
　水素の製造方法の違いによる、水素製造コストの違いを表 4-1に示す。副生水素や既存
設備を使った石油精製からの製造コストがほぼ同程度のコストである。また、電力料金、
化石燃料価格などの上昇などに伴い、現在ではコストが高くなっているものもあると推定
される。
　2010年に作成した NEDO燃料電池・水素技術ロードマップ 2010では、水素供給コスト
の目標として 2015年頃で 90円/Nm3、2020年頃で約 60円/Nm3、2030年頃で約 60～ 40
円/Nm3と提示している。この目標値は、2010年当時の LNG価格、ガス価格、電気代など
及び水素ステーション設置コストの現状値、予測値を用いて試算した値となっている。

図 4-9　水素需給ポテンシャル（試算の一例）
出典：みずほ情報総研
資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成
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出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

図 4-10　水素コスト構造（ナフサ改質）
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表 4-1　各種製造法の違いと製造コストの関係

製造コスト
（円/Nm3） 備　　　考

副生水素

苛性ソーダ 20 ・各種資料からの引用であり、詳細は不明。

鉄鋼 24 〜 32

・各種資料から 12 〜 20 円/Nm3。
・「水素社会における水素供給者のビジネスモデルと石油産業の位

置付けに関する調査報告書」（石油産業活性化センター、平成
15 年）では 16.3 円/Nm3 であるが、最新のエネルギー価格に
基づくと 28.1 円/Nm3 となり、上記の価格に比べ 12 円の上昇。

石油化学 20 ・各種資料からの引用であり、詳細は不明。

目的生産
（既存設備）

石油精製 23 〜 37

・各種資料から 10 〜 24 円/Nm3。
・「水素社会における水素供給者のビジネスモデルと石油産業の位

置付けに関する調査報告書」（石油産業活性化センター、平成
15 年）では 11.1 円/Nm3 であるが、最新のエネルギー価格に
基づくと 23.7 円/Nm3 となり、上記の価格に比べ 13 円の上昇。

アンモニア N.A.

目的生産
（新規設備）

化石燃料等
改質

31 〜 58
（※）ランニングのみ

・改質器の設備費などは含まない。
・改質効率を 70％と想定。
・都市ガス（工業・商業用）1.7 円/MJ、A 重油 1.4 円/MJ、

LPG2.9 円/MJ、ナフサ 1.8 円/MJ。
・PSA 用電力は 0.33kWh/Nm3-H2。2012 年の電力平均単価

16.5 円/kWh。

水電解

84
（系統電力）

76 〜 136
（風力〜太陽光）
（※）ランニングのみ

・電解装置の設備費などは含まない。
・電解効率を 70％と想定。
・系統電力は 2012 年の電力平均単価 16.5 円/kWh。
・調達価格算定委員会資料に基づき、風力発電は 30 万円/kW、

太陽光は 10kW 以上を 29 万円/kW、10kW 未満を 38.5 万円/
kW とし、コストなど検証委員会の手法により発電単価を推計
すると、各々 14.9 円/kWh、23.6 円/kWh、26.8 円/kWh。

・水素製造は発電サイトでの電解を想定していることから、送電
コストは含まない。

（※）過去の各種調査より抜粋しており、必ずしも同じ前提に従って計算されたものではない。

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料［3］】
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4-5　水素ステーション

　試算方法としては、2015年頃の目標値は水素ステーションコストから水素供給コストを
計算するボトムアップアプローチ、2020年頃の目標値は、燃料電池自動車の燃費優位性も
考慮した上でガソリン等価となる水素供給コストを求め、その水素供給コスト目標から水
素ステーションコストを求めるトップダウンアプローチを用いている（図 4-12）。
　今後、最新の各種原料価格及び水素ステーションの設置コストをベースに、経済産業省
の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」に記載された 2020年頃、2025年頃のマイルスト
ーンに即した形で水素供給コストの試算を行っていく必要がある。

4-5　水素ステーション

■ 4-5-1　現状

　我が国としては、現在、四大都市圏を中心に 2015年度内に 100ヶ所程度の水素ステーシ
ョンを展開することを目指している。
　現在の水素ステーションの整備費は 4～ 5億円程度（供給能力 300 Nm3/hの固定式ステ
ーションの場合）であり、一般的なガソリンスタンド（整備費 1億円程度）と比べると、
非常に高額となっている（図 4-13）。
　規模や仕様が異なるため単純な比較が困難であるが、同一の水素供給能力で比較した場
合、我が国のステーションは欧米の水素ステーションより 1.5億円高いとの試算がある（表
4-2）。

図 4-13　水素ステーションの整備費の内訳
（2013年度水素供給設備整備補助金申請額の平均値）

出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」【参考資料［1］】
より NEDO 作成

土木工事費
0.70

0.50

0.60

0.600.30

0.50

1.40 機器工事費
その他各種配管
ディスペンサ
プレクーラ
蓄圧器
圧縮機

単位：億円

合計　4.6 億円
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■ 4-5-2　今後の展開

　まずは、技術開発を通じて低コスト化を進めるとともに、水素ステーションに係る規制
の見直しを通じて、より安価な設計や材料が使用できるようにすることが必要である。水
素ステーションコストの低減は、そのまま水素供給コストの低減につながる。
　また、水素ステーションの適切な配置も必要である。初期段階においてユーザーに不安
感や過度な不便を感じさせないように、適切なロケーションに配置することが必要である。
　NEDO燃料電池・水素技術ロードマップ 2010では、水素供給コストの目標として 2020
年頃で約 60年/Nm3と提示しているが、この水素供給コストを実現できるオンサイトステ
ーションコスト目標を約 2億円（500 Nm3/h規模）と見積もっている。また、同時に約 2
億円で 500 Nm3/hステーションを実現できた場合には、300 Nm3/hステーションは約 1.5
億円程度で実現可能とも見積もっている。（これは、一般にプラントの規模拡大時のコスト
上昇では 0.7乗則が当てはまるため、300 Nm3/hから 500 Nm3/hへのスケールアップでの
コストアップは（500/300）0.7＝ 1.4倍と予測できるためである。）。ただし、2010年当時か
らステーション仕様も変わってきていることから、これらの数値についても今後、検証が
必要である。
　国内の水素ステーションの設置見通しについては、富士経済は累積件数として 2020年に
519ヶ所、2025年に 1,169ヶ所と市場見通しを示している（2012年版　水素燃料電池関連
市場の将来展望　富士経済）。
　またデロイトトーマツコンサルティングは、2013年 8月のニュースリリースで 2025年
の水素ステーション数は日本国内で 493ヶ所、日本、米国、欧州で総計 3,098ヶ所と見通
している。

表 4-2　水素ステーションの構成機器に関する日本と欧州の比較
※水素供給能力を 340 Nm3/h に揃えた場合（単位：億円）

費目 日本 欧州 差異の理由

圧縮機 1.3 0.8　　 　　−0.5
・欧州は量産を見込んだ価格設定
・使用材料、設計基準の差

蓄圧機 0.6 0.1　　 　　−0.5
・欧州は安価な type2 容器の使用
・欧州は汎用材を使用

プレクーラ 0.4 0.2　　 　　−0.2 ・欧州は量産を見込んだ価格設定

ディスペンサー 0.5 0.2　　 　　−0.3 ・欧州は汎用材を使用

合　計 2.8 1.3　　 　　−1.5

（注 1）各国の商慣行などによって工事費は大きく異なるため、上記表は工事費を含まない金額。
（注 2）（　）内は、日本との比較。
出典：燃料電池実用化推進協議会
資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」第 3 回水素・燃料電池戦略協議会

（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】
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5-1　水素の性質

　水素と身近なエネルギーであるガソリン・天然ガス（都市ガスの主成分）などとの物理
的性質の比較を表 5-1に示す。
　水素はガソリン・天然ガス同様に可燃性ガスであり、高圧下においては金属材料を脆化
するという特徴がある。一方で空気中での拡散が速く、着火温度が高いことから自然発火
しづらい、熱放射による被害や類焼が少ないという特徴もある。
　水素もガソリンや天然ガスと同様に、その性質、特徴を踏まえ、安全に使いこなす技術
と社会制度を確立することが必要である。

　水素利用を普及させるためには、一般市民の燃料電池及び水素に関
する認識向上や安全性に関する危機意識低減など、水素についての社
会的な受容性の向上が必要不可欠と考えられる。本章では水素エネル
ギーに関しての安全性確保のための取り組みの現状や、社会受容性向
上に向けた取り組みについて述べる。

水素エネルギーの社会受容性

第 5章
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5-2　水素の安全利用のための規制

■ 5-2-1　高圧ガス保安法

　水素に適用される法律などの規制の中では、「高圧ガス保安法」が中心的な役割を果た
す。高圧ガス保安法は、高圧ガスによる災害を防止するために定められた法律であり、高
圧ガスの製造・輸入から貯蔵、販売、移動、消費、廃棄に至るまでの、ライフサイクル全
般にわたって、
・高圧ガスの製造、貯蔵、販売、移動その他の取扱及び消費並びに容器の製造及び取扱
を規制

・民間事業者及び高圧ガス保安協会による高圧ガスの保安に関する自主的な活動を促進
することを通じて、公共の安全を確保することが目的である。この「高圧ガス保安法」を
補完するものとして、技術上・保安上の基準が政令、省令・規則、告示などにより定めら
れている（表 5-2）。

表 5-1　水素・メタン・プロパン・ガソリンの物理的性質の比較

水素 メタン プロパン ガソリン 水素の特性

拡 散 係 数（空 気
中）［cm2/s］

（1atm、20℃）
0.61 0.16 0.12

0.05
（ガス状）

拡散しやすい。
小孔から透過しやすい。

金属材料を脆化 あり なし なし なし
金属をもろく、割れやす
くする。

最小着火エネルギ
ー（mJ）

0.02 0.29 0.26 0.24 着火しやすい。

燃焼範囲（下限─
上限）［vol％］

4.1 ─ 75 5.3 ─ 15 2.1 ─ 10 1.0 ─ 7.8 燃焼可能濃度範囲が広い。

熱放射（輻射率ε）
0.04 〜

0.25
0.15 〜

0.35
ガソリン並

0.3 〜
0.4

熱放射による被害や類焼
は少ない。

最大燃焼速度
［cm/s］

346 43.0 47.2 42.0
爆風圧が大きい。ジェッ
ト火炎が保炎しやすい。

燃焼熱［MJ/Nm3］
真発熱量

10.77 35.9 93.6 ─
熱量を確保するのに高圧
を要す。

出典：エネルギー総合工学研究所
「エネルギー総合工学研究所における水素拡散、燃焼基礎物性の研究について」（2008 年 7 月 30 日）
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　高圧ガス保安法では、高圧ガスを製造、貯蔵、消費、移動する者が、取り扱う高圧ガス
の種類、供給する設備の製造能力、高圧ガスの貯蔵量などに応じて安全上講じるべき措置
が定められている。また、業務の実施にあたっては、その内容によって事業所ごとに都道
府県知事からの許可が必要となっている（表 5-3）。
　また、製造、貯蔵、販売、消費、廃棄それぞれにおいて、安全上の規制として、省令な
どによって定められた技術上の基準への適合、災害発生防止や保安活動に係る規定の整備、
従業者への保安教育、保安検査の実施、保安に係る責任者統括者の選任などが定められて
いる。

表 5-2　高圧ガス保安法の構造

政令
・高圧ガス保安法施行令
・高圧ガス保安法関係手数料令

内閣で制定する、製造・貯蔵の許
可・届出の必要な値などの定め

省令・規則

・一般高圧ガス保安規則
・液化石油ガス保安規則
・コンビナート等保安規則
・冷凍保安規則
・容器保安規則
・特定設備検査規則

経済産業大臣が制定する技術基準
や申請手続などの定め

告示

・高圧ガス保安法施行令関係告示
・製造施設の位置、構造及び設備並びに製造に方

法等に関する技術基準の細目を定める告示
・高圧ガス設備等耐震設計基準
・保安検査方法を定める告示 など

経済産業大臣が制定する技術基準
の細目の定め

その他

・高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈
について

・高圧ガス保安法令関係例示基準
・保安検査基準（KHKS シリーズ）　など

省令に定める技術的要件を満たす
詳細基準を例示するもの（例示基
準など）　など

出典：各種資料より NEDO 作成
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■ 5-2-2　その他の規制

　水素の安全に関しては、高圧ガス保安法以外にも様々な法律によって規制が定められて
いる。関係する法律を表 5-4に示す。

表 5-3　高圧ガスを取り扱う事業者の種類と許可・届出の要否

事業者の種類 条　件 許可／
届出 備考

第 1 種製造者

以下の高圧ガス製造者
第 1 種ガスの製造≧ 300 m3／日
第 1 種ガス以外の製造≧ 100 m3／日
第 1 種ガスとそれ以外のガスの製造（略）

許可
第 1 種ガス：
ヘリウム、ネオン、アルゴ
ン、クリプトン、キセノ
ン、ラドン、窒素、二酸化
炭素、フルオロカーボン

（可燃性のものを除く）ま
たは空気。

第 2 種製造者
高圧ガスの製造の事業を行う者（第 1 種製造
者以外）

届出

第 1 種貯蔵所

以下の量の高圧ガスを貯蔵する事業所
第 1 種ガスの貯蔵量≧ 3,000 m3

第 1 種ガス以外のガスの貯蔵量≧ 1,000 m3

第 1 種ガス及びそれ以外のガスの合計（略）

許可

第 2 種貯蔵所 合計貯蔵量≧ 300 m3 届出

その他貯蔵所 0.15 m3 ≦合計貯蔵量＜ 300 m3 不要

特定高圧ガス
消費者

次の高圧ガスを下記の貯蔵能力以上で消費す
る者
圧縮水素≧ 300 m3

圧縮天然ガス≧ 300 m3

液化酸素≧ 3,000 kg
液化石油ガス≧ 3,000 kg
その他 省略

届出

特定高圧ガス：
①モノシラン、ホスフィ
ン、アルシン、ジボラン、
セレン化水素、モノゲルマ
ン、ジシランの圧縮ガスお
よび液化ガス。
②圧縮水素および圧縮天然
ガスの容積 300 m3。液化
酸素、液化アンモニアおよ
び液化石油ガスの 3,000 
kg 以上、液化塩素の 1,000 
kg 以上。

その他消費者 可燃性・毒性ガス及び酸素の高圧ガスの消費者 不要

出典：各種資料より NEDO 作成
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5-3　水素に関する安全対策の現状

■ 5-3-1　基本的な考え方

　水素は、滞留させてしまうと一定の割合で空気と混合した状態となり、引火によって爆
発するが、水素は最も軽い気体であり空気拡散性が高い。安全に利用するためには、まず
は漏洩の防止に努め、仮に漏洩した場合でも速やかに拡散させ、滞留を防ぐことが必要で
ある。
　現在、水素を利活用しようとする設備は、部屋の天井に隙間を設けたり、強制換気を行
ったりして、仮に水素が発生・漏洩しても、部屋の中に滞留しないように工夫されている。
　例えば、福岡県糸島市にある水素エネルギー製品研究試験センター（HyTReC）の場合、
高圧水素試験室には外れやすい折板屋根を採用、さらに連続の強制換気によって、常に室
内の空気が入れ替わり、万が一水素が試験設備から漏れた場合でも室内に滞留しない工夫
がされている（図 5-1）。

表 5-4　高圧ガス保安法以外の水素安全に関係する主な法律

消防法
水素ガス施設（高圧ガス製造所、貯蔵所）と、危険物施設（製造所、
貯蔵所及び取扱い所など）との間に保安距離を設けることなどが定め
られている。

建築基準法
可燃性ガスである水素について用途地域毎に最大貯蔵量の制限が定め
られている。

石油コンビナート等災
害防止法

水素の大量処理の場合、処理量により第一種・第二種に区別され、災
害防止基準などが定められている。

道路運送車両法・道路
交通法・港則法

高圧ガスの輸送時に起こり得る危険事態を予測し、重量制限や使用車
両及び船について規制が定められている。

出典：各種資料より NEDO 作成
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■ 5-3-2　水素ステーションにおける安全対策

　現在、水素ステーションを設置する場合は、水素ステーションの関連法規である高圧ガ
ス保安法、消防法及び建築基準法の遵守が不可欠であり、この法令において設置・運用に
関する安全性が担保されている。現在、これら関連規制については、実際の水素ステーシ
ョン建設・運用の効率化に向けた見直し（市街地における水素貯蔵量の増加、設計係数の
見直し、使用可能鋼材の種類の拡大など）が進められているが、この場合にあっても、技
術的に安全性を証明することが前提となっている。
　実際の水素ステーションにおける安全対策を図 5-2に示す。漏洩防止、早期検知、滞留
防止、引火防止及び火災時の影響軽減を基本的な方針とした上で、水素ステーションを構
成するそれぞれの機器において対策を講じている。
　この他の取り組みとしては現在、NEDO事業の一環として水素ステーションの緊急時対
応ガイドラインの整備が進められている。
　今後、さらに安全性を高めていくため、トラブルの未然防止や発生時の迅速な対応を効
率的に実施する方法の確立が必要であり、これまでの水素ステーションの運用上得られた
知見や、今後建設される商用ステーションにおける情報をデータベース化するとともに、
これを日々の運用やメンテナンスに活用するツールや、情報を活用した運用のための人材
教育・育成手法のツールなどの開発が NEDO事業によって進められている。

図 5-1　水素エネルギー製品研究試験センターの高圧水素試験室における安全対策
出典：水素エネルギー製品研究試験センター「水素エネルギー製品研究試験センターの紹介」
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■ 5-3-3　燃料電池自動車における安全対策

　燃料電池自動車に関する安全対策については、日本は 2005年に世界で初めてその基準を
策定した（「圧縮水素ガスを燃料とする燃料電池自動車等の基準」）。この基準では、衝突時
の安全を含む水素安全と高電圧（感電保護）に関する安全基準が盛り込まれており、水素
安全関係については、
・水素ガスを漏らさない、漏れても滞留させない、漏れたら検知し遮断する
・水素を含むガスを排出する場合には、安全に排出する
・衝突時でもガソリン車などと同等の安全性確保（水素ガス漏れ抑止）を行う
　を基本的な考え方とし、配管やその接続部の気密性能、水素漏洩時の滞留や車室内侵入
防止のための機器取り付け位置や方法、水素漏洩検知器の取り付け位置及び性能、衝突
（前・後面衝突、側面衝突）時の水素漏洩抑止方法などの技術的要件が規定された。
　この基準をもとに、燃料電池自動車の車両については道路運送車両法、水素タンクにつ
いては高圧ガス保安法によって安全に対する措置が規定されている（図 5-3）。
　現在、燃料電池自動車の安全対策としては、水素による脆化を受けない金属材料（ステ
ンレス SUS316など）の使用、センサーを用いた水素漏洩防止システム、火災時における

図 5-2　水素ステーションの安全対策
出典：水素供給・利用技術研究組合資料より NEDO 作成
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管理体制●水素を漏らさない ●漏れたら早期に検知し、拡大を防ぐ
●水素が漏れても溜まらない ●漏れた水素に火が付かない
●万が一、火災等が起こっても周囲に影響を及ぼさない又は影響を軽減する

●耐震設計（地震対策）
●温度検知器による冷却（散水）設備（温度上昇防止）
●●ガス検知器による自動停止装置
●火災検知器による消火（散水）設備

水素製造設備

圧縮機

●耐震設計（地震対策）
●●ガス検知器と機器異常検知による
自動停止装置

●換気設備（インターロック機構装備）
●鋼鉄製のケーシング

●耐震設計（地震対策）
●●ガス検知器と機器異常検知による
自動停止装置

●換気設備（インターロック機構装備）
●障壁構造のケーシング
●障壁

ディスペンサー

蓄圧器
●充填ノズルへの緊急離脱カプラー（誤発進対策）
●充填条件の制御機能（過充填及び過大流速防止）
●●ガス検知器による自動停止装置
●水素が滞留しないキャノピー（屋根）構造
●火災検知器による消火（散水）設備

●耐震設計とフレーム構造（地震対策）
●温度検知器による冷却（散水）設備（温度上昇防止）
●リークビフォーバースト設計による容器破裂防止
●●ガス検知器による自動停止装置
●緊急遮断弁（圧力制御）
●安全弁、圧力リリーフ弁
●火災検知器による消火（散水）設備

●●専門知識を有する有資格者による保安管理
●●定期的な点検・検査（設備劣化による事故防止）
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水素容器の破裂を避けるための一定温度でタンク内のガスを放出させる熱作動式の安全弁
の設置などが講じられている。
　2003年には、NEDOの支援により日本自動車研究所（JARI）に設置された水素・燃料
電池自動車安全評価試験施設（HySEF）において、車両衝突試験や耐爆火災試験など、安
全性の評価が実施されている（図 5-4）。この安全性評価試験によって得られたデータは、
規制の見直しや安全性基準の策定などに活用されている。

図 5-3　燃料電池自動車に関する法律
出典：経済産業省「（審議）燃料電池自動車からの一般住宅等への給電（V2H）の実施に向けた法
的環境整備について」より NEDO 作成

高圧ガス保安法容器保安規則

■容器の規格⇒ 第 7条
■付属品の規格⇒ 第 17条

道路運送車両法の保安基準

■燃料装置の安全⇒ 第 17条
■電気装置の安全⇒ 第 17条の二第 3項

減圧弁

水素充填口

圧縮水素容器

付属品
(容器主止弁、逆止弁、圧力逃がし装置）

H2

高圧水素システム
（圧縮水素容器・付属品）

車両

水素空気

水

電気
燃料電池モーター 圧縮水素容器

図 5-4　HySEF 全景
出典：日本自動車研究所
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　一方、自動車や自動車部品については、国際商品として世界的に流通することを踏まえ
て、各国で異なっている環境・安全性に関する技術基準を国際的に調和させることを目的
に、国連において統一的な基準が策定されている。燃料電池自動車の安全性に関する技術
的な基準についても国連において議論が行われ、2013年 6月に「水素燃料電池自動車の安
全性に関する世界統一基準（HFCV-gtr）」が成立した（図 5-5）（HFCV-gtr：Hydrogen 
Fuel Cell Vehicle ─Global Technical Regulations）。

5-4　水素の社会受容性

　新規のエネルギーに対して、人がなんらかの不安を感じるのは一般的な心理である。必
要なことは、そのエネルギーを安全に使いこなす技術を確立し、実績を積み、それを正し
く知ってもらうことで、人の安心を育成することである。これらを合わせて一般に社会受
容性（Public Acceptance）という。
　水素エネルギーに対する社会受容性を調査し、これを高めるためのプロジェクトが世界
各国で実施されている。

図 5-5　世界統一基準の概要
出典：国土交通省「燃料電池自動車の安全性（四輪）」
2013 年度　第 1 回車両安全対策検討会（2013 年 7 月 1 日）より NEDO 作成

水素漏れ防止

感電防止

水素タンク強度

衝突時安全性

水素漏れ防止 ・排気される気体の水素濃度が 4％を超えないこと。

感電防止 ・高電圧の電気装置に直接接触できないよう被覆すること。

衝突時安全性 ・車両衝突後 60分間の水素放出が、1分当たり 118NL※を超えないこと。

水素タンク強度 ・22,000 回の圧力サイクルに耐える耐久性を備えること。

※NL：ノルマルリットル（0度 1気圧時の容量）

主な基準内容
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■ 5-4-1　水素エネルギーに関する見方

　日本においては NEDO事業として、水素供給・利用技術研究組合（HySUT）が、水素
エネルギーや燃料電池自動車に対する意見や見方についてアンケート調査を行っている（表
5-5）。この調査では、東京モータショーでの HySUTの展示ブースへの来場者や燃料電池
バスの試乗者に対してアンケートを実施し、755の回答数を得た。
　調査結果によると、水素の特性やクリーンであるというイメージは概ね認識されている
が、2割強の人がガソリンなどに比べて危険とのイメージも持っている。一方で、正しく
使えば他の燃料と同じように使用して問題ないと思う人は 7割強となっている。

表 5-5　HySUTによる社会受容性アンケートの回答者数と結果

群 回答者 回答数 時期

A 展示会訪問者 431 2012 年 11 月─ 2013 年 2 月

B リムジンバス搭乗者など 324 2012 年 12 月─ 2013 年 2 月

計 755

項目 質問
そう思う
知っている

そう思わない
知らない

わからない
無回答

A B A B A B

水素エネ
ルギー

様々な資源から作り出せる 65.2 34.9 34.8 65.1

クリーンなエネルギー 81.2 71.0 6.0 6.2 12.8 22.8

ガソリンより危険 26.9 16.4 41.1 49.4 32.0 34.2

正しく取り扱えば問題ない 80.0 65.1 4.6 5.3 15.4 29.6

燃料電池
自動車

知っている 97.7 81.5 2.3 18.5

水素エネルギーを用いる電気自動車 85.4 47.2 14.6 52.8

長距離の走行時に不安 55.2 22.8 44.8 77.2

ガソリン車と同程度の所要時間で充
填可（約 3 〜 5 分）

29.9 6.8 70.1 93.2

水素ステ
ーション

知っている 86.1 49.4 13.9 50.6

ガソリンスタンドより危険 27.9 9.6 34.6 44.8 37.5 45.6

様々な安全対策が設けられている 61.3 42.9 7.0 5.9 31.7 51.2

自宅や職場の近くに建設する事には反対 28.1 20.7 44.3 44.1 27.6 35.2

（ガソリンスタンドについて）自宅
や職場の近くに建設する事には反対

（27.1）（26.2）（47.3）（43.8）（25.6）（30.0）

出典：水素供給・利用技術研究組合

（％）
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　また、自宅・職場の近くでの建設には 3割程度が反対となっており、これはガソリンス
タンドに対する意識とほぼ同等である。
　社会受容性に関する同様な調査は、ドイツにおいても行われている。ドイツでは 2009～
2013年に、市民の水素エネルギーに対する意見や見方に関する全国的な調査「HyTrust」
が実施された。この調査では、少人数のグループによるインタビュー、全国 1,000人以上
の電話インタビュー、ランダムに選ばれた市民 16人による週末セミナー（市民会議）など
を行った。
　その結果、市民の大半は燃料電池自動車の導入には賛成で、燃料電池自動車を安全と考
えており、また水素ステーションについてもガソリンスタンドよりも心配という意見は少
数であった（図 5-6）。
　また市民会議では、6日間にわたる週末セミナーと自由討議を通じて、賛成・反対意見
を盛り込んだ最終報告「市民の意見表明」を発表し、水素の社会受容性を高めるための提
案を行っている（表 5-6）。

図 5-6　ドイツ「HyTrust」プロジェクトでの電話インタビュー調査結果
出典：HyTrust「Social acceptance of hydrogen mobility in Germany」（2014 年 6 月 24 日）よ
り NEDO 作成

水素車両の導入には賛成ですか、
反対ですか。 反対

強く反対
強く反対

やや反対

やや反対やや同意

やや同意強く同意

強く同意I’m against
3％I don’t care

6％

I don’t feel
competent to
answer this
question
28％

I’m in favour
63％

strongly disagree
2％

strongly agree
47％

strongly disagree
34％

tend to disagree
43％

tend to agree
17％

strongly agree
6％

tend to agree
42％

tend to disagree
9％

分からない

自信もって
回答できない

賛成

（2013 年 1月、回答者数 1,012 人） （2013 年 1月、回答者数 1,012 人）（2013 年 1月、回答者数 1,012 人）

水素車両が販売されたときには、
それは安全だと考えますか。

ガソリンスタンドの隣に住んでいる
より、水素ステーションの隣に住む
ほうが心配だ。

表 5-6　HyTrust の市民会議での知見

・環境適応性、安全性、取り扱い、コスト、エネルギー技術革新を市民に伝える。
・行政やメディアは市民への情報提供を自動車メーカーや電力会社に任せない。
・意思決定プロセスに多くの人を参加させるようにしなければならない。これにより新技術は消

費者に拒絶されずに導入されるチャンスが拡大。
・市民や消費者は、明確で正確な情報を受け取る権利がある。一部の利益団体・企業の宣伝情報

のみではいけない。
・情報発信は行政およびメディアの責任。
・技術革新がもたらす利益が、公共に資するという利益分配の合意があるならば、市民と消費者

の社会受容性は向上する。

出 典：HyTrust「Citizens' statement on hydrogen mobility （Berlin conference, 2011）」 よ り
NEDO 作成
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■ 5-4-2　社会受容性の向上に関する取り組み

　社会受容性の向上のためには、水素の安全性を高めて信頼を獲得することや、燃料電池
や水素に関する理解増進のための積極的な情報発信が必要である。このうち、水素の安全
性を高めるための仕組みや技術については 5-2、5-3で述べたとおりである。
　燃料電池や水素に関する理解増進のための情報発信については、燃料電池自動車の実用
化が近づいている段階において、一般の方を対象とした取り組みが重要である。このため、
NEDO事業の一環として、これまでの研究開発の成果などを活用し、実物に触れる機会を
設けるといった、より伝わりやすい取り組みを進めている（図 5-7）。
　米国では、エネルギー省（DOE）を中心に社会受容性向上の取り組みが行われている。
市民や地方政府、企業に対する情報発信の他、事故時の初期対応者（First Responder）で
ある消防士や救命士に対するトレーニングを国家的に進めていることが特徴である。また、
だれでも参加できるWEBセミナーやオンラインツールを充実させるとともに、スマート
フォン向けの水素アプリや、水素ステーションなどの代替燃料スタンドのロケーションを
示したアプリを公開している（図 5-8）。

図 5-7　社会受容性向上に向けた情報提供の取り組み
出典：水素供給・利用技術研究組合、JX 日鉱日石エネルギー

FC-EXPO における燃料電池自動車試乗会 小学生を対象とした見学・体験会

図 5-8　米国エネルギー省の取り組み
出典：米国エネルギー省 Pacific Northwest National Laboratory「Scientists 
create new hydrogen fuel safety app」／ iPhone「Hydrogen Tools-iTunes」

消防士に対するトレーニング 水素アプリ「Hydrogen Tools」
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6-1　水素エネルギー技術の全体像

　水素エネルギー技術は、水素製造技術、水素貯蔵・輸送技術、水素供給・利用技術に大
別される（表 6-1）。

表 6-1　水素エネルギー技術の概要

水素製造 水素貯蔵・輸送 水素供給・利用

　水素を他のエネルギーから
製造する過程である。ここに
は水素を純化する水素精製プ
ロセスも含まれる。
　水素を国内で製造するとと
もに、長期的には水素を海外
で製造し、CO2 フリー化して
輸入することも計画されてい
る。

　水素を製造地から需要地に
輸送し、利用のために一定時
間の貯蔵するための技術が必
要である。
　現状では圧縮水素、液化水
素にて供給されている。燃料
電池自動車では水素の車載の
ため圧縮水素が用いられてい
る。
　海外で製造された水素を輸
入する場合には、有機ハイド
ライドや液化水素などの技術
の適用が検討されている。

　水素をエネルギーとして最
終的に利用する。
　燃料電池自動車をはじめ、
定置用燃料電池（純水素型）
や燃料電池フォークリフトな
どの用途がある。
　水素をこれらの最終用途に
供給する技術（水素ステーシ
ョンなど）も重要な要素である。
　将来においては、大量の水
素を需要し、水素の低コスト
化を促す利用技術として、水
素発電も期待されている。

　水素エネルギー技術は製造段階から利用段階まで多岐にわたる。本
章では、水素エネルギー技術を俯瞰するとともに、その現状と課題、
将来の見通しを解説する。

水素エネルギー技術

第 6章
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　図 6-1に水素の製造・貯蔵・利用に係る将来イメージを示す。短期的には天然ガスやナ
フサなどの化石燃料の改質や副生水素を用いることになるが、将来的には海外から大規模
に水素を調達することで、低コスト化と供給量拡大を進め、本格的な水素社会を実現する
ことが想定されている。
　海外で水素を製造する場合は、まずは副生水素などの未利用エネルギーからはじまり、
将来的には、化石燃料の改質で製造した後で二酸化炭素の回収・貯蔵（CCS）を適用し、
事実上 CO2フリー化することが考えられているほか、再生可能エネルギーが豊富な国や地
域で水素を製造し、これをエネルギーとして最終利用することで、我が国の低炭素化に貢
献することが期待されている。
　水素の輸送・貯蔵では、有機ハイドライドや液化水素といった技術が適用され、国内輸
送・貯蔵ではさらに、パイプラインや圧縮水素などの技術も利用されることになる。
　水素の利用では、燃料電池自動車に加え、定置用燃料電池の普及も拡大し、さらに水素
発電の本格化によって、水素の利活用が拡大していくことが想定される。

6-2　水素製造技術

　水素は多様なエネルギーや資源から製造することが可能である（表 6-2）。それぞれの水
素製造技術は、安定性や環境性、経済性などの面でメリットとデメリットがあり、技術の
実用化段階も勘案し、水素実用化のフェーズにあった展開を考える必要がある。
　現在は化石燃料（天然ガス、ナフサ）の改質によって工業的に製造されているほか、製
鉄所やソーダ工業からの副生水素が供給源になる。

図 6-1　水素の製造・貯蔵・利用に係る将来イメージ
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素・燃料電池について」
第 1 回水素・燃料電池戦略協議会（2013 年 12 月 19 日）【参考資料［3］】
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　将来的には、火力や再生可能エネルギーからの電力を用いて製造されることが期待され
るほか、長期的に実現が期待されるバイオマスガス化、水熱分解、光触媒などの低炭素水
素製造技術が研究開発されている。
　以下、それぞれの水素製造技術について解説する。

■ 6-2-1　副生水素

（1）　原理と特徴
　副生水素は、多様な工業プロセスから副産物として生産される水素のことである。我が
国では主に、（a）ソーダ産業から副生される水素、（b）製鉄所からの副生水素がある。

表 6-2　水素製造技術のまとめ

実用化段階 安定性 環境性
（CO2排出）

経済性

副生水素
種類によるが既に導
入されているもの多
い。

本来の目的となる
製品の生産量に左
右される。

CO2 は排出されるが
追加的な環境負荷は
無い。

福次的に生産され
るものを活用する
ため経済的。

化石燃料改質
既に導入されており
実用化段階。

安定的かつ大規模
に生産が可能。

CCS 等を用いない
限 り、CO2 が 排 出
される。

技術的に確立して
おり、比較的安価
に製造が可能。

水電解
（火力）

既に導入されており
実用化段階。

安定的かつ大規模
に生産が可能。

CCS 等を用いない
限 り、 発 電 時 に
CO2 が排出される。

改質に比べると高
コストだが比較的
安価。

水電解
（再エネ）

技術的には確立。再
エネ発電の低コスト
化が課題。

再エネの種類によ
っては出力変動が
存在。

CO2 は 排 出 さ れ な
い。

再エネ電力を活用
するため一般的に
高い。

バイオマス
技術的には確立して
いるが低コスト化が
課題。

供給地が分散して
いる。

CO2 排出量はゼロと
みなすことができ
る。

現段階ではコスト
は高い。

熱分解
研究開発段階（一部
実証も実施）。

安定的な供給が可
能。

利用する熱を何から
取るかによって異な
る。

N.A

光触媒
基礎研究段階（現在
の変換効率は 0.5％
程度）。

気象条件に左右さ
れる。

CO2 は 排 出 さ れ な
い。

N.A

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素・燃料電池について」
第 1 回水素・燃料電池戦略協議会（2013 年 12 月 19 日）【参考資料［3］】
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　ソーダ電解からの副生水素の量は、苛性ソーダの生産量に依存するが、現状で 9万トン
（10億 Nm3）程度の水素が副生している。この水素は純度が高く、すでに外販されて水素
として利用されている。
　製鉄所からの副生水素は、コークス製造する過程で生産されるガスでコークスオーブン
ガス（COG）と呼ばれる。現状で COGは、鋼材の焼鈍用や熱源、発電燃料など製鉄所内
で利用されており、水素を外販する場合には代替燃料を確保する必要がある。
　工場内における水素製造は、石油精製時の脱硫やクラッキング（重質油の軽質化）のた
めに製造する目的生産水素がある。製油所における必要量に応じて、ブタンやナフサから
水蒸気改質によって製造されており、現状では外販されていないが、製造施設の容量は余
剰があると言われている。

（2）　課題
　ソーダ電解からの副生水素は純度が高いが、製鉄所からの副生水素と石油精製プロセス
からの目的生産水素は純度が低いため、圧力変動吸着法（PSA：Pressure Swing 
Adsorption）を用いる必要がある。これは各物質の吸着剤（ゼオライトなど）に対する吸
着力が異なる性質を利用し、高圧下ですべてを吸着させ、減圧とともに脱離してくる物質
を分離していく技術であり、これにより水素では 99.999％程度の純度を確保できる。
　さらに副生水素を直接外販する場合には、出荷施設（圧縮機と出荷前の貯蔵設備）が必
要となる。
　また、将来的には水素製造の低炭素化が求められる。ソーダ電解自体は CO2を発生しな
いものの、製鉄所や製油所での水素製造プロセスでは CO2を発生させるため、大規模プラ
ントの利点を生かした炭素隔離の検討も必要になる。

（3）　実用事例
　ソーダ電解からの副生水素については、岩谷産業がこれを用いて液化水素や圧縮水素を
製造している（図 6-2）。
　また、北九州水素タウンでは、新日本製鐵八幡製鐵所で発生する副生水素を、パイプラ
インで水素ステーションや付近の公共施設や集合住宅に供給して利用する実証実験が行わ
れている（図 6-3）。
　過去の JHFCプロジェクト（JHFC-1、JHFC-2）では横浜・鶴見水素ステーションが鶴
見曹達のソーダ電解工場からの副生水素を利用していた。また 2005年の日本国際博覧会
（愛・地球博）において運用された瀬戸北水素ステーション（2005年 3月～ 9月）は、新
日本製鐵名古屋製鐵所からの COG由来水素を利用していた。
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図 6-2　ソーダ電解からの副生水素：岩谷瓦斯千葉工場と山口リキッドハイド
ロジェン

出典：岩谷産業「水素エネルギーハンドブック 第 3 版」

圧縮
精製
液化

圧縮
精製

液化

山口リキッドハイドロジェン

岩谷瓦斯千葉工場

液化水素

圧縮水素

液化水素

図 6-3　製鉄所からの副生水素：北九州水素タウン
出典：水素供給・利用技術研究組合資料より NEDO 作成
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■ 6-2-2　化石燃料改質

（1）　原理と特徴
　現状では水素の大部分は、天然ガスやナフサなどの化石燃料を改質して製造されている。
改質には水蒸気改質法や、部分酸化改質法、その両方をミックスしたオートサーマル改質
法があるが、現在主流なのは水蒸気改質法であり、特に天然ガス（メタン）を原料に用い
るものを水蒸気メタン改質（SMR：Steam Methane Reforming）と呼ぶ。SMRの改質反
応は以下の通りである。
　　CH4 ＋ H2O　→　CO ＋ 3H2

　改質反応は吸熱反応であるため、800℃程度の温度が必要である。通常は原料の一部をバ
ーナーで燃焼して必要な熱量を得ている。また、反応上はメタンと水の比率は 1：1である
が、実際には炭素析出を防ぐために 1：3の割合にしている。
　生じた COに対してはさらに水を反応させ、水素と二酸化炭素を得る。この反応を特に
シフト反応という。この反応を行うのが CO変成器である。
　　CO ＋ H2O　→　CO2 ＋ H2

　製造された水素の純度を高めるために、前述の圧力変動吸着法（PSA）を用いることが
多い。
　水蒸気改質は、大型プラントでの集中的に水素製造に活用されているほか、都市ガス（メ
タンが主成分で、熱量調整のためにプロパン、ブタンなどを含む）を原料とするオンサイ
ト水素ステーションにも応用できる（図 6-4）。
　なお、都市ガスを用いる場合には添加されている硫黄系付臭剤を除去するために、脱硫
装置が必要になる。一般的な水素製造プラントでは、水添（水素添加）脱硫方式を使用し
ている。これは、Ni-Mo系や Co-Mo系触媒上で、原燃料中の硫黄化合物を水素と反応さ
せて硫化水素化し、後段に配置した酸化亜鉛（ZnO）にてトラップ（350～ 400℃）させ、
硫黄を除去するものである。
　　R─S─R’ ＋ 2H2　→　R─R’ ＋ 2H2S　（R：有機基）
　　H2S ＋ ZnO　→　H2O ＋ ZnS
　ただし、脱硫後の燃料中にも、一般的には 0.1 ppm以下の硫黄成分を含有しており、こ
の残留硫黄成分が改質触媒を被毒して触媒寿命に影響を与えてしまうため、高レベルの脱
硫が要求される。

（2）　課題
　水蒸気改質は工業的に確立しており、技術的課題は少ない。
　ただし、オンサイト水素ステーションへの適用では、コストのさらなる低減と高効率化、
また、水素ステーションの運用に合わせた日間起動停止（DSS：Daily Start and Stop）へ
の対応が求められる。
　なお、大型プラントで余剰の水素製造能力があることが指摘されているが、その場合で
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も、水素ステーション用として純度を高める必要があるほか、出荷のための輸送用トレー
ラーへの積み込みのための出荷設備（200気圧級あるいは 400気圧級の圧縮機と蓄圧器）の
設置が必要となる。
　将来的には小規模・大規模に関らず、CO2の隔離を考えていく必要があり、今後コスト
検討が必要である。

（3）　実用事例
　水蒸気改質により、工業規模で水素が製造されている。
　JHFC-3として実証されている水素ステーションのなかでは、大阪水素ステーション（大
阪）、千住水素ステーション（東京）、羽田水素ステーション（東京）、セントレア水素ステ

図 6-4　小型水蒸気改質装置の例（上：三菱化工機製HyGeia　下：大阪ガス製HYSERVE）
出典：三菱化工機「小型オンサイト水素製造装置 HyGeia（ハイジェイア）」
大阪ガス「コンパクトタイプ水素発生装置「HYSERVE」の新製品「HYSERVE-300」の発売につい
て」より NEDO 作成
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ーション（愛知）、神の倉水素ステーション（愛知）、とよたエコフルタウン水素ステーシ
ョン（愛知）が水蒸気改質により水素をオンサイトで製造している。
　このうち羽田水素ステーションは、副生される CO2を回収して工業利用しており、CO2
低減技術として注目されている（図 6-5）。

■ 6-2-3　水電解（水の電気分解）

（1）　原理と特徴
　水電解（水の電気分解）は、原理としてはよく知られており、実用技術としてはアルカ
リ水電解法と固体高分子形（PEM形）水電解法がある。
　アルカリ水電解法は、水酸化カリウムの強アルカリ溶液を用いて水電解を行うもので（図
6-6）、大規模水素製造用として工業分野で実績がある（図 6-7）。
　固体高分子形（PEM形）水電解法は 1970年代初期に GEが燃料電池の技術を適用した
もので、日本では 1975年頃に大阪工業技術研究所（現 産業技術総合研究所）で膜・電極
接合技術が研究され、現在は民間企業主体で研究開発されている。
　アルカリ水電解法と固体高分子形水電解法の比較を表 6-3に示す。あくまでも現状技術
による比較であるが、一般に固体高分子形水電解は同じ面積に流す電流（電流密度）がア
ルカリ水電解に比べて高いため電解槽を小型化できるが、高価な材料を使用する。水素製
造におけるコスト（設備費含む）に関しては、固体高分子形水電解はアルカリ水電解の 2
～ 3倍であるが、将来のコスト低減も期待される。
　一般に水電解は、温度が高いほうが理論電解電圧は低くなるので高効率となる。よって、
高温水蒸気を水電解する技術として水蒸気水電解（800～ 1000℃レベル）が研究されてい
る。熱源としては、過去には第四世代原子炉（高温ガス炉、900℃レベル）が検討されてき
たが、現在固体酸化物形燃料電池（SOFC）の排熱を有効活用し、これを電解時に活用す
る固体酸化物形水電解セル（SOEC：Solid Oxide Electrolyser Cell）の研究も NEDOプロ

図 6-5　羽田水素ステーション
出典：水素供給・利用技術研究組合ホームページ「羽田水素ステーション」
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ジェクトとして実施されている（図 6-8）。
　将来的な再生可能エネルギーの導入拡大が期待されるなか、余剰電力を有効に利用する
ために水電解技術の活用が期待されている。実際に欧州ではドイツを中心に、再生可能エ

図 6-6　水電解の仕組み
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アルカリ水電解法 固体高分子形水電解法

図 6-7　工業用アルカリ水電解の例　NEL Hydrogen（ノルウェー）
出典：NEL Hydrogen

表 6-3　アルカリ水電解と固体高分子形水電解の比較

アルカリ水電解 固体高分子形水電解

フィード KOH 溶液、NaOH 溶液 純水

必要電力 4.5 〜 6.5 kWh/Nm3 5.0 〜 6.5 kWh/Nm3

システム規模 大型化可能 50Nm3/h 程度

水素純度（精製プロセス含む） 99.99％ 99.99％

出典：各種資料より NEDO 作成
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ネルギー（特に風力発電）からの余剰電力を水素やメタンに変換して活用するという
Power-to-Gasプロジェクトが実施されている。このように再生可能エネルギーと組み合
わせる場合は、発電量の変動への対応などが求められ、海外のメーカーではそれに対応し
たシステムも開発されている（図 6-9）。

（2）　課題
　水電解による水素製造では電力を利用するため、電気代が水素コストに直結する。その
ため、まずは高効率化が最大の課題である。あわせて装置の低コスト化も必要である。
　高効率化のためには固体高分子形水電解装置の高圧化も検討されているが、システムの
耐久性の確保とともに、高圧で発生する水素・酸素を適切に制御する技術の確立が必要と
なる。高圧化による効率向上を図ると装置がコスト高になることも考えられるため、効率
とコストのバランスを検討する必要がある。
　再生可能エネルギー由来電力を直接利用して、低炭素排出の水素を製造することも期待

図 6-8　固体酸化物形水電解セル（SOEC）の例
出典：東芝

図 6-9　再生可能エネルギーのゆらぎに対応した水電解装置の例
左：ITM Power 製水電解装置　右：Hydrogenics 製水電解装置
出典：ITM Power, Hydrogenics
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されているが、その場合は出力変動の大きい電力を使うことになるため、膜・電極の耐久
性向上とともに、補機の定常運転を確保する必要がある。
　水蒸気水電解では、固体酸化物形燃料電池（SOFC）と同様に高温耐久性、熱ショック
などの課題がある。また、まだ効率が低く（現状で 47％程度）、向上が必要である。
　水電解装置をオンサイト水素ステーションに応用する場合には、水素ステーションの運
用に合わせて DSS運用させることが必要となり、それに適したセル及びシステムの耐久性
が必要である。

（3）　実用事例
　過去の JHFCプロジェクト（JHFC-1、JHFC-2）ではオンサイト水電解ステーションが
運用された事例がある（JHFC相模原水素ステーション、アルカリ水電解）。
　また、九州大学水素ステーションは固体高分子形水電解装置を用いて水素を製造してい
る（図 6-10）。海外では、特に電気代が安価な北欧を中心に水電解ステーションが展開さ
れている（図 6-11）。

図 6-10　九州大学水素ステーションの構成
出典：九州大学

図 6-11　海外製水電解水素ステーションの例
左：H2 Logic 製 CAR-100、右：Hydrogenics 製 HySTAT-60
出典：H2 Logic, Hydrogenics
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■ 6-2-4　バイオマスの熱分解

（1）　原理と特徴
　バイオマス熱分解とは、多様なバイオマス（木材など）を乾留（無酸素化下で熱分解）
させ、水素や一酸化炭素などの乾留ガスを得て、水素を分離精製するものである。
　バイオマスは種類が多様であるが、一般には生産系（木質類、糖質類、でんぷん類、油
脂系、海藻類など）と廃棄物系（農産物系廃棄物、畜産系廃棄物、間伐材・廃木材・建設
廃材、水産系廃棄物、ゴミ、下水汚泥など）に分かれる。バイオマス熱分解による水素製
造で主に使用されるのは、木質類や間伐材・廃木材・建設廃材である。

（2）　課題
　乾留技術自体は確立しているもの、利用するバイオマスの種類によって乾留条件が大幅
に変わるので、材料ごとの最適化が必要であるとともに、材料に対してフレキシブルなシ
ステムも望まれる。
　バイオマスによっては、チャー（炭化物）が大量に発生し、装置内に残留してしまうた
めに、その対応が必要となる。あわせて、分離・精製技術の開発が必要である。
　また、本技術による水素コストはバイオマスコストに依存するため、収集コストを含め
たコスト低減が必要である。

（3）　実用事例
　鳥栖水素ステーション（佐賀県鳥栖市）では、木材チップを用いた水素製造プラントが
NEDO事業として実施され、現在も運用されている（図 6-12）。

図 6-12　鳥栖水素ステーションでの木質チップによる水素製造
出典：鳥栖環境開発綜合センター資料より NEDO 作成
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■ 6-2-5　水の熱分解

（1）　原理と特徴
　水は 2,000℃以上で水素と酸素に分解するが、そのような高温を確保することは難しい
うえ、その温度に耐えられる材料も限られる。よって多様な反応を組み合わせ、間接的に
水を熱分解する方法（サイクル）が考えだされている。
　そのようなサイクルの中でも有望と考えられているのが、我が国で研究されている硫黄-
ヨウ素サイクル（ISサイクル）である（図 6-13）。ISサイクルでは、水にヨウ素と酸化硫
黄を反応させてヨウ化水素と硫酸を合成し、ヨウ化水素の熱分解で水素を、硫酸の熱分解
で酸素を製造する。介在する物質であるヨウ素と硫黄はサイクル内で循環するので、この
サイクルでの全反応は単なる水の熱分解反応（H2O　→　H2 ＋ 1/2 O2）となる。
　このようなサイクルは他にも提案されており、UT-3サイクル（臭素、酸化鉄を用いた
サイクル）やハイブリッドサルファーサイクル（硫化酸素、硫酸を用いたサイクル）など
がある。米国エネルギー省は多様なサイクルをスクリーニングして、有望なサイクルの洗
い出しを行っている。
　熱源としては、我が国では第四世代原子炉の排熱を活用するアイディアが進められてき
たが、欧米では太陽光集光装置（ヘリオスタット）を活用することが検討されている。欧
州連合における第 6次フレームワークプログラムのファンドで、太陽熱を用いた水分解に
よる水素製造プロジェクト HYDROSOL II（Solar Hydrogen via Water Splitting in Ad-
vanced Monolithic Reactors for Future Solar Power plants）がスペインのアンダルシア
地方で実施された（2005～ 2009年）。100 kWのソーラータワーパイロットプラントを建
設し、2008年に水素発生を成功させている（図 6-14）。また 2010～ 2012年には後継プロ
ジェクト Hydrosol 3Dが行われた。

図 6-13　IS サイクル
出典：日本原子力研究開発機構
資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）

【参考資料［3］】
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　また、我が国は新潟大学が、太陽光集光システムとフェライト系の水熱分解プロセスを
用いて、水素を製造する実証を行っている（図 6-15）。
　内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）のエネルギーキャリア研究開発

図 6-15　新潟大学による太陽光集光システムを用いた水素製造実証
出典：新潟大学資料より NEDO 作成

フェライト（鉄酸化物）による二段階水熱分解サイクル
反応性セラミックを使った二段階水熱分解サイクルで水素を製造

発泡体デバイス式ソーラー水熱分解器

粒子内循環流動層式ソーラー水熱分解器

本研究の研究者考案の
2つのソーラー反応器
コンセプトで性能を比較

有望なソーラー反応器を
大型化、大型太陽光集光
システムで水熱分解による
水素製造を実証試験する

本研究で開発した
ソーラー反応器を設置

大型集光システム

新潟大学

図 6-14　HYDROSOL II
出典：Final Report - HYDROSOL II
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では、上記 ISサイクルに分離膜を組み合わせることにより、従来約 900℃で行っていた水
素製造を、より低温で行える新 ISプロセスの開発が進められており、熱源として太陽熱
（650℃）の利用が想定されている。

（2）　課題
　熱源の確保（数百～ 1,000℃）が必要となる。太陽光集光装置（ヘリオスタット）を利
用するのが一つの方法であるが、その場合では適切なロケーションを選定する必要がある。
また、数百～ 1,000℃の熱に耐えられる容器や材料が必要となり、そのメンテナンスコス
トも大きくなると予想されている。
　さらにプロセスフローの最適化やリアクタのコスト低減など、研究開発すべき項目は多
い。

（3）　実用事例
　基礎研究段階で、実用事例はまだない。

■ 6-2-6　光触媒による水分解（人工光合成）

（1）　原理と特徴
　光触媒による水分解とは、酸化物や窒化物などの半導体粒子の光触媒を利用し、光によ
って水を直接分解する方法である。
　これは光触媒の表面に太陽光があたることで電子が価電子帯から伝導帯へと励起され、
励起された電子が水を還元し水素を発生させ、価電子帯に生じたホールが水を酸化して酸
素を発生させるものである（図 6-16左）。
　我が国では、経済産業省の二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス技術開発において

図 6-16　光触媒による水分解の観念（左）と人工光合成プロジェクト（右）
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料［3］】よ
り NEDO 作成
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人工光合成プロジェクトが進められており、光触媒から水素を製造し、産業セクターから
排出される CO2を水素化することで基幹化学品を製造することを目指している（図 6-16
右）。
　また、文部科学省の新学術領域でも、人工光合成の基礎的な研究が行われている。光触
媒水分解は、太陽光発電と同様に天候に左右されるものの、実用化されれば CO2フリーで
水素を製造できる技術となる。
　米国国立科学財団（NSF）は、太陽光から燃料（水素）を生産する CCI Solar（Center 
for Chemical Innovation：Solar Fuel）プログラムを実施している。中心研究機関はカリフ
ォルニア工科大学である（図 6-17左）。
　米国エネルギー省も光触媒からの水素製造に熱心であり、PEC（photoelectrochemical）
ワーキンググループを設置し、国立再生可能エネルギー研究所（NREL）やローレンスリ
バモア国立研究所（LLNL）、スタンフォード大学などを中心に多様な材料系について検討
を行なっている。米国エネルギー省傘下のローレンスバークレー国立研究所（LBNL）の
ヘリオス太陽エネルギー研究センター（Helios Solar Energy Research Center）も人工光
合成の研究を進めている（図 6-17右）。
　さらに、米国エネルギー省は、カリフォルニア工科大学と LBNLの研究を統合的に進め
ていくために、人工光合成ジョイントセンター（JCAP：Joint Center for Artificial 
Photosynthesis）を 2010年に設置している。

（2）　課題
　現状で基礎研究開発レベルである。特に紫外光域で高活性を示す光触媒は多いが、可視
光域で高活性を示す光触媒はまだ少なく、さらなる材料探索が必要と思われる。

図 6-17　米国における人工光合成の研究例
左：カリフォルニア工科大学、右：LBNL
出典：米国エネルギー省
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　現状では変換効率が 0.3％程度と低く、我が国では人工光合成プロジェクトで 2021年度
末までに 10％前後にする目標がある。
　また、水素と酸素が混合して、再反応（爆発）することを避けるために、直ちに分離す
ることが必要となるが、図 6-17に示すように 2つの材料を組み合わせることで水素・酸素
の分離を同時に実現する方法や可視光域での水分解を実現する研究も行われている。

（3）　実用事例
　基礎研究段階で、実用事例はまだない。

■ 6-2-7　バイオプロセス

（1）　原理と特徴
　ある種のバクテリアは、特殊条件下で糖類を代謝・発酵し、水素を生産する。利用する
糖質としては、単糖類（グルコース、フルクトース、マンノースなど）、二糖類（スクロー
スなど）、多糖類（でんぷんなど）など多様である。細菌は嫌気性細菌が多く、暗反応とも
呼ばれる。
　また、シアノバクテリア（藍藻類）は光合成プロセスの一環として水素を生産する。水
から直接水素を作る場合と、二酸化炭素・でんぷんを介して水素を作る場合がある。光合
成の一種であるため明反応とも呼ばれるが、反応が緩慢（暗発光の 1/000程度）で、また
受光面積を大きくとる必要がある。

（2）　課題
　大量に水素を発生させるにはかなりの技術的革新が必要である。まず、効率のよいバク
テリアの発見とともに、収率向上のために遺伝子改変が必要である。また、バクテリアの
耐熱性、耐酸素性、耐窒素性の向上が必要である。
　暗反応では原料にグルコースなどの糖類を用いるが、低コストに糖類を入手するととも
に、安価な糖類（セルロースなど）を効率よく代謝するバクテリアの特定が望まれる。ま
た、有機酸などの副生成物が残るので除去が必要になる。
　明反応の場合、光変換効率を向上させるため、複数の微生物を複合的に利用する方法も
提案されており、その場合は同時培養技術の確立が必要である。
　両反応とも、副生する有機酸や CO2などの不純物の除去技術が必要である。

（3）　実用事例
　基礎研究段階で、実用事例はまだない。
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6-3　水素輸送・貯蔵技術

　水素は体積当たりのエネルギー密度が低く（天然ガスの 1/3程度）、これをどのような手
段で高い密度に維持しつつ、輸送・貯蔵するかが課題となる。これに加え、水素の製造方
法や利用方法、供給地と需要地の距離などによって、様々な方法が考えられる（図 6-18）。
　輸送分野では、すでに高圧ガス輸送、液化水素輸送が実用化されており、これに加えて
新規の技術として有機ハイドライド輸送が実証されている。長期的には、国内でもエリア
によっては水素パイプラインが施設されることも考えられる。
　水素貯蔵技術のなかでも、燃料電池自動車のようなスペースに制限のある用途に対して
は、体積エネルギー密度が高い水素吸蔵合金の活用も期待されるが、現状ではまだ研究開
発段階であり、一層の低コスト化が必要とされている。
　なお我が国は、将来において水素発電事業などの用途で大量の水素需要が生じることも
想定されるため、有機ハイドライド技術や液化水素技術を用いた世界的な水素供給チェー
ンの構築・実用化が期待されている（図 6-19）。
　経済産業省の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」では、このような水素供給チェーン
の実用化（海外の未利用エネルギー由来水素や再生可能エネルギー由来水素の輸送・貯蔵）
の本格化は 2030年頃とされているが、同時に我が国における LNG導入の歴史を考えると、

図 6-18　水素の輸送・貯蔵方法
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料［3］】より
NEDO 作成
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図 6-19　液化水素や有機ハイドライドによる水素輸送（海外からの水素輸入）
出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2014 年 6 月）【参考資料［1］［3］】よ
り NEDO 作成

水素を－253℃まで冷却することで液化させ、貯蔵

■　水素圧縮による輸送に比べ、12倍程度の輸送効率。
■　液体水素タンカーの貯槽は陸上用貯槽技術が適用
可能。輸送船の製造には LNGタンカーで培ったわが
国の造船技術が適用可能。
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■　水素圧縮による輸送に比べ、8倍程度の輸送効率。
■　常温・常圧での液体輸送が可能で、取扱いが容易。トルエ
ン、メチルシクロヘキサンともにガソリンの成分であり化学
品としての大型貯蔵技術が既に確立。

トルエンを水素と反応させ、メチルシクロヘキサンとして貯蔵
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要素技術の確立から導入までに 15年程度の準備期間を要したため、水素の輸入においても
今から必要な取り組みに着手することを必要としている。
　将来的に水素ステーションへの輸送・貯蔵が想定される高圧ガス、液化水素、有機ハイ
ドライドについて比較を行うと、高圧ガスに比べて液化水素や有機ハイドライドが貯蔵性
に優れると考えられる（図 6-20）。他方で、液化水素の水素への変換までを含めた総合的
なエネルギー効率は、現時点では高いものではなく、有機ハイドライドについても、現段
階で小型の脱水素装置が実用化していないため、将来に向けて技術開発などを行っていく
必要がある（表 6-4）。
　本章では、実用化されている高圧ガス水素輸送や液化水素輸送、有機ハイドライド輸送
について解説する。また、将来技術であるアンモニア、水素吸蔵合金、メタン化による輸
送・貯蔵技術についてもふれる。

図 6-20　各水素キャリアの貯蔵密度の比較
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料［3］】よ
り NEDO 作成
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■ 6-3-1　高圧ガス水素輸送

（1）　原理と特徴
　陸上で水素を輸送する場合、圧縮して輸送するのが一般的である（図 6-21）。通常は水
素を 19.6 MPaに加圧してシリンダーに充填し、それを束ねてカードルとして運搬する。
　大量に水素を輸送する場合は、長さ 6 m以上の大型シリンダーを集結した水素トレーラ
ーで搬送する。この場合の水素圧力は 19.6 MPaである。
　水素ステーションに供給する場合、1回の配送における水素供給量の増加と、水素ステ
ーションでの昇圧の負担減のために、輸送時の高圧化が求められてきた。そのため NEDO
では、45 MPa級の水素トレーラーの実証を行った（図 6-22）。このトレーラーは、高圧化
による重量化を避けるため複合容器製シリンダーを採用している。
　また NEDOでは、圧縮水素運送自動車用容器の最高充填圧力を 35 MPaから 45 MPaに
引き上げるための技術基準の整備を実施し、経済産業省により 2014年 4月に技術基準の改
正が発表された。

表 6-4　水素ステーション供給時の各水素キャリアの比較

高圧ガス 液化水素 メチルシクロヘキサン

エネルギー効率
（※ 1）

2015 年 52％ （※ 3） （※ 4）

2030 年 54.7％ 55.7％ 52.1％

CO2 排出量
（※ 2）

2015 年 1.87 （※ 3） （※ 4）

2030 年 1.70 1.16 1.72

（※ 1）チェーン全体（採掘・輸送・精製からステーションでの充填まで）の効率
（※ 2）チェーン全体（単位：kg-CO2/m3-H2）
（※ 3）技術的には実用化段階だが、2015 年時点では水素ステーションの稼働率が低水準にとどまる
ため、ボイルオフによるエネルギーロスが多数発生。

（※ 4）水素ステーションで脱水素できるよう、脱水素装置の小型化が必要。
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料［3］】

図 6-21　水素カードルと水素トレーラー
出典：岩谷産業「水素エネルギーハンドブック第 3 版」
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（2）　課題
　高圧ガス輸送は技術的にも確立されている。圧縮にはエネルギーを要するものの、最終
的には水素ステーションで 70 MPa以上に昇圧されるため、圧縮に用いたエネルギーは無
駄にならないといえる。
　圧縮機や高圧貯蔵容器については、低コスト化に向けてさらなる技術開発が必要である。
また、1 MPa以上の高圧になると高圧ガス保安法の規制対象となり、関連法規への対応が
必要となる。さらに、現状の道路法では危険物搭載車両とされ、海底トンネルや 5 kmを
超えるトンネルは通行できない。

（3）　実用事例
　圧縮水素は産業用・工業用として幅広く適用されている。
　圧縮水素の生産能力シェアと用途シェアを図 6-23に示す。圧縮水素の需要家としては、

図 6-22　NEDOプロジェクトで実証された 45 MPa トレーラー
出典：川崎重工業

図 6-23　圧縮水素の生産能力シェアと用途シェア
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）【参考資料

［3］】より NEDO 作成
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半導体、液晶、電子部品などの弱電と呼ばれる業界が最も多く、それに光輝焼鈍用や特殊
溶接用などの金属、アンモニアやメタノール合成用の化学、雰囲気ガスや光ファイバーな
どのガラス産業などが続いている。
　JHFC-3の枠で実証されてきた水素ステーションのなかでは、成田水素ステーション（千
葉県成田市）が水素カードル供給によるオフサイト水素ステーションである（図 6-24）。

■ 6-3-2　液化水素輸送

（1）　原理と特徴
　液化水素輸送も、大規模水素輸送では実績がある技術である。
　水素は－253℃で液化し、体積は 1/800に減少する。液化水素輸送は、従来は航空宇宙用
途が主であったが、岩谷産業などの企業が積極的に展開し、液化水素の導入を進める需要
家が増えてきている（図 6-25）。
　液化水素輸送には、可搬式超低温容器（145～ 350 L）、コンテナ（2～ 46 m3）、ローリ
ー（23 m3）が使用されている。可搬式超低温容器とコンテナは、消費地に設置して利用可
能である。液化水素ローリーは、NEDO事業（WE-NET）において開発されたものであ
る（図 6-26）。
　液化水素用容器には、円筒積層真空断熱方式が採用されている。これはいわゆる魔法瓶
のように二重構造となっており、内槽を真空で取り囲むことで熱侵入を防ぐもので、さら
に金属反射膜と断熱シートを交互に多層化したものを真空層に適用することで、輻射熱と
熱伝導を最小化している。それでも侵入熱があるために、時間とともにボイルオフガス
（BOG）という気化ガスも発生するが、最新の容器のボイルオフ発生量は 1％/日以下とな
っている。
　水素の液化は、液体窒素で水素（循環水素）を－190℃程度に予冷し、これを断熱膨張す
ることによりさらなる冷熱を製造、これを原料水素に用いることで液化を行う（図 6-27）。

図 6-24　成田水素ステーション
出典：水素供給・利用技術研究組合
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図 6-25　圧縮水素と液化水素の販売量の推移
出典：岩谷産業資料、ガスレビューより NEDO 作成
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図 6-26　液化水素用可搬式超低温容器、コンテナ、ローリー
出典：岩谷産業

図 6-27　水素の液化
出典：岩谷産業「水素エネルギーハンドブック 第 3 版」より NEDO 作成
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（2）　課題
　液化水素の輸送・貯蔵では、液化効率の向上（液化エネルギーの低減）とボイルオフガ
スの低減が課題である。
　液化に要するエネルギーは、従来は水素が有する熱量の 1/3程度の 11.9 kWh/kgを要し
ていたが、欧州のエネルギー企業・研究機関、川崎重工業を中心に現在 6 kWh/kg程度へ
の低減を目指した研究開発（IDEALHY）が行われている。
　さらに、液化水素は－253℃という極低温であり、液化する際のエネルギーは冷熱として
保存されていると考えられることから、その冷熱の有効活用が重要である。
　また、経済産業省・文部科学省が連携して進めている未来開拓研究プロジェクトでは、
2022年度に液化効率 40％以上の液化システムと、ボイルオフ発生量 0.1％/日（システム
容量 50,000 m3）程度の液化水素タンクシステムなどからなる液化水素供給システムの開
発を目指している。
　なお、法令上は液化水素も「高圧ガス」として取り扱われるため、高圧ガス保安法など
の法規への対応も必要である。

（3）　実用事例
　JHFC-3の枠で実証されてきた水素ステーションの中では、有明水素ステーションが液
化水素ローリー供給によるオフサイト水素ステーションである（図 6-28）。
　なお、海外から水素を液化水素として輸入する場合には液化水素運搬船が必要となる。
川崎重工業は日本海事協会から液化水素運搬船の貨物格納設備の基本承認を取得し、世界
初となる液化水素運搬船の 2017年頃の実用化を目指している（図 6-29）。本船は新たに開
発した極低温蓄圧式液化水素専用貨物格納設備（容積 2,500 m3）を搭載している。
　経済産業省の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」では、褐炭などの未利用エネルギー

図 6-28　有明水素ステーション
出典：水素供給・利用技術研究組合
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を用いた、安価で安定的な水素の製造方法の確立に向けて必要な開発・実証などを行うと
している。また、液化水素の荷役を行うために必要となるローディングシステムについて
超低温性などの特性に対応した要素技術（液化水素配管のジョイント、緊急離脱機構など）
の研究開発を行い、併せて液化水素の荷役に関するルールを整備し、国際標準化を図ると
している。

■ 6-3-3　有機ハイドライド

（1）　原理と特徴
　有機ハイドライド輸送は、芳香族系有機化合物を水素キャリアとして用いるものである
（表 6-5）。常圧状態に比べて体積は 1/500程度となり、また、液体化するためケミカルタ
ンカーやケミカルローリーを用いることができる。なお、水素付加（水素化）は発熱反応
であり、水素脱離（脱水素化）は吸熱反応である。
　複数の系があるが、安全性や利便性などの点からメチルシクロヘキサン＝トルエン系の
実用化が進められている。ともに汎用化学品であり、既存の社会インフラが利用可能であ
る。この系では、水素化反応段階と輸送の実績はあったが、脱水素化反応段階における転
化率と寿命が問題であった。しかしながら、最近になり耐久性が高く、選択性に優れた脱
水素触媒が日本で開発され、実用化の見通しが立った。
　メチルシクロヘキサン＝トルエン系を利用した輸送システムを図 6-30に示す。水素製造
地において、トルエンを水素化してメチルシクロヘキサンとし輸送する。需要地でメチル
シクロヘキサンを脱水素化し、トルエンは水素製造地に戻される。

（2）　課題
　メチルシクロヘキサンやトルエンなどの物質は、本来的には水素キャリアとしての利用
が想定されてこなかったため、各種規制（高圧ガス保安法、消防法、建築基準法など）に

図 6-29　液化水素運搬船のイメージ
出典：川崎重工業
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ついて対応が必要となる。
　将来的には、メチルシクロヘキサンを水素ステーションに直接輸送し、その場で脱水素
を行って水素を得ることも考えられるが、そのためには脱水素装置の小型化や熱源の確保、
法規制への対応が必要となる。
　また、水素化設備や脱水素設備が必要で、一定の投資が必要となる。なお、脱水素化反
応は吸熱反応であるため、400℃程度の熱源（排熱）の確保が必要である。

表 6-5　水素輸送のための有機ハイドライドの種類

系 水素貯蔵量 安全性・利便性

シクロヘキサン＝ベンゼン系
7.19 wt％
0.62 Nm3/L

ベンゼンは発ガン性あり

デカリン＝ナフタレン系
7.29 wt％
0.71 Nm3/L

ナフタレンは通常固体で
あり、溶媒の使用が必須

メチルシクロヘキサン＝トルエン系
6.16 wt％
0.53 Nm3/L

常温常圧でともに液体

出典：各種資料より NEDO 作成

＋　3H2

＋　5H2

＋　3H2
CH3 CH3

図 6-30　メチルシクロヘキサン＝トルエン系有機ハイドライドを利用
した輸送システム

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵について」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月 14 日）

【参考資料［3］】より NEDO 作成
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（3）　実用事例
　千代田化工建設が耐久性に優れた脱水素触媒を開発し、2013年 4月より実証プラントの
実証を行なっている（図 6-31）。
　同様に、日立製作所は 40 kW級の小型高効率水素添加・水素分離装置の実証実験プラン
トを日立市に設置し、実証を行っている（図 6-32左）。ベンチャー企業であるフレインエ
ナジーは、トルエンの一部を触媒燃焼させることで脱水素のための熱源とする方法を提案
している（図 6-32右）。
　なお、千代田化工建設は川崎市と連携・協力包括協定を締結した。海外からの水素の調

図 6-31　千代田化工建設による実証プラント（左：デモプラント、右：タンク）
出典：千代田化工建設

■デモプラント
　装置性能：50 Nm3/h の水素貯蔵と水素発生

■タンク
水素貯蔵能力：20 m3-MCH タンクに約 10,000 
Nm3-H2 貯蔵（1 週間分）

図 6-32　日立製作所の有機ハイドライド実証プラントとフレインエナジーの脱水素コンセプト
出典：日立評論 2012 年 9 月号「循環型再生可能エネルギーシステム」
フレインエナジー　ホームページより NEDO 作成
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達、川崎市臨海部での脱水素設備と 90 MW商用水素発電所の建設、さらに水素ネットワ
ークの構築を目指している（図 6-33）。
　経済産業省の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」では、有機ハイドライドによる水素
海外輸送について、2020年頃までにファーストチェーンの運用を開始し、実際のチェーン
構築及び運用の中で制度的・技術的な課題を洗い出し、適時必要な対応を行うとしている。

■ 6-3-4　パイプライン輸送

（1）　特徴
　大量の水素を陸上で輸送する場合には、パイプラインが用いられる。我が国でもコンビ
ナート内では低圧の水素パイプラインが敷設されているが、欧米では大規模・長距離の水
素パイプランや高圧の水素パイプラインが敷設されている。

（2）　課題
　低圧での水素パイプラインはすでに工業的には利用されている。ただし、コンビナート
など保安規則などの安全規制を受けることになる。
　水素を需要地まで輸送することを想定した本格的な水素パイプラインの整備には、かな

大量の水素供給を前提とし、産業活動・エネルギー分野、
交通分野、民生分野等への展開を産官学連携で推進

グリーン水素

資源国

川崎臨海部において
事業展開

民生部門への
展開

水素ステーション、
FCVへの
水素供給

川崎市水素発電

石油化学産業
への水素供給

水素社会の実現に向けて

○地球環境への貢献
○新たな基幹的エネルギーの創出
○再生可能エネルギーとの連携

図 6-33　川崎市臨海部での水素ネットワークのイメージ
出典：千代田化工建設・川崎市「水素エネルギーフロンティア国家戦略特区による新たな成長戦
略への提案」より NEDO 作成
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りのインフラ投資が必要となり、初期コストが大きくなる。また、水素パイプラインの設
計、施工、維持管理に係る安全性確保については、検討が必要である。
　なお、NEDOにおいては、2008～ 2009年に「水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評
価技術の研究開発」が行われ、パイプライン材料の水素脆化の影響や亀裂・破壊発生時の
挙動などの信頼性評価を行った。

（3）　実用事例
　フランスの Air Liquideは、フランス、ベルギー、オランダの国境付近に全長 830 kmの
水素パイプラインを有し、また、ドイツのノルトラインウェストファーレン州にも全長 240 
kmの水素パイプラインを有している（図 6-34）。圧力は 5 MPa程度で、需要家に水素を
供給している。
　ドイツの Lindeはライプチヒ付近に 140 kmの水素パイプラインを有している。米国の
Air Products and Chemicalsは、ルイジアナ州、テキサス州、カリフォルニア州に水素パ
イプラインネットワークを有しており、その総延長は 560 kmとなっている。
　これらの水素パイプラインは工業用であるが、水素ステーション用に敷設されたものも
ある。ドイツのフランクフルト水素ステーションは、隣接する工業団地内のソーダ電解プ
ラントでの副生水素をソースとしているが、その間を 1.7 kmの水素パイプラインでつな
いであり、その圧力は 90 MPaとなっている（そのため水素ステーション側では圧縮装置
は不要）。また、米国カリフォルニア州トーランスの水素ステーションは、同地域に敷設さ
れた水素パイプラインから供給を受けている。

図 6-34　水素パイプラインネットワーク
出 典：DELIVERABLE 2.1 AND 2.1a “European Hydrogen Infrastructure Atlas” and 

“Industrial Excess Hydrogen Analysis” PART III：Industrial distribution infrastructure
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　我が国では「水素利用社会システム構築実証事業」（経済産業省）の一環として整備され
た北九州水素タウンにおいて、製鉄所からの副生水素を、実証住宅に設置された純水素型
家庭用燃料電池と商業施設用リン酸形燃料電池に、1.2 kmのパイプラインで供給してい
る。このパイプラインは公道に埋設されており、その配管に使用されている炭素鋼管の耐
久性の評価が進められている（図 6-35）。

■ 6-3-5　アンモニア

（1）　原理と特徴
　アンモニア（NH3）は水素を 17.8重量％含んでおり、また容易に液化する（室温では 1 
MPa以下で液化）。液体アンモニアの体積水素密度は、液化水素よりも 50％大きい。
　アンモニアは基礎化学品で、肥料原料として大量生産されている。世界のアンモニア生
産量は約 2億トン／年であり、主に中国、インド、ロシア、米国などで生産されている。
　通常、アンモニアはハーバーボッシュ法（水素と窒素を鉄触媒存在下で 10～ 25 MPa、
570～ 820℃で反応させる）で合成されている。
　　N2 ＋ 3H2　→　2NH3

　アンモニアは安定な物質であるが、水素を脱離できれば、アンモニアを水素のキャリア
として利用できる。直接的に脱水素（クラッキング）するには、現状ではルテニウム系触
媒を用いて 670℃以上の高温が必要である。その他には以下のような水素脱離方法がある。
・加安分解 （水素放出）LiH ＋ NH3　→　LiNH2 ＋ H2

 （水素付加）LiNH2 ＋ H2　→　LiH ＋ NH3

・電気分解 NH3（l）　→　1/2N2（g）　＋　3/2 H2（g）　　（図 6-36）

図 6-35　北九州水素タウンでの水素パイプライン実証
出典：水素供給・利用技術研究組合資料より NEDO 作成
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います。
他の工事によって配管が
損傷される事故を防止す
る為に、標識シートを炭
素銅管から約 50 cm 上
に埋設すると共に、工事
による振動を検知する光
ファイバーを平行して埋
設しています。
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　アンモニア CIF価格を基準にすると、それに含まれる水素コストは 20～ 35円/Nm3と
なり、安価な水素の供給源としても期待される。
　なお、アンモニアは可燃性であり、酸素と反応して窒素と水を生じる。

（2）　課題
　蒸気圧が高く、刺激臭があり、取扱いに注意する必要がある。特に強アルカリであるた
め、人の皮膚や粘膜に対して即時性の刺激と腐食性がある。
　水素中にアンモニアが 1 ppmレベルでも含まれると燃料電池を劣化させるので、微量レ
ベルにすることが必要である。

（3）　適用事例
　文部科学省・経済産業省が連携して進めているエネルギーキャリアプロジェクト（2013
～ 2017年度）では、アンモニア製造・利用技術の研究開発が進められている。
　アンモニア（窒素）を核に水素を利活用するというアイディアはたびたび提案されてき
た。これらは、水素離脱プロセスの技術革新とともに現実化する可能性もある（図 6-37）。

図 6-36　電気分解による水素脱離プロセス
出典：広島大学「アンモニアによる水素貯蔵」
高圧水素貯蔵・輸送研究分科会（2013 年 11 月 29 日）より NEDO 作成
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■ 6-3-6　水素吸蔵合金

（1）　原理と特徴
　水素吸蔵合金は可逆的に水素と反応して金属水素化物を生成する。金属水素化物中水素
原子密度は概ね 90 kg-H2/m3以上であり、液化水素の密度（70.8 kg-H2/m3）よりも高い
値となるため、将来的にはスペースに制約のある車両や定置式エネルギー貯蔵装置への適
用が期待される。
　表 6-6に主な水素吸蔵合金の種類を示す。重量当たりの水素吸蔵量は 4％程度にとどま
っており、さらなる研究開発が必要である。

（2）　課題
　体積当たりの水素吸蔵量は大きいが、合金自体の重量が重いので、重量あたりの吸蔵量
が小さい。なお最近では、軽量なアルミニウム銅合金（Al2Cu）が水素を可逆的に吸蔵放
出することが計算科学により見いだされ、実際に合成された（図 6-38）。水素吸蔵量は 1
重量％程度と小さいものの、このようなアプローチによって新規の系が発見される可能性
はある。
　車載用水素容器に適用するには、考えうる環境温度でも平衡水素圧が大気圧以上（例－30
℃において 0.2 MPa程度）であることが求められる。さらに水素放出のためには加温する
などの措置が必要で、熱交換器などを組み合わせる必要がある。その一方で、貯蔵圧力が

図 6-37　アンモニアによる水素の利活用のコンセプト
出典：広島大学「アンモニアによる水素貯蔵」
高圧水素貯蔵・輸送研究分科会（2013 年 11 月 29 日）より NEDO 作成
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低いため容器は金属製の安価なもので対応が可能という特徴もある。
　コストは現状で 5000円～ 1万円/kg程度である。さらなるコスト低減が求められる。
　NEDOでは 2007～ 2011年に「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」を実施し、水素吸蔵合
金の吸蔵機構や、大規模施設（J-PARC、SPring-8）などを用いて構造解明を行なった。

（3）　適用事例
　JHFC-1では、水素吸蔵合金カートリッジを用いた小型移動体実証試験が栗本鐵工所に
よって実施された（図 6-39）。また、車両への適用では、水素ロータリーエンジンではマ
ツダ（カペラカーゴ）、燃料電池自動車では本田技研工業（FCX-V1）とトヨタ自動車
（FCHV-1、FCHV-3）に車載された実績がある。
　日本重化学工業、サムテック、産業技術総合研究所、佐賀大学は NEDO「車載等水素貯
蔵輸送容器システム技術に関する研究開発」（2008～ 2010年）として水素吸蔵合金と高圧
水素を複合したハイブリッドタンクを開発している（図 6-40）。

表 6-6　主な水素吸蔵合金の種類

種類 主な系 水素吸蔵量

AB5 型合金 LaNi5 など 1 重量％

AB2 型合金 TiCr1.8、ZrMn2 など 〜 2 重量％

AB 型合金 TiFe など 〜 2 重量％

BCC 構造合金 Ti-Mn-V 系、Ti-Cr-V 系、V-Ti-Cr 系など 〜 3 重量％

Mg 系合金（A2B 型） Mg2Ni、Mg2Cu など 〜 4 重量％

出典：各種資料より NEDO 作成

図 6-38　アルミニウム合金系水素吸蔵合金
出典：日本原子力研究開発機構、東北大学金属材料研究所、東北大学原子分子材料科学高等研究機構
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■ 6-3-7　メタン化

（1）　原理と特徴
　水素を産業界が排出した CO2と反応させてメタン化し（図 6-41）、これを天然ガス網に
注入すれば、既存のインフラが活用できる上、排出される CO2をエネルギーとして再活用
できるため、CO2排出量削減に貢献すると期待されている。
　なお水素は、そのままでも数パーセント程度であれば既存の天然ガス網（都市ガス網）
に混入させることが可能と考えられているが、メタン化させれば無制限に注入できるとも
考えられる。

図 6-39　第 1期 JHFCプロジェクトでの小型移動体実証試験
出典：大阪科学技術センター「JHFC 活動報告Ⅲ 燃料電池小型移動体実証事業」より NEDO 作成
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充　填　圧　力
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図 6-40　NEDOプロジェクトで開発したハイブ
リッドタンク

出典：日本重化学工業「水素吸蔵合金を用いた水素貯
蔵システム」

（水素エネルギー製品研究試験センター 2011 年度第 1
回公開セミナー）
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（2）　課題
　水素のメタン化のためには、CO2が必要であり、低コストで効率のよい CO2分離技術が
求められる。
　また、メタン化のためにエネルギーロスがあるため、全体システムの経済性を検討する
必要がある。

（3）　適用事例
　欧州では、風力発電などの再生可能エネルギー由来電力による水素を活用する Power-
to-Gasプロジェクトが多く実施されている。特にドイツでは、北部に導入された風力発電
からの電力を、南北間のグリッド接続が不十分であることから、需要地である南部地域に
送電することができないという背景のもと、再生可能エネルギーの余剰電力の有効活用の
観点から、政府としても実証研究を進めている。
　ドイツの Power-to-Gasプロジェクトでは半数程度が水素をメタン化し、ドイツ全土に
張り巡らされた天然ガス網に注入するプロジェクトとなっている（図 6-42）。
　なおドイツでは、CNG車に供給する天然ガス品質を維持するため、水素の天然ガスの混
入は 2 vol％までしか認められていない。このことも水素をメタン化させる意義の一つにな
っている。

図 6-41　メタン化装置
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素の製造、輸送・貯蔵に
ついて」
第 5 回水素・燃料電池戦略協議会ワーキンググループ（2014 年 4 月
14 日）【参考資料［3］】
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図 6-42　ドイツの Power-to-Gas プロジェクト（▲がメタン化プロジェクト）
出典：ドイツ連邦交通デジタルインフラストラクチャー省

「Power-to-Gas （PtG） in transport - Status quo and perspectives for development」
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6-4　水素供給技術

　水素を最終利用用途に供給するためには、水素の特質と用途に適した水素品質・圧力な
どの定められたプロトコルに準じて、安全かつ確実に供給することが必要である。特に燃
料電池自動車に対して水素を供給するには、通常は水素ステーションが必要である。

■ 6-4-1 原理と特徴

（1）　水素ステーションの種類
　水素ステーションの代表的な方式としては、水素を水素ステーション外で製造して、水
素トレーラーなどで水素ステーションまで輸送してくるオフサイト型と、都市ガスや LPG
などを原料として水素ステーションに設置した水素製造装置で製造して供給するオンサイ
ト型に分けられる。両方式は水素ステーションへの水素供給方法が異なるだけであり、そ
の後の燃料電池自動車への水素充填までのフローは共通である。図 6-43に両方式の水素ス
テーションの構成を示す。

図 6-43　水素ステーションの構成
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成
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　その他には、液化水素オフサイト型ステーション（例 有明ステーション）や移動式ステ
ーション、簡易型ステーションなどがある。

（2）　充填技術
　水素ステーションにおける充填方式としては、従前より行われている水素ステーション
の蓄圧器と燃料電池自動車の水素タンクの圧力差による差圧充填方式と、圧縮機で昇圧し
た水素を蓄圧器に貯めることなく直接に燃料電池自動車の燃料タンクに注入する直接充填
方式がある（図 6-44）。また、この 2つを併用する充填方式も提案されている。
　一般には直接充填方式が、高圧蓄圧器（80 MPa級）を不要化することができ、低コス
ト化につながると考えられるが、その場合は 2台目の圧縮機をより大容量で高圧吐出が可
能な仕様にする必要があり、さらなる技術開発が必要と考えられる。
　充填においては、最高充填圧力 87.5 MPaという高圧でガソリン車と同等の 3分程度で
充填を行うと、燃料電池自動車の水素タンクの温度上昇が起きるため、車載タンクの許容
最高温度（85℃）を超えないように水素ガスの温度を予め－40℃程度の低温にしてから供
給を行うプレクールが必要である。
　また、充填の際に、水素ステーションと燃料電池自動車との間で赤外線通信を行い、燃
料電池自動車の水素タンクの状態を確認しながら、流量と圧力を制御しつつ充填を行う技
術（通信充填、充填プロトコル）も必要である。
　これらの充填技術については、ISO（International Organization for Standardization）
などで世界的に標準化・基準化が行われている。

（3）　計量管理技術
　2015年からの水素供給インフラの先行整備にあたり、燃料電池自動車ユーザーに対する

図 6-44　水素ステーションにおける充填方式
出典：各種資料より NEDO 作成
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公平・公正な水素販売取引を担保するため、水素流量計量の適切な管理が必要となってい
る。
　そのためには、コリオリ式流量計単体のみならず、ディスペンサを含めた計量システム
全体の管理が必要である。また、近年 SAE（Society of Automotive Engineers）国際規格
で定められた充填プロトコル（充填手順）に準拠した充填に伴う流量をベースにすること
が必要である。
　重量（質量）法は、計量精度の評価を車両への水素充填の代わりに、試験容器に水素
を充填して充填前後の重量差と、水素ディスペンサーで表示する充填積算量を比較する
手法であり、今後整備される水素供給インフラに適用できる計量管理方法として期待され
る。
　重量測定のトレーサビリティは既に確立しているが、70 MPa級と高圧化して重量増加
した試験容器への水素充填においては、充填する水素の重量比率が小さいこと、さらに屋
外測定のため風などの影響があり、いかに高い検証精度を得られるかが課題である。
　マスターメーター法はトレーサビリティの取れたマスターメーター（コリオリ式）を用
いて、水素ディスペンサーが計測した水素充填量とマスターメーターの計測した水素充填
量を比較する手法である。つまり、国家標準気体流量校正設備を水素ステーションでの高
圧・大流量域まで範囲を拡大して校正可能なノズルを製作し、これによってマスターメー
ターを校正して、もって水素ステーションのコリオリ式水素流量計を校正する方法である。
3％台の精度を確保することを目標に開発が進められている。

（4）　品質管理技術
　水素供給インフラの整備にあたっては、高純度水素燃料の適正かつ安価・簡便な品質管
理を実施し、トラブルなく安定した品質の水素燃料を燃料電池自動車に供給することが必
要である。
　水素燃料の品質標準として、ISO国際規格（ISO14687-2）が 2012年 12月に正式成立し
ており、日本の水素ステーションはこの ISO国際規格を遵守して水素供給を行っていくこ
とになる。
　しかしながら、ISO国際規格においては水素純度の規定や不純物濃度規定が定められて
いるのみであり、水素品質測定の詳細、頻度などの品質管理に関する規定が記載されてい
ない。また、我が国では水素・燃料電池実証プロジェクト（JHFC-1）、燃料電池システム
等実証研究（JHFC-2）及び地域水素供給インフラ技術・社会実証（JHFC-3）の実証研究
において、水素燃料の品質分析を実施してきたが、あくまで実験的であり、水素分析に専
門知識が必要であること、かつ分析コストが高いことから、実際の水素ステーションへの
適用は現実的ではない。2015年以降の燃料電池自動車及び水素供給インフラの普及期にお
いては、これらの実証における水素分析よりも、より低コストかつ簡便な品質管理方法の
確立が必要である。
　さらに、現在の ISO国際規格は、黎明期の燃料電池自動車及び水素供給インフラを前提
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に作成されている。ISO国際規格は定期的に改訂が行われており、燃料電池自動車及び水
素供給インフラの普及初期に合致した、新たな国際規格の策定が必要である。

（5）　関連機器開発
　水素ステーションの技術開発では、これまで 35 MPaから 70 MPaへと充填圧力の高圧
化が進められてきた。水素ステーションの構成要素である配管、蓄圧器、圧縮機、ディス
ペンサー、ノズル、ホースなどの主要機器についても、高圧化とプレクールに対応した技
術開発が行われてきた。現状の 70 MPaまでの運用圧力においては、1年間のノーメンテ
ナンス性が確認されている。

■ 6-4-2　課題

　水素ステーションの機器は、それぞれに個別の課題と研究開発要素があるが、いずれも、
国際的な基準・標準の動きと足並みをそろえる必要があるため、積極的に我が国が基準・
標準分野をリードしていくことが期待される。
　また、水素ステーションに関しては、我が国独自の規制もあり、引き続き規制見直しの
推進と、海外との技術的調和が求められる（図 6-45）（再掲）。

図 6-45　水素ステーションにおける各種規制の見直し（平成 26年 11月時点）（再掲）
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○保安検査の基準整備（開放検査が必須）
　【高、26年度中】
○設計係数の緩和の手続き簡素化
　（配管等：4→2.4 倍）
　【高、25年度結論、措置準備中】
○配管等への使用可能鋼材の拡大
　【高、～27年】
○蓄圧器への複合容器使用の基準整備
　【高、26年 11月】
○使用可能鋼材の性能基準化
　【高、27年度までに順次結論、結論を得次第措置】
○設計係数の緩和（配管等：4→2.4 倍）
　【高、27年度結論、結論を得次第措置】

材料の規制 立地の規制 運営の規制

輸送の規制

○70 MPaスタンドを設置する基準整備
　【高、24年 12月】
○液化水素スタンドの基準整備
　【高、消、建、26年 11月】
○小規模スタンドの基準整備
　【高、建、26年度結論、結論を得次第措置】
○市街地における水素保有量上限撤廃
　【建、25年度結論、措置準備中】
○市街化調整区域への設置基準
　【都、25年 6月】

○CNGスタンド併設時の設備間距離短縮【高、26年 4月】
○ガソリンディスペンサーとの併設【消、24年 5月】
○公道とディスペンサーとの距離短縮【高、～27年】
○ディスペンサー周辺の防爆基準の策定【高、25年 3月】
○プレクーラーに係る保安距離の緩和（10 m→0 m）
　【高、26年 11月】

距離の規制

その他の規制
○公道充填のための基準整備【高、～27年】
○水電解機能を有する昇圧装置の定義
　【高、26年 3月】

赤字：既に規制の
見直しを実施済み

高：高圧ガス保安法
建：建築基準法
都：都市計画法
消：消防法

○セルフ充填の検討
　【高、消、25年 2月】
○充填圧力の変更（70 MPa→87.5 MPa）
　【高、26年度結論、結論を得次第措置】

○容器の圧力上限緩和（35→45 MPa）
　【高、26年 3月】
○安全弁の種類追加（ガラス球式）
　【高、～27年】
○容器等に対する刻印方式の特例
　【高、24年 3月】
○上限温度の見直し（40→85℃）
　【高、26年度結論、結論を得次第措置】
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■ 6-4-3　適用事例

　我が国では、水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術研究開発（WE-NET）、さ
らに水素・燃料電池実証プロジェクト（JHFC-1、JHFC-2）や水素供給・利用技術研究組
合（HySUT）の実証研究にて、水素ステーションが建設・運用されてきた。
　我が国では、2015年度までに 100ヶ所の水素ステーションを、四大都市圏を中心に設置
するという目標が打ち出されており、そのために商用水素ステーション（水素供給能力 300 
Nm3/h以上）の展開が始まっている（「2-2-2　導入支援」参照）。
　
　なお 2014年 7月中旬には、我が国で初めての商用水素ステーション（尼崎水素ステーシ
ョン、オフサイト方式）が兵庫県尼崎市に完成している（図 6-46）。

6-5　水素利用技術

　水素の利用技術としては、図 6-47（再掲）に示すようなものが想定される。ここでは主
要な水素利用技術について解説する。

図 6-46　我が国で初めての商用水素ステーション（尼崎水素ステーション）
出典：岩谷産業ホームページ



143

6-5　水素利用技術

■ 6-5-1　家庭用燃料電池

（1）　原理と特徴
　家庭用燃料電池システムは、都市ガスや LPG、軽油などを燃料として用い、改質装置に
より水素を発生させ、燃料電池スタックにて水素と酸素（空気由来）が反応することで発
電を行うものである（図 6-48）。
　固体高分子形燃料電池（PEFC）システムの場合、改質装置は、水素製造で使用される
水蒸気改質方式を使用して水素成分の多い改質ガスを生成し、含有する COをシフト反応
によってその濃度を低減する。さらに固体高分子形燃料電池（PEFC）の電極触媒の CO被
毒による性能低下を抑制するために、CO選択酸化反応によって改質ガス中に含有する CO
を選択的に二酸化炭素に酸化し、CO濃度を 10 ppm以下に低減した上で、燃料電池スタッ
クに供給している。
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）の場合は、水素だけでなく COも発電燃料として反応
するため、改質装置としては改質器のみである。水蒸気改質反応で水素濃度が高くなった
改質ガスを固体酸化物形燃料電池（SOFC）に供給している。
　家庭用燃料電池システムの場合、水素製造プラントのように改質器内部の触媒のみを交
換することは容易ではなく、燃料電池の触媒性能の低下をもたらす硫黄被毒を防ぐために
高次に脱硫を行うことが必須である。プラントで使用されている水添脱硫方式を発展させ、
水素添加量が少なく高深度の脱硫が可能な超高次脱硫方式や、ゼオライトなどに硫黄成分
を吸着除去する吸着脱硫方式を採用している。
　家庭用燃料電池システムでは、燃料電池ユニットでの発電の際に発生する熱を回収し、

図 6-47　水素利活用技術の適用可能性（再掲）
出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2014 年 6 月）【参考資料［3］】より
NEDO 作成

現在 将来
工業プロセス利用

石油精製

光ファイバー製造

宇宙

ロケット燃料
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民生用
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温水として貯湯槽に蓄え、家庭に電気及び温水の供給を行う、いわゆるコージェネレーシ
ョン方式が採用されている。家庭用燃料電池で発電する電気と供給可能な温水熱量の比（電
熱比）と、一般的な戸建て家庭における需要電力パターンと需要熱量のバランスを考慮し、
国内においては、発電出力は 0.7 kWが適当とされている。しかし海外の多くの国におい
ては、より大型の 1～ 3 kWクラスが適当とされている（ドイツなどでは、冬季における
温水使用量が多く、ボイラー容量が大きいため、日本国内向けに比較して大容量の貯湯ユ
ニットを設置するシステム構成となる）。
　エネファームの導入に伴う省エネ化と CO2削減効果は、2009年 1月～ 12月の大規模実
証試験での通年データによると、一次エネルギー削減量は 12,230 MJ/年（18 L灯油缶で
18.5缶分）、CO2削減量は 1,330 kg-CO2/年（2,460 m2の森林が吸収する CO2量に相当）
と見積もられている（図 6-49）。
　2030年に向けて、累計目標台数の 530万台が普及すると、家庭部門における CO2排出量
を約 4％（年間約 700万トン）削減する見込みである。

（2）　課題
　家庭用燃料電池システムのコスト低減は進んでいるが、国の補助金制度は 2015年度で終
了する予定のため、さらなる低コスト化が必要である。

図 6-48　エネファームの仕組み
出典：燃料電池普及促進協会（FCA）「エネファームについて」
より NEDO 作成
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　固体高分子形燃料電池（PEFC）システムについては燃料電池スタックの低コスト化が
進んでおり、システム全体に占める燃料電池スタックの割合が 15％となっているが、固体
酸化物形燃料電池（SOFC）システムでは燃料電池スタックのコストがまだ 30％を占めて
おり、コスト低減余地があると考えられる（図 6-50）。それぞれのシステムにおいてコス
ト低減効果が大きい分野、例えば固体高分子形燃料電池（PEFC）システムにおける燃料
処理機など、固体酸化物形燃料電池（SOFC）システムにおける燃料電池スタックなどに
集中して低コスト化の取り組みを進めることが重要である。
　経済性を向上させるためには、対象ユーザーを拡大することで量産効果を高めることも
重要である。現在は新築の一戸建てへの導入が多いが（図 6-51）、ユーザー拡大のために
は、都市部に多い集合住宅への展開が必要であり、より小型・省スペースなユニット開発

図 6-49　エネファームによる一次エネルギー削減率とCO2削減率
出典：燃料電池普及促進協会（FCA）「エネファームについて」より NEDO 作成

●一次エネルギー削減率とCO2 削減率

CO2 削減量は、2,460m2 の森林が吸収する量に相当します。

家庭用燃料電池
「エネファーム」の
導入で削減できる
1年間のCO2排出量

1,330kg
■出典：（財）新エネルギー財団

平成 21年度大規模実証事業報告会資料より
（トップランナー機構のデータ）

※平成 21年度大規模実証事業報告会資料より（（財）新エネルギー財団）

■森林面積は林野庁資料より。5.4 ton-CO2/ha・年とした。

一次エネルギー
削減率

23％
削減

C02 削減率

38％
削減

1,330kg の CO2 削減。ご家庭で「エネ
ファーム」を使うと削減できるその量は、
2,460m2 の森林が吸収する量と同じ。
広々とした森林を所有するのと同様のや
さしさを、地球に届けることができます。

図 6-50　エネファームのコスト構造
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「家庭用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 2 月 3 日より引用）【参考資料［3］】より
NEDO 作成

燃料処理器
15％
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15％外装
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制御
10％
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が必要である。既存住宅への導入拡大も視野に入れると、導入した場合のユーザーメリッ
トをより明らかにする必要もある。
　さらに海外展開に向けての国際標準化対応、国内の組成と異なる海外のガス組成への対
応なども必要となる。
　現在の家庭用燃料電池システムは、ガスを改質して水素を生成させ発電する改質型が大
部分であるが、直接、水素を燃料とする純水素型燃料電池システムとすることで改質部分
が不要となり、大幅な低コスト化が可能と考えられる。今後、燃料電池自動車用の水素ス
テーションの整備に伴い、市街にも水素供給インフラが整うことにより、純水素型家庭用
燃料電池の利用が広がる可能性がある。その場合は、不足するお湯を沸かすためのバーナ
ーの組み込みなど、全体的なシステム最適化や改質型エネファームとの使い分けなどが必
要となる。
　また、燃料多様化の観点では、燃料に灯油を使用することも視野に入れ、灯油の脱硫技
術及び改質技術の開発も必要である。海外においては軽油を燃料として使用することが多
く、灯油脱硫及び灯油改質技術を活用した燃料処理技術開発の適用も考えられる。燃料多
様化に対応することで、災害時にも有効に活用できる家庭用燃料電池の可能性も拡大する。

（3）　実用事例
　すでに我が国は 2009年より家庭用燃料電池システムが市場導入されており、2014年 9
月には累計販売台数が 10万台を突破した。2016年度からは補助金なしでも市場が拡大で
きるまでのコストダウンが期待されている。
　欧州では実証段階で、欧州連合の実証事業である ene. fieldプロジェクトで、2012～

図 6-51　エネファームの設置状況（民生用燃料電池導入支援補助金交付実績による）
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「家庭用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 2 月 3 日より引用）【参考資料［3］】より
NEDO 作成

新築 60％

■ 新築　■ 既築
［出典］民生用燃料電池導入支援補助金交付実績
（注）2009 年 4月～2013 年 12月の累積補助金交付台数

■ 戸建住宅　■ 集合住宅　■ その他
［出典］民生用燃料電池導入支援補助金交付実績
（注）2009 年 4月～2013 年 12月の累積補助金交付台数

戸建住宅 97％

集合住宅 1％ その他 2％

既築 40％

■新築・既築 ■戸建・集合
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2017年にかけて 12ヶ国で 1,000台規模の実証を行うことになっている。ドイツでは水素・
燃料電池技術革新プログラム（NIP）の一環として Calluxプロジェクトを実施しており、
2008～ 2015年にかけて 560台の実証を行う計画である。
　現在、日本のエネファームメーカーは積極的に海外展開を行っている。パナソニックは、
Viessmann（ドイツ）と共同で国内向けの固体高分子形燃料電池（PEFC）システムをベ
ースに、現地のガス組成や規制に適合したコージェネレーションシステムを共同開発し、
2014年 4月から販売を開始している。東芝燃料電池システムも Baxi Innotech（ドイツ）
と提携し、2014年度中の欧州への市場投入を行う予定である。
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）システムでは、アイシン精機が Robert Bosch（ドイツ）
と組み、ene. fieldに参画している。
　なお、海外における家庭用燃料電池の開発状況を表 6-7に示す。

■ 6-5-2　業務用・産業用燃料電池

（1）　原理と特徴
　家庭用燃料電池と同様に、都市ガスなどを燃料として用い、改質装置により水素を発生
させ、燃料電池にて水素と酸素（空気より）が反応することで発電を行うものである。家

表 6-7　海外における家庭用燃料電池の開発状況

PEFCタイプ
Baxi Innotech Elcore

商品化状況 実証試験中 実証試験中

仕
様

発電出力 1.0kW 0.3kW

発電効率・
総合効率

発電 34％
総合 96％

総合 98％

SOFCタイプ
CFCL Hexis Vaillant Buderus Junkers

商品化状況 発売中 実証試験中 実証試験中 実証試験中 実証試験中

仕
様

発電出力
0.5 〜
1.5kW

定格　1kW 定格　1kW
定格

0.7kW
定格

0.7kW

発電効率・
総合効率

発電≦ 60％
総合≦ 85％

発電 30 〜 35％
総合 95％

発電 35％
総合 80 〜 90％

発電 45％
総合 90％

発電 45％
総合 90％

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「家庭用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 2 月 3 日より引用）【参考資料［3］】



148

第 6章　水素エネルギー技術

庭用が 1 kW程度の発電容量であるのに対し、業務用では数 kWから 1 MW、産業用では
数～数百MWの発電容量となる。
　業務用・産業用システムでは、起動停止耐久性や負荷追従性は家庭用より制約が少なく
なるが、より高効率で長期耐久性が必要となる。
　燃料電池の種類としては、通常はリン酸形燃料電池（PAFC）や溶融炭酸塩形燃料電池
（MCFC）、固体酸化物形燃料電池（SOFC）が用いられる。我が国は、現在は溶融炭酸塩
形燃料電池（MCFC）の商用化の実績はほとんどない。

（2）　課題
　米国や韓国においては、溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）、リン酸形燃料電池（PAFC）、
固体酸化物形燃料電池（SOFC）を用いた 100 kW～ 2 MW級システムの導入が、政府や
自治体の補助制度もあり進んでおり、導入容量ベースでは日本国内の家庭用燃料電池に匹
敵する市場となっている。定置用燃料電池産業における我が国の産業競争力の維持発展の
ためには、可能な限り早期に中・大容量燃料電池システムを市場投入することが重要とな
っている。
　一方、現在の中・大容量燃料電池システムは、イニシャルコストや燃料コストも含めた
ランニングメリットでは国内ユーザーへの訴求力が不十分であり、一層の経済性の向上が
必要である。そのためには発電効率と耐久性の向上が必要であり、さらには補機部品
（BOP：Balance of Plant）のコストダウンや各種規制緩和などの環境整備も重要である。
　現在、開発が進められている固体酸化物形燃料電池（SOFC）システムに関しては、中・
大容量のセルスタックの耐久性・信頼性の向上、低コスト化、負荷追従性向上などが重要
な課題となっている。

（3）　実用事例
　現在、多様なサイズとシステムの業務用燃料電池が国内において開発・実証段階にある
（表 6-8）。海外においても種々の燃料電池システムが開発・実用化されている（表 6-9）。
　国内においては、富士電機が 100 kWのリン酸形燃料電池（PAFC）システムを 2008年
から販売を開始している。
　小型システムに関しては、NEDO事業で三浦工業が 5 kW級固体酸化物形燃料電池（SOFC）
システムの技術実証を進めている。2020年頃の初期導入までに、発電効率 50％ LHV以上、
9万時間以上の耐久性、発電システム 100万円/kW以下を目指している（図 6-52）。今後、
システムの実現に必要な課題を抽出して、商品の改良につなげていく予定である。
　三菱重工業（現三菱日立パワーシステムズ）は、250 kWの固体酸化物形燃料電池
（SOFC）とガスタービンと組み合わせたハイブリッドシステムを 2017年の実用化に向け
て開発中である。
　海外においては 100～ 200 kWのリン酸形燃料電池（PAFC）システムが Doosan Fuel 
Cellから、また 200 kWの固体酸化物形燃料電池（SOFC）が Bloom Energy（米国）から
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市場投入されている。Bloom Energyは、発電による電力のみを利用し、熱を利用しない
モノジェネレーション型の固体酸化物形燃料電池（SOFC）で、北米で多くの企業に対し
て電力販売する形で 200 kWのシステムを市場導入している。2013年 11月には、日本の
ソフトバンクが Bloom Energyと合併会社を設立し、国内への導入を開始している。

表 6-8　業務用燃料電池システムの例（国内）

名称
5kW級業務用
SOFC（仮）
FC-5

15 式
250kW導入
機（ハイブリ
ッドシステ
ム）

15式
1MW導入機
（ハイブリッ
ドシステム）

FP-100i
ES-5700
Energy 
Server

メーカー 三浦工業 三菱重工 三菱重工 富士電機
Bloom 
Energy

外観

定格出力
（kW）

5 250 1350 105 200

発電効率
（％-LHV）

48 55 55 42 50─60

総合効率
（％-LHV）

90
73（温水）
65（蒸気）

76（温水）
68（蒸気）

62 ─

ユニット寸法
／設置面積
（m/m2

（m2/kW））

0.7 × 1.1 ×
1.8/0.8
（0.15）

12.0 × 3.2
× 3.2/40
（0.15）

24.0 × 5.0
× 3.2/120
（0.09）

2.2 × 5.6 ×
3.4/12

（0.11）

9.1 × 2.6
× 2.1/24
（0.12）

運用方法
ベースロード
コジェネ対応

可

ベースロード
コジェネ対応

可

ベースロード
コジェネ対応

可

ベースロード
コジェネ対応

可

ベースロード
コジェネ対応

可

備考
SOFC
実証中

SOFC
実証中

SOFC
計画中

PAFC
SOFC 拡張性

が高い

市場投入予定
時期

2017 2017 2018 商用化済 商用化済

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「業務・産業用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 2 月 3 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成
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表 6-9　業務用燃料電池システムの例（国外）

企業 Doosan Fuel Cell Bloom 
Energy

Fuel Cell 
Energy

Ballard 
Power 
Systems

LG Fuel 
Cell 

Systems
GE

開発国 韓（米） 米（日） 米（韓） 加 米（韓） 米

形式 PAFC PEFC SOFC MCFC PEFC SOFC SOFC

発電容量 400 kW 5 kW 200 kW
300 kW
1.4 MW
2.8 MW

1 MW ─ ─

現状 販売 販売 販売 販売 実証 開発 開発

タイプ コジェネ コジェネ モノジェネ モノジェネ モノジェネ ─ ─

発電効率
総合効率

41％
90％

40％
90％

50─60％
─

47％
─

40％
─

─ ─

備考
2014 年に米 Clear 
Edge Power を買収

連結で拡張可
日本ではソフト
バンクと合弁

韓 Posco
にライセン

シング
─

Rolls 
Royce と

合弁

ガスエンジ
ン・ハイブ

リッド

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「業務・産業用燃料電池について」
第 2 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 2 月 3 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

図 6-52　5kWの SOFCシステムの実証（NEDO事業）

目標
・発電効率 48％超
・総合効率 90％

システムを製造、耐久評
価を開始
目標達成のための課題抽
出

目標
・発電効率 48％超
・総合効率 90％

目標のために、平成 25
年度で確認された課題を
克服したシステム機で耐
久評価を行う

目標
・発電効率 50％超
・総合効率 90％

耐久評価を開始して、
1000 時間での性能低下
率 0.25％未満の達成に
必要な課題を明確化する

項目
2020年度

（平成 32年度）
商品目標

燃料使用量 8.48 kW

スタック効率 59.0％

2013 年度
（平成 25年度）

5 台
設置

実証スケジュールと内容 目標仕様

1000 時間
程度

最新スタック、補機類への交換と運転後分析（システムの増設も含む）

計 5000 時間
程度

計 5000 時間
程度

2014 年度
（平成 26年度）

2015年度
（平成 27年度）

発電効率 50.0％

排熱回収効率 40.0％

総合効率 90.0％

耐久性 9万時間以上
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■ 6-5-3　ポータブル燃料電池

（1）　原理と特徴
　携帯電話やスマートフォン、ワンセグテレビなどの移動体通信機器の普及が進むととも
に、商用電源の確保が困難な停電時、災害時や非常時などでも、移動体通信機器への充電
や電源供給の要求が高まっている。
　ポータブル燃料電池は、これらの通信機器などのパーソナル機器への電源供給を想定し
た小型の燃料電池である。水素を含有する液体や固体を燃料とし、空気中に含まれる酸素
と反応させることによって燃料電池発電を行なう。燃料電池の方式としては固体高分子形
燃料電池（PEFC）か固体酸化物形燃料電池（SOFC）が用いられることが多い。多くの場
合、燃料パックは水と反応して水素を発生させる粉末を固形化したものであり、燃料カー
トリッジは長期間保存可能なように設計されている。
　二次電池に比較して長時間の連続使用が可能なことに加え、燃料供給をカートリッジ式
などの交換方式にすることで、さらに長時間使用が可能になると想定される。また、ディ
ーゼル発電機などに比較して静かであり、排気ガスがクリーンであるため、屋内での使用
にも適しているといえる。

（2）　課題
　燃料電池を発電するためには燃料供給が必要であり、燃料供給源を提案するとともに、
既存の燃料を活用することの検討も必要である。
　操作性を考え簡便でかつ高い安全性を確保しつつ、システムとして小型、低コスト化を
実現する燃料供給方式を確立することが課題である。

（3）　実用事例
　1990年代に、水素吸蔵合金を燃料タンクに使用した 250 W級リン酸形燃料電池（PAFC）
や、カセットコンロ用ブタンボンベを燃料に用いた 250 W級固体高分子形燃料電池
（PEFC）が開発された。2000年代には燃料にメタノール水溶液を用いた 20 W級ダイレク
トメタノール形燃料電池（DMFC）も開発されている。
　東芝は 2009年 10月に、燃料にメタノール水溶液を使用する 2 Wのダイレクトメタノー
ル形燃料電池（DMFC）を発売した（図 6-53）（2010年 3月に販売終了）。
　ローム、アクアフェアリー及び京都大学は、特別な加工を加えた水素化カルシウムに水
を供給することにより水素を取り出す「固体水素源」を用いたポータブル燃料電池システ
ム（出力 200 W）を開発している（図 6-54）。
　これらの企業・大学は、2013年度より NEDO助成事業「固体水素源燃料電池を用いた
充電機能付き非常用電源の開発と実証実験」において、実証試験を実施している。
　産業技術総合研究所の先進製造プロセス研究部門 機能集積モジュール化研究グループ
は、固体酸化物形燃料電池（SOFC）の原理を活用し、電極の構造をナノレベルで制御す
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ることにより、LPG（液化石油ガス）を直接内部改質可能な、マイクロチューブ SOFCを
開発した（図 6-55）。このマイクロチューブ SOFCは、2005年度から 2009年度の NEDO
「セラミックリアクター開発」にて開発したものである。
　産業技術総合研究所はこの技術を活用し、2013年度から、岩谷産業、岩尾磁器工業とと
もに NEDO事業において「マイクロ SOFC型小型発電機」を開発中である。
　海外においては、スェーデンのmyFC（水素含有固体燃料 2.5 W）、シンガポールの
Horizon（水素吸蔵合金使用、2 W）、米国 UltraCell（メタノール燃料使用、50 W）などか
ら製品が出ている（図 6-56）。

図 6-53　ダイレクトメタノール形燃料電池DynarioTM（ディナリオ）
出典：東芝ホームページ

図 6-54　固体水素源形燃料電池システム（ハイブリッド高出力タイプ）
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池の新たな用途について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】



153

6-5　水素利用技術

■ 6-5-4　燃料電池自動車

（1）　原理と特徴
　燃料電池自動車（FCV）は、水素を燃料として車載し、取り入れた空気中の酸素と車載
している水素により、燃料電池により発電を行い、それを動力源として走行する車である。
モーターで走行するため、電気自動車の一種とも考えられ、欧米では FCEV（Fuel Cell 
Electric Vehicle）と呼ばれることも多い。走行時に排出されるのは水だけであるため、究
極のエコカーとも呼ばれ、実際に走行する地域における自動車排気ガス低減と大気質改善
に貢献すると考えられるほか、CO2フリーな水素で走行すれば、事実上、トータルでゼロ
エミッションな車両となる。
　燃料電池自動車のシステムとしては、燃料電池スタック（出力 75～ 100 kW程度）、高
圧水素貯蔵タンク、コントロールユニット、空気取り入れコンプレッサーなどが組み合わ

図 6-55　ハンディ燃料電池システム（出力 200 W）の外観と概念図、マイクロチューブ
SOFCモジュール

出典：産業技術総合研究所資料より NEDO 作成

【1】SOFCスタック 　【6】マスフローコントローラー
【2】起動バーナー 　【7】USB端子
【3】制御盤 　【8】LPGガスボンベ
【4】空気ブロワー
【5】発電ユニット （幅 170×奥行き 160×高さ 80 mm）

図 6-56　myFC charger
出典：myFC



154

第 6章　水素エネルギー技術

されており、ブレーキ時のエネルギー回生及び加速時のアシストなどの目的のために二次
電池も併用したハイブリットシステムが一般的である（図 6-57）。
　自動車用には、車の限られた空間に搭載する必要があるため、燃料電池システムの小型
化が必要である。そのため、単位容積あたりの出力（単位：kW/L）が大きい燃料電池で
ある固体高分子形燃料電池（PEFC）が一般的に採用されている。
　水素燃料としては、現在は高圧タンクに充填した水素を搭載する方式が一般的になって
いる。高圧タンクの充填圧力としては 35 MPaと 70 MPaの方式があるが、70 MPaの高圧
タンクを搭載した車は、充填一回あたり 500 km程度を超える走行が可能であり、現在は
主流となっている。タンクは Type3（アルミライナーにカーボン FRPを巻いた複合容器）
または、Type4（プラスチックライナーにカーボン FRPを巻いた複合容器）が使用される。
　なお、固体酸化物形燃料電池（SOFC）は、起動のたびに高温にする必要があり、起動
停止の使用回数が多い自動車用ではエネルギー効率の点から主動力源として用いるのが難
しいが、セダンやトラックの補助電源としての応用が検討されている。

（2）　課題
　一般ユーザーに市場を拡大するためには一定の経済性を確保することが重要であり、そ
のためには燃料電池自動車の最大の課題は、コストの低減である。
　車のコスト低減を図るには、燃料電池システム（燃料電池、補機部品、水素貯蔵システ
ムなど）の大幅なコスト低減が必要である。また、車のコスト低減には量産効果の影響も
大きく、市場の拡大を進めていくことも重要である。なお米国の試算では、現状技術でも
50万台/年規模の量産があれば、燃料電池システムコストは 55ドル/kW（75 kWシステム
の場合は 4,000ドル）としており、量産が大幅にコスト低減に貢献することが示されてい
る（図 6-58）。

図 6-57　燃料電池自動車の仕組み
出典：水素供給・利用技術研究組合「燃料電池自動車」
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　燃料電池のコスト低減には電極触媒の貴金属使用量の低減、高分子膜のコスト低減など
の材料コスト低減と、燃料電池の単位容積あたりの出力を上げて燃料電池を小型化し、材
料使用量を減らすという方策があり、それぞれの技術課題の解決が必要である。車載する
高圧タンクについても使用する材料のコスト低減や製造方法の改良によるコスト低減が必
要である。
　燃料電池システムとしては、補機部品のコスト低減やシステムの簡素化によるコスト低
減が必要である。燃料電池自動車に用いる固体高分子形燃料電池（PEFC）は 80℃程度の
温度を上限として運転されることが多いが、この温度と外気温度との差で放熱を行う必要
がある。この放熱条件は、従来の内燃機関を用いた自動車に比較して厳しく、放熱の為の
ラジエターシステムが大型になってしまう。このため、ラジエターシステムの小型化を狙
って、より高い温度で燃料電池を運転することも課題となっている。100℃以上の温度で運
転する場合は水の沸点以上の温度になってしまうため、燃料電池スタックにおけるプロト
ン伝導（H＋）に必要な水をいかに保持するかが技術課題となる。
　普及本格期においては、普通乗用車として消費者のニーズに合ったより小型な車種を拡
大することと、タクシーや商用車など業務用車両への展開や、海外展開や認知度向上を通
じて市場を拡大していくことが必要となる。タクシーや商用車などの業務用車両は一般乗
用車に比べ生涯走行距離が長くなるため、より一層の耐久性、信頼性の確保も必要である。
合わせて、車両としての魅力の向上（性能に加え、環境性能や新規性の PRなど）が必要
となる。

図 6-58　車両用燃料電池システムの量産時コスト試算
出 典：Strategic Analysis, Inc.「Fuel Cell Transportation Cost Analysis」

（US DOE 2014 Annual Merit Review Meeting）より NEDO 作成
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　消費者は経済性についても敏感であり、車のイニシャルコストの低減とともに、運用コ
スト（燃料代）のレベルも重要な購買の検討要因となる。充填する水素についても、従来
のガソリン車やハイブリッド車と遜色のない経済性（km走行当たりの燃料代が同等、あ
るいは安価であること）が求められる。
　また、多くの消費者はインフラの不足を懸念していると思われることから、確実な水素
インフラ整備（水素ステーションの設置拡大）を進め、利便性を高めていくことが必要に
なる。
　以上のような取り組みを総合的に進めることで、燃料電池自動車に対するユーザーの受
容性も向上していくと思われる（図 6-59）。

（3）　実用事例
　すでに複数の自動車メーカーが燃料電池自動車の量産車やそのコンセプトカーを発表し
ている（表 6-10）。トヨタ自動車は 2014年 12月 15日に日本国内で“MIRAI”を発売し、
2015年夏には欧米で販売開始すると発表している。国内の販売価格は約 720万円で日本国
内の販売目標は年間 400台と発表している（図 6-60）。本田技研工業も 2015年度中の販売
開始を発表しており、日産自動車は Daimler、Fordとの共同開発を通じて、世界初の手ご
ろな価格の量産型燃料電池車を早ければ 2017年に発売予定としている。
　Hyundaiは 2014年 5月にロサンゼルスで燃料電池自動車のリース販売を開始しており、
頭金 3,000ドル、月 499ドル（水素価格込）としている。
　普及台数に関しては、カリフォルニア州は 2015～ 2017年において 5万台を予想してお
り、ドイツでは 2023年に 50万台規模を、英国では 2030年に 160万台規模を予想している
（表 6-11）。
　また、災害時には動く電源車としての機能も期待されている。

図 6-59　燃料電池自動車の消費者にとっての受容性
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】
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表 6-10　燃料電池自動車量産車・燃料電池自動車コンセプトカー

トヨタ FCV “MIRAI” ホンダ FCV CONCEPT Hyundai Tucson FCEV

・2014 年 12 月 15 日 国 内
市販開始

・水素：70 MPa 対応
・航続距離約 650 km
・4 名

・2015 年度市販開始
・水素 70 MPa 対応
・航続距離 480 km 以上
・5 名

・2014 年に米国でリース開始
・水素 70 MPa 対応
・水素を無料提供

出典：各種資料より NEDO 作成

図 6-60　トヨタ自動車の燃料電池自動車MIRAI の記者発表
出典：トヨタ自動車ホームページ

表 6-11　各国・地域の燃料電池自動車普及目標・予測

国・地域 予想・目標 根拠

米国カリフォルニア州 2017 年：5 万 3000 台 自動車メーカーへのアンケートに基づく

ドイツ
2023 年：50 万台
2030 年：180 万台

次期 NIP 計画案「NIP 2.0」
（2013 年 6 月）

英国 2030 年：160 万台
UK H2 Mobi l i ty Phase 1 Report

（2013 年 4 月）

韓国 2020 年：10 万台
グリーン成長委員会「世界 4 強への跳
躍：グリーンカー産業発展戦略と課題」

（2010 年 12 月）

出典：各種資料より NEDO 作成
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■ 6-5-5　燃料電池バス

（1）　原理と特徴
　基本的に燃料電池自動車と同じ仕組みであり、燃料電池としては固体高分子形燃料電池
（PEFC）が用いられているが、より大きな出力が必要となる。また水素燃料についても、
燃料電池自動車と同様に高圧タンクが用いられている。高圧タンクは一般的に CNGバス
と同様に屋根の上に搭載されることが多い。
　欧州・米国では、一般にバス車体メーカーが市販ディーゼルバスを燃料電池バスに改良
して販売することが多く、燃料電池システムは Ballard Power Systems（カナダ）のもの
を搭載している。

（2）　課題
　燃料電池自動車と同様に、コストが課題である。初期のコストはかなり高いと思われ、
燃料電池システムのコスト低減とともに、燃料電池自動車のシステムとの共有化によるコ
スト低減が必要である。燃料電池バスは防災対策・レジリエント化などの視点から、自治
体主体での導入が望まれる。
　また、高速バスなどの長距離の都市間輸送用のバスに適用を拡大していくためには、長
時間連続での高負荷条件の使用や生涯走行距離がより長距離となることから、燃料電池シ
ステムのより一層の耐久性、信頼性の向上が必要である。

（3）　実用事例
　欧米では、すでに日常の路線バスとして使用されている例が多い。例えば、AC Transit
（米国、サンフランシスコ）、BC Transit（カナダ、バンクーバー）などの公共バス会社は
数十台規模で日常の路線サービスを提供している。欧州では、燃料電池バス実証プログラ
ム CHICを通じて、Daimlerの燃料電池バス 37台が試験運行されている（表 6-12）。
　我が国では、日野自動車とトヨタ自動車が共同で 2003年に燃料電池バス「FCHV-
BUS2」を 8台開発し、これまで多様な用途に利用されてきた。同バスは 2003年 8月から
2004年 12月にかけて、東京都の都バスで営業運行試験を実施、その後は 2005年の愛・地
球博で会場のシャトルバスとして利用され、会期中に延べ 100万人を運んでいる。さらに
JHFCプロジェクトの一環として中部国際空港にて営業運行を実施、羽田空港と東京都心
（新宿）を結ぶ空港リムジンバスや新関西国際空港におけるターミナルバスとして活用され
ている（表 6-13）。
　JHFCプロジェクトの中部国際空港周辺地域実証試験の時に実施した利用者アンケート
では、多くの人が好意的な評価をしており、燃料電池バスが燃料電池技術・水素技術に対
する社会受容性を高めることに貢献する可能性もある（図 6-61）。
　日野自動車とトヨタ自動車は、トヨタ自動車の燃料電池自動車技術を応用した新型燃料
電池バスを 2016年に販売する予定である。



159

6-5　水素利用技術

表 6-12　海外の燃料電池バスの実証結果

米国
（カリフォルニア州）

欧州（ハンブルグ、ロ
ンドン等） 韓国

プロジェクト
名称

Zero Emission Bay Area
（ZEBA）

Clean Hydrogen In 
European Cities （CHIC）

Fuel Cell Electric 
Vehicle demonstration 
and evaluation program

内容

・2006 年からサンフラン
シスコ周辺で実証を開始。

・12 台の路線バスが運行
中。

・2010 年から欧州の
各地で実証を開始。

・37 台の路線バスが運
行 中。2016 年 ま で
に 26 台を追加予定。

・2006 年から 2010
年にかけて実証を
実施。

・4 台のシャトルバ
スが運行。

政府支援

・連邦政府：
─資金支援（エネルギー

省（DOE）、国家公共交
通局（FTA））

─データの分析支援（国
立再生可能エネルギー
研究所（NREL））

・州政府：
ゼロエミッション車導入
の規制

・ 欧 州 委 員 会 Fuel 
Cells and Hydrogen 
Joint Undertaking

（FCH JU）がプロジ
ェクト総額 8200 万
ユーロのうち、2600
万ユーロを補助。

・政府はプロジェク
ト 総 額 4660 万 ド
ルの半分を補助。

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池の新たな用途について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】

表 6-13　我が国の燃料電池バスの実証

空港リムジンバス 空港ランプバス ターミナル連結バス

羽田空港⇔
新宿駅西口／箱崎
（130 km/日）

旅客ターミナル⇔
旅客機

（20 〜 30 km/日）

エアロプラザ⇔
LCC ターミナル

（14 往復・77 km/日）

2011.4 〜 2013.9
計 40,000 km 走行

（2 台のうち、より長期間運
航されたバス）

2011.4 〜 2013.8
計 12,500 km 走行

（2 台のうち、より長期間運
航されたバス）

2011.4 〜運行中
計 7,700 km 走行

（2013.12 までの実績）

高速道路走行あり ─ ─

出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池の新たな用途について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】

東京空港交通（株） ANA中部空港（株） 新関西国際空港（株）
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　また、動く電源車として期待されるところも大きい（図 6-62）。

■ 6-5-6　燃料電池フォークリフト

（1）　原理と特徴
　燃料電池フォークリフトは排気ガスを排出しないため、倉庫・工場での作業における

図 6-61　燃料電池バス利用者のアンケート結果
出典：JHFC プロジェクト「燃料電池バス運行実証試験」（2007 年 3 月 12 日）より NEDO 作成

どちらともいえない
5％

認知なし
8％

認知あり
92％

良い
30％

全体（N＝40）全体（N＝40）

Q3. 「燃料電池自動車」という言葉を
　　見聞きしたことがありますか？

◆燃料電池自動車の認知率は非常に高い。（全体の 92％）
◆燃料電池バスの総合評価は非常に高い。（とても良い＋良い＝92％）

Q8. 「燃料電池バス」について、お気持ちに一番
　　近い評価をつけてください。（総合評価）

良くない
3％

とても良い
62％

図 6-62　燃料電池バスの外部電源供給機能・V2Hシステムによる電力供給のイメージ
出典：トヨタ自動車「トヨタ自動車、燃料電池バスの外部電源供給システムを開発」（2012 年 08
月 31 日）
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CO2排出量を削減することが期待される。また、環境汚染物質を放出しないため、閉鎖さ
れた作業空間の大気汚染を防ぐことも可能である。
　ゼロエミッションなフォークリフトとしては蓄電池（鉛蓄電池）式フォークリフトも考
えられるが、図 6-63に示すような観点から燃料電池フォークリフトのメリットも大きい。
鉛蓄電池の交換に比べて、水素充填は時間が短く、作業時間を節減できるメリットがある。
鉛蓄電池は放電するに従い出力も低下するが、燃料電池は水素残量が低下しても出力が一
定のままである。さらに鉛蓄電池の購入、保管及び処分が不要であり、保守コスト削減の
期待がある。

（2）　課題
　我が国では、屋内での水素供給設備について例示基準はなく、基本的に水素ステーショ
ンの基準に準じてしまうため、通常の水素ステーション並みに保安距離（離隔距離）を大
きくとる必要がある。また、閉鎖空間の水素設備の要件（換気など）に配慮する必要があ
る。
　現状で燃料電池フォークリフトは 35 MPaシステムなので、70 MPaの燃料電池自動車用
水素ステーションとは別のシステムを設置する必要がある。
　また、倉庫や配送センターで活用する場合、2交代制以上で稼働する施設でないと短時
間燃料充填のニーズが少ないと考えられる。

（3）　実用事例
　米国では、リーマンショック後の刺激策の一環として 2010年頃に燃料電池フォークリフ

図 6-63　電動フォークリフトから燃料電池フォークリフトへの置き換えのメリット
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池の新たな用途について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

電動フォークリフト

鉛バッテリー

置き換え

可能

体積：0.4 m3
重量：約 1,000 kg

○走行時ゼロエミッション
○低騒音・低振動
○ランニングコスト低
×連続稼働に課題（バッテリー交換作業が必要）。
×充電に時間がかかる（6～8時間）
×連続稼働に必要な予備バッテリーの置き場が必要
×バッテリーの寿命は 3～5年程度

○走行時にCO2 を排出しない　　○低騒音・低振動
？ランニングコストは水素価格次第
○連続稼働 8時間
○水素の充填は 3分
○予備バッテリーは不要
　（→省スペース化に資する （ただし水素充填設備は必要））
○燃料電池の寿命は 10年程度

燃料電池システム

体積：0.4 m3
FC 重量：約 500 kg

燃料電池フォークリフト
電動フォークリフトと燃料電池フォークリフト
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トの導入が本格化、現在は約 4,000台が稼働中である。例えば、サウスカロライナ州の
BMWの工場では、総数 275台の燃料電池フォークリフトが運用されている。
　燃料電池ユニット大手は米国 Plug Power（フランス Air Liquideが出資）である。初期
には導入補助金と税還付による優遇措置があったが、現在は税還付による優遇のみとなっ
ている（2016年まで）。
　ドイツでは、BMWライプチッヒ工場で燃料電池フォークリフトによる実証実験「H2 
IntraDrive」がドイツの水素燃料電池技術革新プログラム（NIP）の一環として行われて
おり、Linde（Linde Material Handling）が水素供給を、ミュンヘン工科大学が環境面で
の効果の評価を行っている（図 6-64）。また、欧州プロジェクトではフォークリフト実証
である HyLiftプロジェクトを実施して実証を進めている。このように、欧米では燃料電池
フォークリフトの導入が進んできている（図 6-65）。
　日本では、北九州水素タウンで燃料電池フォークリフト 2台の実証実験が 2012年 12月
～ 2014年 3月に行われた。また、関西国際空港では「KIXスマート愛ランド水素グリッ
ドプロジェクト」を実施する予定で、2014～ 2015年度にかけて豊田自動織機製燃料電池
フォークリフト 2台（図 6-66）を導入し、岩谷産業が水素供給施設などの水素インフラを
整備する予定である。

■ 6-5-7　燃料電池に関わる基盤技術

（1）　原理と特徴
　固体高分子形燃料電池（PEFC）は、家庭用燃料電池、燃料電池自動車、燃料電池バス
などに用いられている。これは電解質（固体高分子）と電極触媒から構成される膜電極接
合体（MEA：Membrane Electrode Assembly）に、水素と酸素を供給することで発電を

図 6-64　BMWライプチッヒ工場での燃料電池フォークリフト実証実
験「H2IntraDrive」

出典：Linde「Launch of H2IntraDrive project：Sustainable intralogistics, 
sustainable production」



163

6-5　水素利用技術

行うものである。電極触媒には一般的には貴金属である白金が用いられている。作動温度
は 60～ 80℃程度であることが多い。
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）は、定置用燃料電池が主な用途であり、家庭用から業
務用・産業用まで、幅広い容量のシステムの開発が行われている。このセルは、イットリ
ア安定化ジルコニア（YSZ）などの電解質と電極触媒とで構成され、そのセルを合金もし
くはセラミックスのインターコネクタにより複数個接続して所定の発電出力を得るもので

図 6-65　海外における燃料電池フォークリフトの導入状況
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池の新たな用途について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

米国における状況 欧州における状況

2009
246

1,000

0

2,000

3,000

4,000

5,000

539

2010

712

1,251

2011

1,135

米国における FCフォークリフト
導入台数の推移

具体的な導入事例 欧州実証実験

合弁会社設置
米・エネルギー省（DOE）は、フォークリフト、定置式、携帯
型等を燃料電池初期需要の創出用途と位置付け

支援による後押し

導入支援
・補助額：燃料電池ユニット価格の 30％or 出力 kW×＄3,000
　　　　　のいずれか安い方の金額を税還付
・期　間：2006 年 1月～2016 年 12月

社名 合計台数
Sysco 700 台以上（7カ所）

名　称 HyLIFT-EUROPE

参加メーカー STILL（フォークリフト）、MULAG（トーイング）等

目　的 最適な燃料電池システムを実際のフィールドで
確認

概　要 ・200台規模の FCフォークリフト実証
・空港での大規模な FCトーイング実証
・EUが水素関連の研究開発・実証事業をサポート

時　期 2013 年～2016 年

Walmart 509 台（3カ所）
P&G 340 台（4カ所）

Central Grocers 234 台（1カ所）
BMW 230台以上（1カ所）

WinCO Foods 200 台以上（1カ所）
Kronger 161 台（1カ所）
Lowe’s 161 台（1カ所）
Wegmans 140 台以上（1カ所）
Coca Cola 96 台（2カ所）

出典：Fuel Cell-Powered Forklifts
　　　in North America

出典：DOE, 2012 Fuel Cell Technology report 
　　　October 2013

出典：HyLIFT project ホームページ

導
入
台
数
（
台
）

2,386

2012

854

3,239

2013

1,066

累計

単年

4,305

図 6-66　豊田自動織機製燃料電池フォークリフト
出典：豊田自動織機
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ある。作動温度が 650～ 900℃程度と高温であることから、反応性が高く、電極触媒に高
価な貴金属が不要であり、天然ガスなどの化石燃料を用いた場合でも発電効率が高いなど
の特徴を有する。

（2）　課題
①　全体的な課題
　家庭用などの定置用燃料電池は 10年程度以上の製品寿命が要求されるため、長時間運転
の耐久性・信頼性が必要である。一方、燃料電池自動車では、自動車の起動停止や加減速
に伴う急速な出力変動サイクルに対する耐久性・信頼性が必要となる。
　こうした用途ごとに要求される様々なレベルの耐久性・信頼性を確保しつつ、コスト低
減を図ることが、燃料電池技術の本格普及へ向けた課題である。加えて、システムの高効
率化、車への搭載性向上やシステムのコスト低減につながる小型・高出力密度化、セルや
周辺部材の量産技術なども重要課題である。
　NEDOはこれらの諸課題の解決を目的として技術開発を進めている。以下、その取り組
み例を紹介する。
②　貴金属使用量の低減：電極触媒の低白金化技術（PEFC）
　電極触媒の白金使用量を低減させるため、白金の粒子径を制御して反応効率を上げる試
みや触媒粒子の表面にのみ白金を薄く付けるコアシェル構造の触媒が検討されている。
　白金や白金合金を、カーボン担体に均一かつ任意の粒子径に制御して担持する技術（ナ
ノカプセル法）が開発されている（図 6-67）。この新規担持法により調整した触媒は、標
準的な触媒に比べて、自動車の運転状況を模擬した耐久試験において、より高い耐久性向
上を示すことが確認されている。

図 6-67　ナノカプセル法の概念と開発触媒の粒子分布
出典：山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センター パンフレットより
NEDO 作成

ナノカプセル

Particle size / nm
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eq
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還元 Pt 合金粒子

Pt ナノ粒子触媒の電子顕微鏡写真

カーボン担持 熱処理
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　一方、コアシェル法は、コアとなる部分を白金とは異なる金属とし、その周りを 1～ 2
原子層の白金で覆うことによって、低白金化と高活性化を両立させる技術である（図
6-68）。現在までに、標準的な触媒に対し、触媒活性を 6倍程度に向上させる技術が見出さ
れている。
③　貴金属使用量の低減：非貴金属触媒（PEFC）
　白金などの貴金属を使用しないカソード触媒として、窒素・炭素を主成分とするジルコ
ニウムやタンタルなどの酸化物を主成分とする酸化物系非貴金属触媒（図 6-69）や、カー
ボンを主成分とするカーボンアロイ触媒（図 6-70）の検討が行われている。現在までに、
どちらも純酸素／純水素系の単セル評価において、白金系標準触媒と同レベルの初期性能
が見出されている。
④　膜・電極接合体中の構造・反応・物質移動解析（PEFC）
　燃料電池の発電性能は、燃料電池の電気化学反応が生じるMEAのところでいかに反応
に寄与するガス（水素、空気）、水を適切に分布させるかに依存している。膜・電極接合体
（MEA）材料の形態・機能の特性を的確に計測・解析する手法とガス（水素、空気）、水の
物質移動現象の解明を進め発電性能向上への設計指針を提案へつなげる開発が進められて
いる。

図 6-68　コアシェル構造の概念図

図 6-69　Zr 系酸化物非貴金属触媒
出典：NEDO「固体高分子形燃料電池実用
化推進技術開発／基盤技術開発／酸化物触
媒」平成 24 年度分中間年報

図 6-70　カーボンアロイ触媒
出典：NEDO 燃料電池・水素技術開発
平成 22 年度成果報告シンポジウム
平成 22 年度要旨集
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　一例として燃料電池セル中での水分布計測の結果を図 6-71に示す。運転中に水がどこに
多く分布しているかがわかり、材料構成との関係からセル構造、MEA構造などへの最適
化に活用されている。
⑤　耐久性迅速評価方法の開発（SOFC）
　固体酸化物形燃料電池（SOFC）エネファームの本格普及、及び業務用・産業用固体酸
化物形燃料電池（SOFC）システムの実現のためには、高耐久性と低コストを両立したセ
ルスタックが必須である。
　日本国内ではセラミックスメーカーなどが様々なタイプのセルスタック開発を進めてい

図 6-71　発電中セル内に滞留する水の可視化
出典：NEDO「固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発／基盤技術開発／ MEA 材
料の構造・反応・物質移動解析」平成 25 年度分中間年報

ガス拡散層中の水

表 6-14　耐久性迅速評価方法の開発において検討中の SOFCセルスタック一覧

スタック
第 1グループ 第 2グループ 第 3グループ

筒状
平板形

円筒
横縞形 小型円筒形 平板形 筒状

横縞形
一体
焼結形

材
　
料

空気極 LSF-base LSCM LSCF LSCF LSCF LSCF

中間層 DC SDC None GDC GDC GDC

電解質 YSZ YSZ LSGM YSZ YSZ ScSZ

燃料極 Ni/YSZ Ni/YSZ Ni/CeO2 Ni/YSZ Ni/YSZ Ni/ScSZ

運転温度 700℃ 900℃ 630℃ 700℃ 750℃ 750℃

スタック外観

出典：各種資料より NEDO 作成

空気

排ガス

燃料ガス
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るが、その開発サイクルの短縮と効率化を図るため、耐久性迅速評価方法の開発を行って
いる。熱力学的・化学的・機械的解析、三相界面微細構造解析などを高度化し、加速劣化
試験やシミュレーション技術などと複合させることにより、比較的短時間の耐久試験にお
ける SOFCの微小な劣化現象を的確に評価・解析し、9万時間レベルの耐久性を迅速かつ
高精度に検証することを目標としている（表 6-14）。

■ 6-5-8　水素発電

（1）　原理と特徴
　天然ガス火力発電において水素を混焼させることで発電時の CO2排出量を直接的に削減
可能である。水素と他の燃料ガスと混合して発電する混焼発電については実証が進められ
ている。また、水素のみで発電する専焼発電については世界的に事例が少なく、今後さら
に検討が必要であるが、発電段階では CO2を排出せず、水素の製造方法によっては、CO2
フリーの電源となる。また、従来のガスタービンと同様に大規模化が可能であり、安定・
安価かつ大量の水素供給と結び付けることで、大規模かつ安定的で低環境負荷な電源とな
る。
　水素発電の導入により恒常的かつ大規模な水素需要が生じるため、水素価格の低下や燃
料電池自動車など他の水素利活用分野においても波及効果が期待される。

（2）　課題
　水素は天然ガスなどの既存の燃料に比ベると、発熱量が低い、燃焼速度が速い、火炎温
度が高いなどの燃焼特性を持つため、燃焼部材への影響含め、耐熱性、NOx低減技術など
水素ガスの燃焼に向けてガスタービンの各種構造の最適化が必要となる。
　主なガスタービンの種類としては「拡散方式」（＝燃料と空気を別々に噴射する方式）と
「予混合方式」（＝燃料と空気を予め混合噴射する方式）の 2種類に分かれる。
　拡散方式は、局所的に高温スポットが生じやすく、NOxの発生が問題となるため、水・
蒸気噴射などにより NOxを低減している。これにより効率が低下してしまうものの、多
様な燃料種ヘの対応が可能となり、水素燃焼も可能である。このため、工業プロセスで発
生する水素リッチガスの自家発電での活用や、石炭ガス化発電での活用に向けて水素リッ
チガスを高効率で燃焼できるドライ型のガスタービンの開発が各社により進められている。
専焼による水素発電の要素技術は完了しているが、実証が必要な段階である。
　一方、予混合方式は、水・蒸気噴射することなく NOxの発生を低減できることから、高
効率の発電が可能となるものの、火炎が不安定になりやすいため、現状では水素の混焼は
5％程度が上限と言われている。

（3）　実用事例
　我が国では、WE-NETでシステム検討が行われていた。
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　イタリア最大の電力会社 ENELと GEとが水素専焼ガスタービン（16 MW級）を開発
し、2009年より水素専焼発電の運転を開始している（図 6-72）。
　水素混焼用ガスタービンの開発例を図 6-73に示す。川崎重工業は水素濃度が体積当たり
60％までの混焼において、天然ガス焚き並みの低 NOxな燃焼技術の開発に成功し、2015
年の市場投入を目指している。日立は NEDOの多目的石炭ガス製造技術開発（EAGLE：
Coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity）のパイロットプラントにて、石

図 6-72　水素発電
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素・燃料電池について」
第 1 回水素・燃料電池戦略協議会（2013 年 12 月 19 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

※MCH：
メチルシクロヘキサン

MCH
水素添加 貯蔵 運搬 貯蔵 脱水素

H2 H2
トルエン

出典：川崎市

資源国

水素発電 石油化学の
原材料等

日本（川崎臨海部）

図 6-73　川崎重工業・日立製作所の水素ガスタービン
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「水素発電について」
第 4 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 26 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成

メインバーナ

パイロットバーナ

天然ガス

水素

水素

追焚きバーナ

【出典】川崎重工業
図1：ガスタービンに搭載した
　　　多缶燃焼器

図 2：EAGLEパイロットプラント

【出典】日立製作所／
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

天然ガス火炎
天然ガス＋水素火炎

多缶燃焼器

ガスタービン

燃焼器（1缶）
バーナ正面写真
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炭ガス化発電用高水素濃度対応低 NOx技術開発の一環として IGCCに適したタービンを開
発している。
　さらに川崎重工業は、水素と天然ガスの比率を自由に変えられるガスタービンも開発中
であり、混焼から専焼まで可能な技術としている（図 6-74）。

図 6-74　川崎重工業のデュアル水噴射型水素ガスタービン
出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」【参考資料［1］】
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　水素社会実現に向けては、燃料電池の耐久性や信頼性などの技術面の課題、コスト面の
課題、水素を日常生活や産業活動でエネルギー源として使用することを前提とした制度整
備などの制度面の課題、水素ステーション整備といった水素供給体制などのインフラ面の課
題といった、多くの課題が存在しており、これらの課題の一体的な解決に向けた取り組みが
必要である。「水素・燃料電池戦略ロードマップ」ではフェーズ毎に次のとおり示している。

■ 7-1-1　フェーズ 1（水素利用の飛躍的拡大）〈2014〜〉

（1）　定置用燃料電池
●課題 1：家庭用燃料電池の経済性の向上
　現在、設置工事費を含んだユーザー負担額は、概ね 150万円程度と販売開始時期から半

　水素エネルギーの最大限の利活用を図る水素社会の実現は、気候変
動などの地球環境への対応、エネルギー・セキュリティの確保、新た
な市場の創出・産業競争力の強化に繋がるものであり、その意義は大
きい。その中で、2000年代初頭には未来の技術であった燃料電池は、
既に家庭用燃料電池システムとして製品化され、また2014年 12月に
は燃料電池自動車の販売が開始され、我々の身近なものとなりつつある。
　しかしながら、水素エネルギーを社会に定着させていくためは技術、
コスト、制度、インフラなどで取り組むべき課題が多く存在している。
本章では、現状の課題と今後の取り組みの方向性について述べる。

水素社会実現を目指して

第 7章
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減しているが、ユーザーの投資回収期間を短縮する観点から、イニシャルコストの一層の
低減が必要である。その際、固体高分子形燃料電池や固体酸化物形燃料電池それぞれにつ
いてコスト低減効果が大きい分野に集中して取り組みを進めることが重要である。
●課題 2：家庭用燃料電池の対象ユーザーの拡大
　現在、家庭用燃料電池の主なユーザーは、大都市を中心とする都市ガス使用地域におけ
る新築の戸建て住宅のユーザーであるが、戸建て住宅と集合住宅の比率は、住居形態とし
て集合住宅が 4割を占めていることも踏まえ、集合住宅への展開が重要となる。
●課題 3：家庭用燃料電池の海外展開
　電力価格に比べてガス価格が比較的安く、熱需要が多い欧州などの地域においては家庭
用燃料電池の潜在的なニーズは高いと考えられ、日本が技術的に大きく先行しているこの
時期に、海外展開をさらに積極的に進めることは重要である。
●課題 4：業務・産業用燃料電池の経済性や耐久性などの向上
　業務・産業用として期待される固体酸化物形燃料電池はイニシャルコストの問題が大き
くユーザーへの訴求力が不十分であることから、一層の経済性の向上が必要である。加え
て、耐久性のさらなる向上や、既存のコージェネレーションと同様に活用することができ
る環境の整備を行うことなども必要である。

（2）　燃料電池自動車（その他輸送用車両を含む）
●課題 1：燃料電池システムなどのさらなるコスト低減
　燃料電池自動車の燃料電池システムは依然としてユーザーの許容額を超過すると考えら
れるため、燃料電池システムなどのさらなるコスト低減が必要となる。この際、燃料電池
システムについて、初期段階では電解質膜のコストが、普及段階では触媒やセパレータの
コストが、それぞれ大きな割合を占めると考えられ、これらの部材を中心に低コスト化を
進めることが重要である（図 7-1）。

図 7-1　燃料電池システムのコスト構造
出典：資源エネルギー庁 燃料電池推進室「燃料電池自動車について」
第 3 回水素・燃料電池戦略協議会（2014 年 3 月 4 日）【参考資料［3］】より NEDO 作成
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●課題 2：燃料電池自動車の基本性能などの向上
　安定的に特に大きな水素需要の期待されるバスやタクシーなどの業務車両へ適用分野を
拡大するため、特に長い走行距離を保証する耐久性と経済性を実現する必要がある。また、
普及本格期においては、比較的小型の普通乗用車などのマーケットニーズに合った車種へ
適用分野を拡大することも重要である。
●課題 3：燃料電池自動車の海外展開
　我が国が競争力を有する燃料電池自動車分野において将来の輸出拡大に繋げるため、安
全性能などの基準や相互承認といった国際市場の創出に向けた議論に引き続き参加、主導
していくことが重要である。
●課題 4：燃料電池自動車の認知度や理解度の向上
　工業用途など限られた用途でしか用いられてこなかった水素が新たに日常の生活でも用
いられることを踏まえ、市場投入直後に円滑に普及を拡大するためには、社会一般にとっ
ての水素や燃料電池自動車に対する認知度や理解度を向上させことが必要である。
●課題 5：燃料電池の適用分野の拡大
　燃料電池自動車に活用される燃料電池の用途はフォークリフトなどの産業用車両、船舶、
燃料電池スクーター、燃料電池鉄道車両など、多様な輸送用途に拡がる可能性があること
から、実機による実証や燃料電池の耐久性向上に取り組む必要がある。
●課題 6：従来のガソリン車などと遜色のない燃料代となる水素価格の設定
　現状では燃料電池自動車向け水素のコストの約 6割を水素ステーションの整備・運営費
が占めており、それぞれ半額程度まで低減することが必要である。水素ステーションの稼
働率によって水素コストは大きく変動することから、市場初期の稼働率が低い期間の水素
ステーションの下支えを行うとともに、稼働率を早期に高めていくことが重要である。
●課題 7：水素ステーションの戦略的な整備
　2013年度から商用水素ステーションの先行整備を進めているが、四大都市圏の間で整備
箇所数に格差があり、また東京 23区内などの燃料電池自動車の高い需要が見込まれる地域
や、四大都市圏を結ぶ高速道路沿いにおいて、水素ステーションが求められているなかで、
戦略的な整備が重要である。

■ 7-1-2　 フェーズ 2（水素発電の本格導入／大規模な水素供給システム
の確立）〈2020年代後半に実現〉

●課題 1：発電事業用水素発電の導入に関する具体的な検討
　水素発電の導入に検討を行うにあたり、水素の供給サイドと発電事業者などの需要サイ
ドが一体的に取り組んでいくことが必要である。
●課題 2：水素発電ガスタービンに関する制度的・技術的な環境整備
　自家発電用水素発電の本格的な普及に向け、NOxの排出量を抑制しつつ、水素混合割合
や発電効率をさらに向上させることなどが必要である。発電事業用水素発電については、
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一定程度の水素混焼が可能であるが、実運転による検証や水素発電に関する技術基準など
が必要である。
●課題 3：海外からの水素供給に関する制度的・技術的な環境整備
　技術的には実用段階にある有機ハイドライドについては、トルエンを循環的に使用する
などの制度的な対応を行うことが必要である。液化水素については、液化水素のローディ
ングや運搬船などに関する技術的、制度的な課題への対応が必要である。いずれの方法に
ついても、供給規模の拡大によって、設備機器の大型化や大量輸送などによるコストダウ
ンが見込まれるが、市場が自律的に拡大していくまで多くの投資と時間を要することが予
想されることから、この間の下支えが必要である。

■ 7-1-3　 フェーズ 3（トータルでのCO2フリー水素供給システムの 
確立）〈2040年頃に実現〉

●課題 1：水素供給国における CCS
　海外の副生水素、原油随伴ガス、褐炭などの未利用エネルギーから製造された水素を国
内に輸送する場合、地球規模での二酸化炭素排出量削減を目指すためには、水素供給国に
おいて排出される二酸化炭素を回収・貯留する CCSを行うことが必要である。
●課題 2：再生可能エネルギー由来の水素製造などに関する技術開発・実証
　水電解による水素製造について、大規模で安定かつ安価な水素製造技術、風力発電や太
陽光発電などの再生可能エネルギーの出力変動への対応といった技術開発が必要である。
また、再生可能エネルギー由来水素を有効活用するため、欧米各国でも取り組みが進めら
れている Power to Gasに関する技術開発・実証が必要である。
●課題 3：その他の中長期的な技術開発
　CCSや再生可能エネルギー由来電気の活用に加え、現時点では基礎的な段階にあり、実
現までは一定程度の時間を要すると考えられる技術についても、中長期的な視点から必要
な取り組みを行っていくべきである。

7-2　課題克服に向けた取り組み

■ 7-2-1　技術課題の克服

（1）　技術課題の特定
　水素社会を実現するための克服すべき技術課題は、基礎から実用化段階、水素エネルギ
ーの製造、輸送・貯蔵、利用と幅広く多岐に渡っているが、これら課題を明らかにすると
ともに、達成すべき時期といった時間軸や産学官の役割分担を明確にして取り組む必要が
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ある。
　技術領域と市場の状況によって求められる技術課題に着目して整理したものを図 7-2に
示す。NEDOでは今後「燃料電池・水素技術ロードマップ」の改定に取り組み、より詳細
な課題の特定を行う。

（2）　技術開発の方向性
①　燃料電池の技術開発
　水素エネルギー利用の拡大に向けて、定置用燃料電池や燃料電池自動車の活用を大きく
広げていくため、低コスト化、高耐久化といった課題の克服に向けた研究開発を引き続き
推進していくことが重要である。家庭用燃料電池や燃料電池自動車に用いられる固体高分
子形燃料電池（PEFC）についてコスト低減と技術課題の相関をまとめたものを図 7-3に
示す。
　固体高分子形燃料電池（PEFC）の低コスト化・高耐久化・性能向上などに向け、触媒
として使用されている白金の使用量低減やこれを代替する貴金属レス触媒、低コストかつ
高耐久な電解質材料、燃料電池内での物質移動特性向上（ガス・水分・プロトン・電子）
のための技術開発や、これらの技術開発を支える、物質移動機構、電極反応機構、電極・

水素発電 混焼発電技術
実用化実証

商用車対応高耐久化
量産化対応技術

専焼発電技術

貴金属レス化

基準・規制
適正化

低廉なステーション開発

水素安全
安心対策

高耐久化 低コスト化

実用化実証
貴金属レス化

多用途・多地域
対応化技術

システム低コスト化
水素ネットワーク化
社会体対応

液体材料による
流通の実証

海外からの水素輸送・
貯蔵の開発、実証

CO2 フリーの水素
製造の開発、実証
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電池

水素
ステー
ション燃

料
電
池
自
動
車

水素輸送・
貯蔵・製造

図 7-2　水素社会実現に向けた技術課題
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電解質膜劣化機構の解明を可能とする計測・解析技術の基盤的な技術開発が必要である。
　一方、業務または産業用として期待される固体酸化物形燃料電池（SOFC）については、
セルスタック・モジュールの高性能化（高出力密度化、部分負荷効率向上など）、耐久性・
信頼性の向上、新規電解質材料の開発に取り組むと同時に、この技術開発を支える燃料電
池の劣化機構の解析、耐久性迅速評価手法など基盤的な技術開発に取り組む必要がある。
また、早期実用化に向けて、実環境化での電気・ガス制御の最適化手法の確立、信頼性の
確保が必要である。
②　水素発電の導入と水素供給システムの確立
　水素発電については、水素混焼発電では数十MW規模での実運転による検証、水素専焼
発電では蒸気や水を噴射することなしに NOxの排出量を抑制できるドライ型水素専焼発
電ガスタービン用燃焼器の開発、水素ガスの特性を踏まえた安定的な燃焼方法、NOxなど
の排出量の制御方法などに関する技術開発・実証が必要である。
　サプライチェーンの構築について、初期市場創出の観点から一定量の水素需要が見込め
る地域（例：市街地、空港、湾港、工場など）や地域資源（例：下水汚泥消化ガスなど）
の周辺において、自治体、地元企業、公共交通事業者と連携し水素利用技術を集中的に導
入する技術実証が有効である。

図 7-3　コスト低減と主な技術課題の相関

補機部品の簡素化・低コスト化

基盤技術

生産プロセス技術

トレードオフ性能
両方を満たす開発が必要

FCVのコストダウン FCVシステムの簡素化 スタック運転条件のロバスト化 低加湿・加湿器レス運転 加湿系の簡素化

運転最高温度高温化 冷却系小型化

大気圧、低ストイキ運転 補機（ポンプ等）簡素化

不純物耐性向上 補機、材料要求仕様緩和

スタックの低コスト化

水素貯蔵の低コスト化

スタックの小型化 スタック高出力密度化 発電効率向上

材料の低コスト化 貴金属使用量低減 反応メカニズムの解明

電解膜質の低コスト化 物質移動メカニズムの解明

GDL、セパレータの低コスト化 マクロ・ミクロ解析手法開発

生産プロセスの低コスト化 スタック製造プロセスの簡素化 生産プロセス技術開発

スタック製造タクトの高速化 品質管理技術開発
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　また、海外からの水素供給に関して、褐炭や副生物などの未利用資源を用いた、安価で
安定的な水素の製造技術や貯蔵・輸送技術の確立に向けた技術開発・実証が必要である。
③　トータルでのCO2フリー水素供給システムの確立
　再生可能エネルギーを利用した水素製造技術については、電解電流密度の向上や電解セ
ル大型化などによる設備コストの低減、変動する再生可能エネルギーへの追従などの技術
開発が必要である。また、再生可能エネルギーの短長期的な出力変動、供給地の偏在とい
った時間的、地理的な偏在性を吸収する手段として、再生可能エネルギーからの水素製造
から輸送・貯蔵、利用まで含めた技術開発・実証を計画的に行うことが必要である。
　CCSについては石油随伴ガスや褐炭などの未利用エネルギーを用いた水素供給システム
に関する技術開発・実証と一体となって、二酸化炭素分離・回収プロセスの効率向上、コ
スト低減などの CCSに関する技術開発・実証を行うことが必要である。

■ 7-2-2　制度面の課題の克服

　水素・燃料電池技術の社会への導入にあたり、例えば家庭用燃料電池では、常時監視の
不要化、設置保有距離の省略といった規制の見直しに取り組み、これを実現してきた。
　現在、燃料電池自動車や水素ステーションに関する規制の見直しについて、「規制改革実
施計画」（2013年 6月 14日閣議決定）に基づき進められている。この規制の見直しが計画
どおり進められるため、特に安全性に関するデータの取得、試験方法の確立などの取り組
みが必要である。また、新たな技術の導入による一層のコスト低減は引き続き重要な課題
であり、この活用のための技術の開発・実証と安全基準の早期確立などに向けた取り組み
を並行的に進めることが必要である。
　さらに、水素発電や海外の未利用資源を利用した水素の輸入など、これまで想定してい
なかった新たな利用形態の導入にあたり、規制や基準・標準など制度面の課題について、
実証段階から特定しつつ取り組むことが必要である。

■ 7-2-3　水素供給体制などのインフラ面の課題の克服

　水素ステーションの整備について、その設置コストの大幅な削減に向け、主要な構成機
器である水素製造装置、圧縮機、蓄圧器などの構成機器の低コスト化のための技術開発や、
これら構成機器を一体化したパッケージ型水素ステーションの積極的な活用のための取り
組みを進める。一方、短期的には燃料電池自動車の普及台数が限定的であると見込まれる
なか、水素ステーションの設置に係るコストや利便性の確保などを踏まえ、最適な規模の
水素ステーションの仕様を確立するとともに、新たに確立される仕様に必要となる技術を
開発する。
　また、市場初期においては、燃料電池自動車の販売状況に応じて、一つの設備で複数地
域での営業が可能となる移動式水素ステーションの活用を進める。
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　さらに、水素ステーションを実際に設置し、運用していくため必要となる、水素品質や
計量の校正、簡易なメンテナンス技術といった基盤的な技術についての開発・整備を行う。
　水素ステーションのような新たなインフラの導入にあっては、社会的な受容性の確保が
重要であり、このための取り組みを進める。具体的には、水素ステーションで発生したト
ラブルと対処策などの情報をデータベース化し、水素ステーション運営事業者が運用やメ
ンテナンスのために活用できるツールを早期に作成、供与する。また、このデータベース
も活用しつつ、都道府県、地域住民、警察・消防、自動車販売店、エネルギー供給施設な
どの職員に対して、燃料電池自動車や水素ステーションに関する情報提供や人材育成を行
う。

7-3　まとめ

　国家プロジェクトを中心とした技術の進展や導入・普及施策を通じて、水素エネルギー
の社会への実装が始まりつつある現在、水素社会の実現に向けた入り口に到達したといえ
るが、今後はこれを本格的な水素社会の実現に結実させていくための絶え間ない取り組み
が必要である。
　その際、産学官の関係者間で目標と時間軸を共有した上で役割分担を明確化し、優先順
位を付して資源を重点配分しながら、協力して取り組んでいくことが不可欠である。
　水素は、エネルギー・セキュリティを高め、環境問題に貢献し、かつ日本の産業競争力
を高める極めて重要な技術領域である。NEDOは水素社会の実現に向けて、これまで家庭
用燃料電池システムで市場を造り、燃料電池自動車と水素ステーションでインフラを整え
ることにより、水素社会の立ち上げに貢献してきた。今後はさらに、水素発電といった新
たな用途の開拓やサプライチェーンの構築を一体的に進めることにより、水素をエネルギ
ー・ミックスの一翼を担う存在に押し上げ、究極的には、カーボン・フリーの水素社会の
実現を目指す。このため、NEDOは本章で示した技術課題について産学官の叡智を結集し
てその解決を図るとともに、規制や基準・標準といった、新技術の導入に不可欠な社会基
盤の整備についても関係機関との密接な連携のもと、その整備が円滑に進むような取り組
みを進める。
　一方で水素エネルギー分野は、短期的には経済性が成立しづらい領域であるなかで、民
間企業を刺激し、積極的な参画やチャレンジを称揚するため、水素社会に対する社会の理
解や期待の高まりが必要である。
　このような背景のもと「NEDO水素エネルギー白書」は、水素の特徴からエネルギーと
しての意義、国内外の政策動向、課題と取り組みの方向性について取りまとめたものであ
り、水素に対する社会の理解を深めることを目的としたものである。
　現在、我々は天然ガス、液化石油ガス、ガソリンといった可燃性のエネルギーを、安全
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を確保するための技術や規制などの制度によって、特段の安全に対する意識を持たず安心
して利活用している。NEDOが目指す水素社会は、「水素」をこのレベルまで到達させ、ユ
ーザーが特別な意識を持つ必要が無く、利便性の享受や環境問題・エネルギー・セキュリ
ティへの貢献を果たす社会である。
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3E ＋ S

エネルギー基本計画などの我が国のエネルギー政策の基本的な考え方で、安
全性（Safety）を前提に、エネルギーの安定供給（Energy Security）、経
済効率性の向上（Economic Efficiency）、環境への適合（Environment）
の同時達成を図るとしている。

AFC
Alkaline Fuel Cell。アルカリ電解質形燃料電池。電解質にアルカリ電解液
を用いており、常温にて使用可能。航空宇宙用として最初に実用化された
燃料電池。

AFCIA
Advanced Fuel Cells Implementing Agreement（先端燃料電池実施協
定）。1990 年に IEA 傘下に設置された燃料電池に関する研究交流組織。我
が国からは NEDO が中心になり専門家を派遣して情報交換を行っている。

BOG

Boil Off Gas。水素やメタンなどの気体を低温で液化させた場合に、外部か
らの自然入熱などによって気化したガス。過剰に発生すると、液体貯蔵タ
ンクが破壊されないように放出しなければならず、ロスになる。最近の液
化水素タンクでは断熱性が高くなり、BOG 率は 1％/日以下となっている。

CaFCP

California Fuel Cell Partnership。カリフォルニア燃料電池パートナーシッ
プ。1999 年に Daimler Chrysler（当時）、Ford、カリフォルニア州大気保
全局（CARB）による FCV デモンストレーションとして発足、その後に
GM や日本の自動車メーカーも参画し、世界最初の本格的燃料電池自動車デ
モンストレーションとなった。当初は 2003 年までであったが、燃料電池
自動車の実用化目標が先に延びるにつれて継続されてきた。実際の燃料電
池自動車デモンストレーションは終了しているが、その活動は拡大し、教
育・社会受容性プロジェクトや水素ステーションの基準標準活動も行って
いる。2012 年には燃料電池自動車普及に備えた水素ステーションの整備に
関するロードマップ（California Road Map）を発表した。現在のパートナ
ーは、米国エネルギー省やカリフォルニア州エネルギー委員会（CEC）、世
界の主要の自動車メーカーを含む 37 企業・団体。

用　語　集
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Callux

ドイツ水素・燃料電池技術革新国家プログラム（NIP）の一環として実施さ
れている定置用燃料電池のフィールド実証プログラム。「熱（Cal）」と「電
気照明（Lux）」からなる造語。主な燃料電池コジェネレーションのサプラ
イ ヤ は、Baxi Innotech（PEFC）、Hexis（SOFC）、Vaillant（SOFC）。
2014 年で 650 台を設置する予定。

CCS
Carbon Capture and Storage（炭素隔離貯留）。様々なプロセスから発生
する二酸化炭素を分離し、枯渇した油田やガス田などに圧入して閉じ込め
る技術。

CEC
California Energy Commission。カリフォルニア州エネルギー委員会。カ
リフォルニア州の行政組織で、エネルギー政策を担当する。カリフォルニ
ア州における水素ステーションの設置補助金を拠出している。

CEP

Clean Energy Partnership。ドイツで 2002 年より開始された燃料電池自
動車と水素ステーションのデモンストレーションプロジェクト。ドイツの
自動車メーカーやエネルギー供給会社が中心となってベルリンで始まり、そ
の後ドイツ水素・燃料電池技術革新国家プログラム（NIP）に組み込まれ
た。現在は我が国の自動車メーカーや米国・韓国の自動車メーカーも参加
している。ドイツ全土における 2015 年までの燃料電池自動車市場立ち上
げ段階までの水素ステーション整備（50 ヶ所）は CEP の枠で実施される
ことになっており、設置・運用補助金が提供されている。

CHIC

Clean Hydrogen In European Cities Project。欧州燃料電池水素共同実施
機構（FCH JU）が実施している燃料電池バスの実証プロジェクトで、欧州
5 都市（スイス アーラウ、イタリア ボルツァーノ、イタリア ミラノ、英
国 ロンドン、ノルウェー オスロ）で 26 台の燃料電池バスを運用する。シ
ックと発音する。

CO2 フリー水素

再生可能エネルギー由来電力による水電解で製造した水素や、化石燃料の
改質で製造した水素に CCS や EOR を組み合わせることで事実上 CO2 フリ
ーとした水素。水素・燃料電池戦略ロードマップでは、2040 年頃に CO2

フリーの水素供給システムの確立を目指すとしている。

DOE

Department of Energy（米国エネルギー省）。水素燃料電池のプログラム
は、エネルギー効率・再生可能エネルギー局（Office of Energy Efficiency 
& Renewable Energy：EERE）にある Fuel Cell Technology Office が実施
している。

Ene.Field

欧州燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）によって 2012 年に開始された
定置用燃料電池の大規模実証プロジェクト。1,000 台の燃料電池（高温型
SOFC、中温型 SOFC、高温型 PEFC、低温型 PEFC）を欧州の 12 ヶ国に
設置する。

EOR
Enhanced Oil Recovery。石油増進回収法。CO2 を油田に埋め戻すことで
油田の残存原油を回収する方法。
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FCCJ

Fuel Cell Commercialization Conference of Japan（燃料電池実用化推進
協議会）。2001 年に民間によって設立された組織。目的は「我が国におけ
る燃料電池の実用化と普及に向けた課題解決のための具体的な検討を行い、
政策提言としてとりまとめ、会員企業自ら課題解決に努力するとともに、国
の諸施策へ反映させることにより、我が国における燃料電池の普及と実用
化を目指し、もって、我が国の燃料電池産業の発展に寄与すること」とし
ている。

FCH JU

Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking（欧州燃料電池水素共同実施
機構）。欧州連合の多年度研究開発プログラム（フレームワークプログラム）
のうち、水素燃料電池関係の公募・補助金管理・R&D 政策を行う官民パー
トナーシップ（「共同技術イニシアティブ」ともいう）。従来は欧州委員会
の研究総局（DG Research）が公募と助成を行っていたが、より企業ニー
ズを R&D に反映させるために 2008 年に設置された（なおこのような官民
パートナーシップが設置されたのは、水素・燃料電池分野を含め 5 分野の
みである）。資金は研究総局の第 7 次フレームワークプログラムから拠出す
るものの、最高意思決定機関である欧州運営委員会の委員の半数以上が民
間企業となっており、民間主導で助成が行われるようになっている。2013
年に終了し、2014 年に後継組織である FCH 2 JU（Fuel Cells and Hydro-
gen 2 Joint Undertaking）が 2020 年までの予定で設置されている。

FCV Fuel Cell Vehicle。「燃料電池自動車」参照。

H2 Mobility

ドイツで 2009 年に、2016 年以降の水素ステーション整備を検討するため
結成された組織。我が国の自動車メーカーも参画。ビジネスプランやエリ
ア分析を実施している。その後、この官民パートナーシップをモデルとし
て、英国に UK H2 Mobility が、フランスで H2 Mobility France が発足し
た。

HIA
Hydrogen Implementing Agreement（水素実施協定）。1977 年に IEA 傘
下に設置された水素エネルギーに関する研究交流組織。我が国からは NEDO
が中心になり専門家を派遣して情報交換を行っている。

Hydrogenius
九州大学水素材料先端科学研究センター。産業技術総合研究所が九州大学
と連携して 2006 年 7 月に設置した水素材料の研究拠点。2013 年 4 月か
ら九州大学が運営を引き継いている。

HySUT

The Research Association of Hydrogen Supply / Utilization Technology
（水素供給・利用技術研究組合）。2009 年に設立され、2015 年の燃料電池
自動車の一般ユーザーへの普及開始を目指した、水素供給インフラの社会
的受容性と事業成立性の課題の検証・解決のための実証研究の実施と、水
素タウンにおける水素パイプラインによる純水素型燃料電池などへの水素
供給実証研究の実施を行っている。
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HyTReC

Hydrogen Energy Test and Research Center（公益財団法人水素エネルギ
ー製品研究試験センター）。2009 年 3 月に設置されたもので、水素エネル
ギーの開発促進、水素エネルギー新産業の育成、集積により、福岡県の産
業の活性化と県民生活の質的向上を目指すとしている。

HyTrsut

ドイツ水素・燃料電池技術革新国家プログラム（NIP）の一環として 2009
〜 2013 年に実施された水素エネルギーに対する意見や社会受容性に関す
る全国的な調査。少人数のグループによるインタビュー、全国 1,000 人以
上の電話インタビュー、市民 16 人による週末セミナー（市民会議）などを
実施。

ICHS

International Conference on Hydrogen Safety。 国 際 水 素 安 全 会 議。
2005 年から隔年で開催されている水素安全に特化した専門家会議。当初は
欧州連合第 6 次フレームワークプログラム傘下の水素安全に関する研究交
流ネットワークプロジェクト「Network of Excellence HySafe」が実施す
る国際会議。現在は国際 NPO「International Association HySafe」が主
催している。

IEA

International Energy Agency（国際エネルギー機関）。第 1 次石油危機を
契機にアメリカの呼びかけで設立された。エネルギー安全保障、気候変動
政策、再生可能エネルギー技術開発を実施。加盟国は 28。傘下に約 40 の
実施協定（Impleremnting Agreement）が設置され IEA 加盟国だけでなく
非加盟国の研究者も参加して、特定の研究分野で国際協力・情報交換を実
施。

IPHE

International Partnership for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy
（国際水素燃料電池パートナーシップ）。2003 年に設立された政策面の国際
連携組織で、水素・燃料電池分野の研究・開発・実証・利用を効率的に進
めるために国際協調を促進することが目的。現在 17 ヶ国・1 地域が加盟し
ており、我が国は設立以来のメンバー。

IS プロセス
水の熱分解において、循環物質に硫黄とヨウ素を用いるもの。我が国で研
究されており、実現性が高いと考えられる。

JHFC

水素・燃料電池実証プロジェクト。2002 年度から 2010 年度まで実施され
た FCV と水素ステーションの実証試験プロジェクト。経産省が実施してい
たが、2009 〜 2010 年度は NEDO の「燃料電池システム等実証研究」と
して実施。2011 〜 2013 年度は NEDO の「地域水素供給インフラ技術・
社会実証」に引き継がれた（JHFC-3）。

MCFC
Molten Carbonate Fuel Cell（溶融炭酸塩形燃料電池）。電解質に溶融した
炭酸塩（炭酸リチウム、炭酸カリウムなど）を用いており、作動温度は
600 〜 700℃程度。燃料には水素の他に天然ガスなどが利用可能。

NEDO
New Energy and Industrial Technology Development Organization（独
立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）。
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NIP

National Innovation Programme Hydrogen and Fuel Cell Technology。
ドイツ水素・燃料電池技術革新プログラム。2007 〜 2016 年の 10 年間で
合計 14 億ユーロ（官民が半額を出資）を水素・燃料電池技術開発に投資す
る。現在、後継プログラムである NIP 2.0（2016 〜 2023 年）の立ち上げ
が予定されている。

NOW

Nationale Organisation Wasserstoff-und Brennstoffzellentechnologie
（ドイツ水素燃料電池機構）。ドイツの国家プロジェクトである水素・燃料
電池技術革新プログラム（NIP）の実施とファンド管理（公募）、政策提言
の た め の 機 関。 そ の 後、 電 気 自 動 車 プ ロ グ ラ ム で あ る National 
Development Plan Electromobility の実施も担当することになった。

PAFC
Phosphoric Acid Fuel Cell（リン酸形燃料電池）。電解質にリン酸水溶液を
用いており、作動温度は約 200℃。白金を触媒に使用するので燃料ガス中
の CO 除去が必要。

PEFC

Polymer Electrolyte Fuel Cell、あるいは Polymer Electrolyte Membrane 
Fuel Cell（固体高分子形燃料電池）。欧米では PEMFC ということが多い。
電解質にプロトン交換膜を用いており、作動温度は室温〜 80℃程度。白金
を触媒に使用するので水素中の CO 除去が必要。プロトン交換膜には、フ
ッソ系膜と炭化水素系膜がある。市販が予定されている燃料電池自動車や
燃料電池バスに搭載される燃料電池は基本的に PEFC である。

PEM 水電解 電解質に固体高分子膜を用いた水電解。

Power-to-Gas
再生可能エネルギー由来の電力（Power）で水電解し、水素やさらにメタ
ンを生産する技術。ドイツが国家的進めているほか、米国、カナダ、フラ
ンスなどでも研究を進めている。

PSA
Pressure Swing Adsorption（圧力変動吸着法）。各物質の吸着剤に対する
吸着力が異なる性質を利用し、高圧下ですべてを吸着させ、減圧とともに
脱離してくる物質を分離していく技術。

SHHP

Scandinavian Hydrogen Highway Partnership（スカンジナビア水素ハイ
ウェイ・パートナーシップ）。スカンジナビア 3 ヶ国が連携して進めている
水素ハイウェイ計画。ノルウェーの HyNor プロジェクト、スウェーデンの
Hydrogen Sweden プロジェクト、デンマークの Hydrogen Link プロジェ
クトから構成される。ドイツとのリンクを目指している。

SMR
Steam Methane Reforming（水蒸気メタン改質）。メタンガスに水蒸気を
反応させ、水素を製造する技術。

SOEC
Solid Oxide Electrolyzer Cell（固体酸化物形電解セル）。SOFC の逆反応で
水電解を行う。水電解が、高温ほど理論エネルギーが小さいことに着目し
た技術。

SOFC
Solid Oxide Fuel Cell（固体酸化物形燃料電池）。電解質としてイオン伝導
性セラミックスを用いており、作動温度は 700 〜 800℃。燃料には水素の
他に天然ガスなどが利用可能。
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Type 1 高圧ガスの貯蔵容器で、金属製のもの。

Type 2
高圧ガスの貯蔵容器で、金属ライナーにカーボン FRP をフープ巻き（円筒
胴の周方向に沿った巻き）をしたもの。

Type 3
高圧ガスの貯蔵容器で、金属ライナーにカーボン FRP を全体に巻いた（フ
ルラップ）もの。複合容器の一種。

Type 4
高圧ガスの貯蔵容器で、プラスチックライナーにカーボン FRP を全体に巻
いた（フルラップ）もの。複合容器の一種。

UT-3
水の熱分解において、循環物質にカルシウム、鉄、臭素などの化合物を用
いるもの。

V2H

Vehicle to Home。車両（FCV、PHEV、BEV）から電力を家に供給する技
術。緊急時対策や家庭用電力のロードレべリングに利用することが考えら
れており、実証実験が進んでいる。FCV を用いる場合は FCH2H という場
合もある。

Well-to-Wheel

自動車のエネルギー効率を、燃料の採掘・生産段階である Well（井戸元）
から走行段階の Wheel（車輪）までの総合として計算したもの。多様な燃
料や車両のタイプのエネルギー効率を同じ尺度で比較できるようになる。車
両への燃料充填・充電段階で分けて、Well-to-Tank（燃料効率）と Tank-
to-Wheel（走行効率）と表現する場合もある。

WE-NET

水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術研究開発。NEDO が 1993
〜 2002 年に実施したもので、再生可能エネルギーから水素を製造し、日
本に輸送して、発電や自動車用燃料などで利用するための研究開発を行っ
た。

WHEC
WHTC

World Hydrogen Energy Conference（世界水素エネルギー会議）、World 
Hydrogen Technologies Conferences（世界水素技術会議）。ともに国際
水素エネルギー協会（International Association for Hydrogen Energy：
IAHE）が主催する水素エネルギー全般に関する国際会議。WHEC は偶数年
に、WHTC は奇数年に開催。

圧縮機
コンプレッサー。水素ステーションに設置される場合は、70MPa での充填
を可能にするために、水素を 80 〜 90MPa に加圧を行う。

アルカリ水電解 電解質にアルカリ水溶液（KOH）を用いた水電解。

液化水素 液体水素ともいう。水素は−252.6℃で液化する。密度は 70.8 kg/m3。

エネファーム
家庭用燃料電池の共通ブランド。当初は PEFC タイプだけであったが、そ
の後に発売された SOFC タイプは「エネファーム Type S」と呼んでいる。

エネルギー基本計
画

我が国のエネルギー政策の基本方針で、定期的に改訂されている。最新の
改訂は 2014 年 4 月で、「“水素社会”の実現に向けた取組の加速」という
章が設けられている。
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オフサイト
水素ステーションで、水素を外部から供給する方式。通常は水素トレーラ
ーなどを用いて水素を供給する。

オルト水素、
パラ水素

水素分子中の 2 個の陽子の核スピンの向きが同方向のものをオルト水素、反
対方向のものをパラ水素という。常温では 75：25 の割合にある。液化水
素ではパラ水素が安定であるが、オルト水素からパラ水素に変換するとき
の放熱で液化水素が蒸発してしまうので、液化前に触媒によってパラ水素
に変換しておく。

オンサイト
水素ステーションで、水素を現地で改質や水電解などの方法で製造する方
式。

火気距離
火気を取り扱う場所、多数の人が集まる場所、引火性の物質を堆積した場
所からの離隔距離。

褐炭

石炭化度が低い石炭で、水分や不純物が多い。乾燥すると自然発火するの
でそのままでは輸送には適さない。現在、オーストラリアの褐炭を現地で
水素に変換し、CCS を適用することで、CO2 フリーな水素を日本に輸入す
るプロジェクトが進められている。

コークス炉ガス
コークス精製する過程で生産されるガス。COG とも呼ばれる。主成分は水
素 55％、メタン 30％。

コージェネレーシ
ョン

電力と熱を同時に発生させるシステム。熱併給発電とも言う。米国では
CHP（Combined Heat & Power）と呼ぶことが多い。

シフト反応
水性ガスシフト反応ともいう。化石燃料の改質において、生じた CO に水
を反応させ、水素と二酸化炭素を得る反応。
CO ＋ H2O　→　CO2 ＋ H2

社会受容性

特定の技術の普及のためには、市民に対して正しい情報を伝え、誤解や先
入観のないように啓発していく必要がある。水素エネルギーでは、水素の
性質に加え、安全に利用する技術、方法などを正しく伝えていく必要があ
る。

出発地ステーショ
ン・目的地ステー
ション・ブリッジ
ステーション

水素ステーションのロケーション検討においては、初期オーナーが多いと
思われる地域に水素ステーション（出発地ステーション）を置き、さらに
観光地やショッピングエリアなどのトリップ目的地にもステーション（目
的地ステーション）を置くことが考えられる。出発地ステーションの間や
都市間も水素ステーション（ブリッジステーション）が必要になる。カリ
フォルニア州のロードマップはじめ、我が国の北部九州燃料電池自動車普
及促進構想、愛知県水素ステーション整備・配置計画などでも同様の考え
方を踏襲している。

人工光合成

一般には植物の光合成を人工的に模して多様な物質を作る技術だが、これ
を二段階化することで水素を製造する研究が行われている。第一段階では
光が当たることで水を酸化し電子を放出する。第二段階でこの電子を用い
て水を還元して水素を製造する。
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水蒸気改質
炭化水素や石炭に水蒸気を反応させ、水素を製造する方法。工業的に大規
模に利用されている。メタンを利用する場合は水蒸気メタン改質（SMR）
という。

水素
原子番号 1 で、宇宙で最も豊富にある元素。地球上では化合物として存在
する。気体としては軽く、無色、無味、無臭。火炎は透明で、燃焼すると
酸素と反応して水になる。−252.6℃で液化する。

水素安全
水素を安全に扱う技術やその観念。水素もエネルギーである以上、ガソリ
ンと同様に正しく使う必要があり、事故防止のための安全技術や従業員に
対する安全教育が必要になる。

水素エネルギー
水素を特にエネルギーとして活用する場合に水素エネルギーという。水素
は電気同様に二次エネルギーとしても活用できる。

水素吸蔵合金
水素を可逆的に吸蔵する金属。金属水素化物中の水素原子密度は概ね 90 
kg-H2/m3 以上であり、液化水素の密度（70.8 kg-H2/m3）よりも高いと
される。

水素ステーション
燃料電池自動車などに水素を供給するための拠点となるもので、ガソリン
自動車のガソリンスタンドに相当する。

水素脆化 吸収された水素により鋼材の強度が低下する現象。

水素発電
天然ガス火力発電において水素を混焼、または水素だけを専焼させて発電
させる技術。水素が大量に使用されるため水素の低コスト化につながると
期待されている。

随伴ガス
原油の生産に随伴して発生するガスで、天然ガスの一種でもある。現在、中
東地域の随伴ガスを現地で水素に変換し、EOR を適用することで、CO2 フ
リーな水素を日本に輸入するプロジェクトが進められている。

スタック
燃料電池スタックや単に燃料電池ともいわれる。燃料電池の最小単位であ
るセルを直列に複数枚積層したもの。

大規模実証
NEDO が 2005 〜 2009 年度に実施した「定置用燃料電池大規模実証研究
事業」で、約 3,300 台の 1 kW 級定置用燃料電池（PEFC）の実証を行っ
た。

蓄圧器
蓄ガス器ともいう。水素ステーションに設置され、水素を高圧で貯蔵する。
クロムモリブデン鋼（SCM435 鋼、SNCM439 鋼）を用いることが多い
が、複合容器の使用が検討されている。

ディスペンサー
Dispenser。燃料を車両などに充填する装置。水素ディスペンサーでは、圧
縮水素用と液化水素用がある。

定置用燃料電池
家庭用や業務用に使用される燃料電池。通常はコージェネレーション（熱
電併給）となる。

燃料電池
Fuel Cell。電気化学反応によって水素などから電力を取り出す装置で、
AFC、PAFC、PEFC、MCFC、SOFC などの種類がある。
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燃料電池自動車

Fuel Cell Vehicle。水素を燃料として車載し、燃料電池スタックで発電する
ことで走行する自動車。モーターで走行するので、電気自動車の一種とも
考えられ、欧米では FCEV（Fuel Cell Electric Vehicle）と呼ばれることも
多い。

燃料電池バス
水素を燃料として車載し、燃料電池スタックで発電することで走行するバ
ス。2016 年に市販されることが期待されている。

燃料電池フォーク
リフト

水素を燃料として車載し、燃料電池スタックで発電することで駆動するフ
ォークリフト。環境汚染物質を放出しないため、閉鎖された作業空間の大
気汚染を防ぐことも可能なうえ、水素充填も短時間であることから、バッ
テリー式フォークリフトに比べ作業効率、経済効率の向上に寄与すること
が期待される。

バイオマス

生物資源や生物燃料のことで、化石燃料と対比して使用される。特に木材、
廃材などを木質バイオマスという。木質の場合、光合成により CO2 から合
成された有機物で構成されているので、これが燃えて発生する CO2 は大気
中の CO2 量には影響しない（カーボンニュートラル）。

複合容器

コンポジット容器、FRF 容器ともいう。ライナーと呼ばれる薄肉の金属（ア
ルミ）またはプラスチックの外を、樹脂を含浸させたカーボン繊維（カー
ボン FRP）を巻き付けることで耐圧性を高めた容器。金属製ライナーを
Type3、プラスチック製を Type4 という。

副生水素
多様なプロセスから副産物として生産される水素。我が国では、主にソー
ダ産業から副生される水素、製鉄所からの副生水素、製油所からの副生水
素がある。

プレクーラー

プレクールともいう。水素は断熱膨張するとジュールトムソン効果により
温度が上昇するため、空に近い車載タンクに充填した場合にタンクの上限
温度 85℃を超えないように、あらかじめ−20 〜−40℃に冷却しておく必
要がある。冷却にはフロン冷媒や液体窒素などを用いる。

保安距離
一定規模以上の高圧ガス設備を設置する場合に、周囲にある保安物件（重
要施設や民家など）に対する危害を防止するために確保すべき距離。

補機プロ

家庭用燃料電池の補機（バルブ、ポンプなど）のコスト低減を目指して、家
庭用燃料電池メーカーが協力して行ったプロジェクト。2005 年 4 月に「家
庭用燃料電池システム関連補機類の共通仕様リスト」を完成。その後、
NEDO が引き継ぎ、改訂を行っている。

有機ハイドライド

芳香族系有機化合物で、水素を可逆的に放出するもの。多様な系が検討さ
れているが、特にトルエン＝メチルシクロヘキサン系が、脱水素触媒の新
規開発により実用化が期待されている。このトルエン＝メチルシクロヘキ
サン系を用いて中東の随伴ガスから水素（CO2 フリー水素）を日本に輸入
するプロジェクトが実施されている。
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水素安全利用等基
盤技術開発

NEDO が 2003 〜 2007 年度に実施したプロジェクトで、水素エネルギー
社会の実現に必要となる要素技術の研究開発と水素エネルギー社会実現の
ためのシナリオ検討などを行った。

水素社会構築共通
基盤整備事業

NEDO が 2005 〜 2009 年度に実施したプロジェクトで、燃料電池自動車
や定置用燃料電池システムの普及とインフラ整備に向け、法令などの再点
検、基準・規格作りなどを実施した。

水素製造・輸送・
貯蔵システム等技
術開発

NEDO が 2008 〜 2012 年に実施したプロジェクトで、水素供給インフラ
市場立ち上げのために、水素製造・輸送・貯蔵・充塡・車載技術の低コス
ト化・高性能化を行った。

水素先端科学基礎
研究事業

NEDO が 2006 〜 2012 年度に実施したプロジェクトで、水素挙動や水素
脆化などの現象の確認を通じて、水素の基本的性質の解明を行った。

水素貯蔵材料先端
基盤研究事業

「Hydro ★ Star」ともいう。NEDO が 2007 〜 2011 年度に実施したプロ
ジェクトで、水素貯蔵材料に関する基本原理の解明と材料開発を発生させ
るための基礎技術開発を行った。

水素利用技術研究
開発事業

NEDO が 2013 年から実施しているプロジェクト。国内規制適正化と国際
基準調和、燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・部品な
どの研究開発を行っている。

東京オリンピック・
パラリンピック

2020 年に東京で開催されるオリンピック・パラリンピック。2014 年 4 月
に公開されたエネルギー基本計画では、燃料電池自動車が活躍できれば世
界が水素の可能性を確信するための機会になるとしている。

日本再興戦略
2013 年 6 月に発表されたアベノミクスの第三の矢。燃料電池の普及拡大
と 2015 年の燃料電池自動車導入と世界最速普及が明確に謳われている。

民間 13 社の共同声
明

2011 年 1 月に日本の 13 社（トヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業、
JX 日鉱日石エネルギー、出光興産、岩谷産業、大阪ガス、コスモ石油、西
部ガス、昭和シェル石油、大陽日酸、東京ガス、東邦ガス）が燃料電池自
動車の国内市場導入と水素供給インフラ整備に関する共同声明を発表した。
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